
目次

・実を結131教育への挑戦

一人々の生活を想い国際的規範を先導するために－

お茶の水女子大学教授ライフワールド・ウオッチセンタ 増田 優

• AMP活性化プロテインキナーゼシグナル伝達による

糖新生遺伝子発現調節機構

独立行政法人国立健康栄養研究所

．醗酵パガッセの機能性について

独立行政法人震研機構食品総合研究所

独立行政法人森林総合研究所

株式会社琉球バイオリソース開発

．酸化的ストレスと骨粗宕、症

藤女子大学 福祉研究所

．食品に含まれる発がん物質には闇値がある

日本パイオアッセイ研究センター大阪市立大学名誉教授

大阪市立大学大学院医学研究科

大阪市立大学大学院医学研究科

山内淳

柏木豊

大原誠資

藤野哲也

坂本亘

福島昭治

鰐測英機

貌民

ISSN 1347・3239

• Refinement of the UL Risk Assessment Method: The Observed 
Safe Level and Improved Assessment of Uncertainty 

Council for Responsible Nutrition John Hathcock 
Council for Responsible Nutrition Andrew Shao 

・第6回食品リスク研究講演会 ～力ピ毒のリスク評価について～

I .力ビと食品衛生

大阪府立公衆衛生研究所久米田 裕子

国立医薬品食晶衛生研究所 高鳥 浩介

II .力ビ毒のリスクファイルと直面する問題

国立医薬品食品衛生研究所 小西良子

• FAD/WHO合同食品規格計画

第28回栄養・特殊用途食品部会会議報告

• FAD/WHO合同食品規格計画

第6回コーデックス委員会バイオテクノロジ一応用食品特別部会参加報告

• 2007年度ILSI本部総会報告

s，』正曹司｜特定非自利活動法人

思ぷ｜国際生命科学研究機構



International Life Sciences Institute. ILSIは、 1978年にアメリ力で設立され ： 

： た非自利の団体です。

• ILSIは、健康・栄養・安全性・環境に関わる問題の解決および正しい理解を目指す

． 

とともに、今後発生する恐れのある問題を事前に予測して対応していくなど、活発

な活動を行っています。現在、世界中の400社以上の企業が会員となって、その

活動を支えています。

多くの人々にとって重大な関心事であるこれらの問題の解決には、しっかりとした

科学的アプローチが不可欠です。 ILSIはこれらに関連する科学研究を行い、あるい

は支援し、その成果を会合や出版物を通じて公表し、啓蒙に役立てています。その

活動の内容は世界の各方面から高く評価されています。

また、 ILSIは、非政府機関（NGO）のーっとして、世界保健機関（WHO）とも密接な

関係にあり、国連食糧農業機関（FAO)Iこ対しては特別アドパイザーの立場にありま

す。アメリ力、ヨーロッパをはじめ各国で、国際協調を目指した政策を決定する際

には、科学的データの提供者としても国際的に高い信頼を得ています。

特定非営利活動法人国際生命科学研究機構（ILSIJapan）は、 ILSIの日本支部として

1981年に設立されました。ILSIの一員として世界的な活動の一翼を担うとともに、

日本独自の問題にも積極的に取り組んでいます。
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ワフイ一フ

1970年代から始まった化学物質総合管理に関する国際的論議は、 1992年の国連環境開発会議 （UNCED）におい

て集大成された。それ以降、重要な諸原則を確認しながら数々の条約や制度が生みだされてきた。バイオ製品や食

品の領域においても科学的知見に基づき論理的に思考することによってリスクを管理していくという基本的考え方

は同じであり、国際的な枠組みの統ーが急速に進展している。

こうした世界的な動きの中で時の経過とともに重視されてきている課題が、教育と人材の育成 (Capacity 

Building）である。しかし化学物質総合管理などに関する日本の学校教育や専門的な人材の育成体系はあまりにも

脆弱である。

総合的な学習機会を提供する試みが始まった。実社会で活躍する400名以上の講師陣を組織化して実践的な授業

を展開し高い評価を得ている。90分授業を15回受講する受講者の数はわずか2年半の聞に3,000名近くに達している。

中でも、食に関する科目は最も好評を博している。受講者の中から研究会や円卓会議などが誕生したり、国や地

方自治体の委員会などに招聴される者が現れたり、受講後の活動も活発である。国際的に通用する論議が展開でき

る社会へと日本が変貌して行くために、このような草の根の活動は大きな意義を有している。

* * * * ＊サ•＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

<Summary> 

International discussions over the integrated management of chemicals that started in出e1970s were compiled in出e

UN Conference on Environment and Development (UNCED) in 1992. Since then, various treaties and systems have 

been generated wi出 particularpriority on confirming the important principles. The concept to manage risk through 

logical thinking based on scientific knowledge is also the basic idea in the area of bio-product and food, and the 

unification of the international企amingis under rapid development. 

In such universal context, there is a growing emphasis on the issue of education and upbringing of human resources 
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(Capacity Building). However, school education on integrated management of chemicals or the fostering of human 

resources in Japan is all too weak. 

An experiment to provide a general oppo抗unityto learn has started. It organizes more由加400lec旬rersto provide 

practical classes that have been credited wi血highreputation.τ'he number of attendants to these classes that consist of 

15 ninety-mi削除lectureshas reached nearly 3,000 in this mere 2.5 years. 

Among them, the subject on food gains the most popularity. Post activities of the participants are very active and 

seminars and round tables have stemmed out, and some have been offered positions in committees organized by cen仕al

or local government. In order for Japan to transform into a society that can enfold discussions that are valid 

internationally, such grass-root activities are essential. 

1. はじめに

1970年代から始まった化学物質総合管理に関する種々

の国際的論議は、 1992年の国連環境開発会議（UNCED)

においてアジェンダ21第四章に集大成された。こうし

て世界各国や国際機関そして産業界、労働界、学界さら

にはNGO・NPOが共通の目標に向かつて協調して行動

するための化学物質総合管理に関する国際行動計画が成

立した。

それ以降、化学物質を適切に管理していく上で重要な

諸原則を確認しながら、数々の条約や制度が生みだされ

てきた。そして2006年の国際化学物質管理会議（ICCM)

において国際化学物質総合管理戦略（SAICM）が合意さ

れるに及び、今日、化学物質総合管理の全体像がほぼ明

らかになるとともに、これを達成するための具体的な課

題とその実現に向かつての時間的枠組みも明確になっ

た。

こうした中、 2006年に欧州において新たな化学物質管

理規則（阻ACH:Registration, Evaluation, Author凶 tion 

姐 dRes仕ictionsof Chemicals）が制定されたように、先

進各国において化学物質総合管理の体制整備が図られて

きた。また、中華人民共和国など多くの発展途上国にお

いても化学物質総合管理のための体制強化が急速に進め

られている。今や、化学物質総合管理は概念を形成し全

体体系を構想する時代から、全体体系を具現化しつつ

個々の課題を実現して行く実践の時代に入った。

化学物質のみならずバイオ製品や食品の領域において

も、科学的知見に基づき論理的に思考することによって

リスクを評価し管理していくとLEう基本的考え方を共有

2一一ILSINo.89 

しながら、国際的な論議が行われてきた。そして諸々の

国際的な場において統一的な枠組みの形成が急速に進展

している。

一方、日本においてはこうした国際的な流れに応える

動きは未だ之しい。国際的に構築された諸原則に則り化

学物質総合管理などの全体体系を法律体系色含めて再構

築して行こうとする論議はあまりにも希薄で、ある。また、

個々の課題に応えるための具体的な準備も、産・学・官

のいずれにおいても寒心に堪えない。いずれの領域でも

基盤となる科学的知見の充実と集大成・体系化は大きく

遅れている。

また、化学物質総合管理などに関する学校教育や専門

人材の体系的な育成はあまりにも脆弱で、ある。このまま

では如何なる制度を構築しでも、人材の面から機能不全

に陥りかねない。 UNCED以降、法律・制度的な側面、

科学的な側面、人的な側面など各国社会の管理能力の向

上（CapacityBuilding）が最大の課題にあげられている。

そして、管理能力の向上が必要であることにおいて、発

展途上国のみならず日本も決して例外ではあり得ない。

2. 国際的活動の系譜

化学物質のもたらす影響は歴史上、職場で化学物質に

曝された労働者の健康障害や、食品などの製品による消

費者の健康障害という形で知られるようになった。社会

の化学物質に対する関心はこうした直接的曝露による健

康影響から始まって環境汚染の結果生ず、る間接的曝露に

よる健康影響へと広がり、さらには環境生物や地球環境

への影響へと、時代とともに拡大してきた。これに伴っ
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て国際労働機関（ILO）、世界保健機関（WHO）、国連環

境計画（UNEP）そして国連食糧農業機関（FAO）など

の国際機関が、それぞれの担当分野についてそれぞれの

目的に応じて議論を展開してきた。とうした論議を経済

協力開発機構（OECD）の活動も含めて集大成したのが

アジェンダ21第19章である。

多くの国際機関が長年にわたり取り組んできた中で、

経済協力開発機構（OECD）はこの分野においては比較

的新参者である。しかし、国際的な枠組みの統ーという

点で大きな役割を果たした。1970年代以降の国際的な活

動をOECDを例にして検証してみると大きな流れの方向

が見えてくる。

OECDも当初は、ヒトの健康や環境に影響を与えるこ

とが指摘されたPCB、水銀などの特定の化学物質に焦点

を当てて論議した。しかし1970年代半ぽになると、こう

した少数の個々の化学物質について取り組むだけでは不

充分であるとの認識が広がった。そして実に地道なとこ

ろから活動を再開した。

OECDは世界が認識を共有化するための共通事項とし

て、化学物質の持つハザードなどの特性を正確に計測す

る試験方法のガイドライン（TG: Test Guideline）や優

良試験所規範（GLP: Good Laboratory Practice）を策定

するといった科学的方法論の確立から始めた。そして世

界の専門家を糾合した尼大な作業の中から多数のTGを

策定した。こうして各国が共有できる科学的方法論を確

立することによって、各国聞におけるハザード・ データ

の相E受入れ（MAD: Mutual Acceptance of Data）が可

OECDの活動の歴史

「科学的方法論の確立とその活用によるリスクの管理（安全）」の時代

OECD第1期（1975～）科学的方法論の確立

2式験方法、鼠験所規範、安全性評価項目

第2期（1983～） 情報の交後・共有化の規範

第3期（1991～） リスク管理（リスク評価とリスク削減）

「情報の共有と制度・規範の確立による納得（安心）」の時代

↓ o吋 4期仇 HPV評価活動

アジェンダ21第19章
OECDなどの国際的活動を集大成

図1 OECDの活動の歴史

Figure l History of OECD's Activity in Integrated 

Chemical Management 

能となった。ここに健康障害と環境汚染の未然防止およ

び貿易障壁の未然防止のための重要な制度が生みだされ

た。

さらに1980年代には、科学的方法論の確立によって得

られるようになった信頼できる科学的知見を有効に活用

するため、知的財産の保護や機密情報（Confidentiality)

に関する論議も含めて、ハザードに関する情報を共有化

していくための方法について論じ規範を策定していっ

た。その成果は安全データシート（SDS）制度や化学物

質の危険有害性の分類・表示の世界謂和システム

(GHS; Globally Harmonized System of Classification and 

Labeling）制度などの情報の共有化のための国際的な統

一制度の実現に結実した。

OECDにおける化学物質総合管理に関する活動は環境

保健安全（EHS:Environment, Health and Safety）プログ

ラムとして今日も継続している。代表的な活動としては、

TGやGLPに加えて、高生産量既存化学物質 (HPV:

High Production Volume）の評価点検活動や排出シナリ

オ文書（ESD: Emission Scenario Documents）の策定

などがある。さらに新規化学物質の届出・審査結果の相

E受け入れ（MANs:Mutual Acceptance of Notifications) 

制度の検討などが進められ、逐次実施に移されている。

また、農薬に関する論議も化学物質総合管理の一環とし

て行われており、諸々の規範の策定と農薬の再評価や再

登録の統一に関する論議が行われている。

｝＇＼ イオ製品の領域においてもOECDの活動は国際的な

統一規範の制定に大きな役割を果たした。1973年に組換

えDNA技術が開発され、 1976年に米国の国立保健研究

所（NIH:National Institutes of Health）が組換えDNA実

験ガイドラインを制定した。それ以降蓄積した膨大な科

学的知見と論議を踏まえて産業化段階における国際的に

統ーした考え方を示すべく、 OECDは1983年に論議を開

始し、 1986年には組換え体の利用に関する統一的なガイ

ドラインを制定した。

さらに1991年に製品分野ごとの既存の評価体系に準拠

する乙とを原則とする基本的考え方（ProductBase）を

確立し、それを具現化する形で1993年には食品に対する

評価の基本的な考え方として実質的同等性の原則

(Substantial Equivalent）を、さらに農作物に対する評価

の基本的な考え方として親近性の原則（Familiarity）を

公表した。そして今日、 OECDにおけるバイオ製品に関

する活動は農薬に関する活動ともども化学物質総合管理

ILSI No.89-3 
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を取り扱う部局において執り行われている。

OECDの活動は、個々の化学物質の論議に土里、没する乙

とからの脱却によって、術撒的な視点を持つことになっ

た。そして、科学的方法論から始まって制度や規範に至

るまで包括的に広く論議を展開し新しい境地を聞いた。

こうした国際的な論議の流れを受けてアジェンダ21第四

章は、分野を越え機関を越え国境を越えた、そして個々

の化学物質への対応という次元を越えた、包括的な国際

行動計画をもたらした。

1994年にはこの行動計画を国際的に統ーして推進して

いくために、化学物質安全政府間フォーラム (IFCS: 

Intergovernmental Forum on Chemical Safety）とその下

に化学物質管理組織間プログラム (IOMC: Inter-

Organization Program for Sound Management of 

Chemicals）が設置された。ここに化学物質の管理はそ

れぞれの歴史的な背景や視点の違いを乗り越えて農薬な

ども含めて総合化が図られた。まさに化学物質総合管理

の成立である。その結果、化学物質総合管理に関する国

際的な活動は著しく促進され、数々の条約の制定や技術

基準の策定など多くの成果が短時日のうちに生み出され

ていった。

その枠組みは2002年にヨハネスブルグで開催された

「持続可能な発展に関する世界首脳会議J(WSSD ; the 

World Summit on Sustainable Development）を経て現在

に引き継がれ、 2006年2月には国際化学物質管理会議

( ICCM : International Committee on Composite 

Materials）が開催された。そして、農薬はもちろんのこ

1970 
年代

化学物質総合管理の歴史的展開

経済協力開発機構（OECD）等による科学的論議知見集積

r届連環通開発会書＇（uNCEci")J ..... ..... "i 
1992 H化学物質管理に隣する基本的方向と課題の集大成 ！ 

iアジェンダ21第19章（1ヒ学物質総合管理国際行動計画）l
Environmentally Sound Management of Toぽicchemic~＿lsム；

2000ートパイア宣言

2002 『持続可能な発展に関する世界首脳会議（WSSD)J
．．アジェンダ21”の再確認

2006＋「国際化学物質管理会議（ICCM）」
化学物質総合管理戦略（SAICM）の採択

図2 化学物質総合管理の歴史的展開

Figure 2 History of Global Activity in Integrated 

Chemical Management 
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と食品関係や医薬品関係も視野に入れながら、国際化学

物質総合管理戦略（SAICM: Strategic Approach to 

International Chemicals Management）が採択され、

2020年に向けて目指すべき目標とその達成への道筋、そ

して具体的な取り組み課題が合意された。こうして化学

物質総合管理の概念は定着し、具体化が図られている。

3. 国際的規範と日本の現状

同じような視点、で、食品の領域に焦点を当ててみると似

通った構図が見出される。食糧や食品の国際的な流通や

貿易が拡大していく中で、各国の食品の衛生に関する法

令の相違によって貿易障害が生じる事例がしばしば見ら

れるようになった。このため、国連食糧農業機関（FAO)

と世界保健機関（WHO）は食品に関わる消費者の健康

保護と公正な国際貿易の確保という2つの目的を掲げて、

国際的な食品規格の策定を行うことを決めた。そしてそ

のための組織として 1962年にコーデックス委員会

( CAC : Codex Alimentarius Commission）を設置し、国

際的に流通量の多い様々な食品の規格基準を策定してき

た。また色々な食品に共通するような規格基準として、

衛生規範、表示基準、食品中の化学物質のリスク評価方

法、食品分析とサンプリング方法、さらに輸出入検査証

明システムにおける基準やガイドラインの策定も進めて

きた。

そしてこれらの規格基準の策定における基本的な考え

方はリスク分析（悶skAnalysis）手法である。リスク分

析手法は、敵米等の先進国では古くから政策の中に取り

入れられていたが、 1991年にCACにおいてもこのリス

ク分析手法が採用された。以来、このリスク分析手法が

残留農薬、動物薬、食品添加物等のリスク評価について

の国際的議論において基本的な考え方として位置づけら

れ諸々の場面で適用されている。

日本が食品の安全確保のための施策にリスク分析手法

を取り入れることとなったのは、牛海綿状脳症（BSE)

の発症が日本において初めて確認された2002年のことで

あった。すなわち、世界から遅れること 10数年にしてよ

うやくゼロリスクというドグマ（dogma；教理）から離

脱して、日本の食品行政にもリスク分析手法が食品のリ

スク管理の基本的考え方として導入された。

CACの意義と国際的調和の重要性は、国際的な食糧や

食品の貿易に関わる園、とりわけ海外への依存度の高い
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日本においては自明のことである。しかし、かつて日本

のCACに臨む姿勢は極めて消極的であった。その後

1995年に、関税と貿易に関する一般協定（GATI:

General Agreement on Tari宜sand Trade）が発展して世

界貿易機関（WTO; World Trade Organization）が発足

した。そして、食品に関する国際的な規準としてCACが

定めるCodex規格を採用したことから事態が一変した。

日本の圏内法が国際調和の観点から国際的な場で議論と

なり、 Codex規格に基づく対応が必要となる事例が発生

するようになった。

香料を含む食品添加物についても国際的な動きが進行

している。 FAO/WHO合同食品添加物専門家委員会

(JECFA : Joint Expert Committee on Food Additives）が

CACと連携して、香料や食品添加物の評価点検活動を行

っている。 OECDにおける高生産量既存化学物質（HPV)

の評価点検活動や農薬の再評価・再登録活動と同様に、

国際的な共通認識を醸成し評価の統ーを図っていくため

の活動である。

そうした中で、 1996年にリスク分析手法を踏まえなが

ら化学構造とヒトへの暴露関値を考慮した新しい評価法

を採用した。これによって数千種に上る香料や食品添加

物についての国際的な評価点検作業は効率化され加速さ

れた。一方、日本の評価は国際的な整合性の乏しい方法

によって現在も行われている。この状況が続くと、まだ

評価を終えていない多くの香料や食品添加物について評

価を終え点検を完了するためには今後何十年かかるのか

目途も立たない。人々の生活を想うとき憂慮、に絶えない。

2002年に起こった香料回収事件では、日本では認可さ

れていなかった香料の製造販売の違法性が問われ、香料

製品のみならずこれを使用していた多くの食品の回収に

発展した。その総額は数百億円に達し、関係した企業は

倒産し失業者を生むこととなった。当該香料は海外では

古くから広く使用されてきたものである。 JECFAでは

CACと連携して評価を終えていた。日本ではこの香料を

認可する手続きに移ったが、認可のための評価基準が

JECFAの評価法と異なるために最終的な認可にいたるま

でに3年を要した。

現在、複数の国家聞による自由貿易協定（FTA）の締

結や地域における統一的な規格基準の制定の動きが進行

している。そしてこうした動きにおいても、食品に関し

てはCodex規格を採用することが原則になりつつある。

また多くの発展途上国においては圏内法にCodex規格を

採用することが通例になっている。今や食品の領域にお

いてはCodex規格を中心に世界的な統ーが進展しつつあ

る。日本が食糧供給の多くを海外に依存している現状を

踏まえると、こうした国際的流れに対して対応が遅れれ

ば遅れるほど諸々の困難が拡大していくことが懸念され

る。

食品の機能性についての概念は1980年代の後半に日本

の研究者が発信したものであった。いち早く表示制度も

開始された。そして健康への効果を期待する食品の研究

開発が世界的に展開される契機となった。しかしその後、

論理的かつ戦略的にまとめられた欧州の健康強調表示

(Health Claim）の案がCACの表示部会に提案されて

Codex表示基準の中に取り入れられた。この結果、先行

した日本の考え方は活かされず、日本は表示制度の改正

を余儀なくされた。これらは一例に過ぎない。こうした

轍を繰り返し踏んではならない。

化学物質のみならずバイオ製品や食品の領域において

も、科学的知見に基づき論理的に思考することによって

リスクを評価し管理していくという基本的考え方は同じ

である。そしてこの考え方を基本に国際的な統ーが急速

に進展している。欧米諸国はこうした国際的な活動に積

極的に参画してその概念の形成と具体的な内審の構築に

深く関わる一方で、圏内の論議も同時に並行して進め、

国際的な合意の形成から時をおかず圏内の法律体系や技

術基準などを抜本的に変革してきた。

OECDにおけるバイオ製品に関連する合意の成立と前

後して、 1990年代の官頭に、米国では大統領府の指令の

もと、法令およびその運用の全面的な見直しを行った。

これが今日におけるバイオ製品を取り巻く情況の彼我の

格差を生み出した大きな誘因になっている。同様に化学

物質総合管理を巡る国際的論議の展開を踏まえて、 2006

年に欧州において新たな化学物質管理規則（REACH)

が制定され全欧州を統合する欧州化学物質庁（European

Chemical Agency）が設置されるなど化学物質総合管理

の体制整備が図られた。

これらはひとつの例に過ぎない。今や欧米のみならず

発展途上国においても、 1970年代以降国際的に形成され

てきた概念と規範を踏まえながら、法律体系の整備や体

制の強化が進んでいる。日本は世界の中で大きな存在で

あり、かつ各国との深い関わり抜きにはその存在を考え

られない。しかし、その進む方向と目指す姿は未だに不

透明である。
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4. 教育と人材育成への挑戦

化学物質総合管理に関する世界的な動きの中で時の経

過とともに重視されてきている課題が、教育と人材育成

(Capacity Building）である。国際化学物質総合管理戦略

(SAICM）においても5つの目的領域のひとつとして位

置づけられ最大の課題となっている。そうした中で日本

の教育や人材育成の体制はいかがであろうか。GHS制度

による分類を例題にしてささやかな調査を試みたが、そ

の結果は憂慮に絶えないものであった。その原因のひと

つは化学物質に関する科学的知見の不足にある。しかし、

それ以上に日本の現状が人材面から見て誠に心許ない情

況にあることも明らかである。

化学物質は沸点、融点そして粘度と言った物理学的な

特性（Propeはy）や引火点、発火点そして酸化還元とい

った化学的な特性を有している。そしてこれらの特性を

組み合わせて、社会や人々が求める性能（Performance)

を創り出し、社会に価値を生み出してきた。この一連の

過程は理学や工学として教育され発展してきた。また、

化学物質は物理学的特性や化学的特性だけではなく、生

物学的特性も有している。そしてそれらは主として農学

や薬学などにおいて教えられてきた。

しかし、化学物質は好ましい有益な特性ばかりを有し

ているわけではない。オゾン層を破壊するとか、急性毒

性や発がん性といった好ましくない有害な特性も有して

いる。そしてこれらの特性は相互に密接不可分である。

しこうして、無機化学、有機化学、物理化学を教えると

SAICM総合戦略

包括的目的

・2020年までに化学物質が人の健康と環境への悪影響を

最小限にするような方法で製造・使用する

ライフサイクル全てにわたる化学物質の適正管理の達成

目的の分煩

Aリスク削. 8.知’Eと情，a c.ガパナンス

D.キャパシティービルディングと鏡街箇カ 巳本鎗な箇際取引

｜世界行動計画（273項目）を通じて達成i

図3 SAICM総合戦略

Figure 3 Integrated Strategy of SAICM 
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全く同様に、大学1年生の時から化学物質の生物学的特

性や有害な特性に関して学ぶ機会が不可欠である。加え

て、化学物質の生物学的特性や有害な特性を上手に管理

し活用して人々の求める性能をもたらし社会に新しい価

値を創り出す術を学ぶ機会、そして法律や白主管理とい

った有害な特性を管理していくための規範について学ぶ

機会も必要である。

学生実験を開始する前に必須科目として「化学物質総

合管理学」を学習するべしというのが、かねてからの私

の主張である。労働安全衛生に関する法規が労働者への

教育や情報提供を義務付けていることを考えれば、そし

て、実社会における労働現場での活動実態をみれば、大

学という職場において、そして、労働者ではないにせよ

化学物質を扱う可能性のある全ての学生や院生に対し

て、乙うした教育を行うことは当然のことである。これ

によって年間数十万人の若い人々が化学物質のリスクと

その管理の仕方に関する基本的な知識を持つ機会を与え

られることになる。このことが持つ社会的な意味の大き

さははかり知れない。さらに米国にはこうした分野を学

ぶ大学院水準の教育課程が百以上あり、毎年数千人の専

門家が社会に巣立ってし、く 。

これまで教養教育の場も、そして専門的な人材の育成

の場もはなはだ乏しかった日本と欧米との彼我の差はあ

まりにも大きい。しかしささやかではあるが挑戦が始ま

りつつある。2004年9月から「化学・生物総合管理の再

教育講座J(http:/ /www.lwwc.ocha.ac.jp/saikyouiku/) 

が開講された。本講座は、現代社会をよりよく理解する

教養を酒養することを目指して、実社会において実践的

な活動に携わってきた人々の協力を得て、社会の実際の

姿を反映した総合的な学習機会を提供することを目的と

している。

具体的には、化学物質や生物によるリスクの評価や管

理について自己研鎖を積む実践的な機会を提供するだけ

ではなく、社会を経営する視点を持って技術革新および

その社会・生活との係わりなどについても学習する機会

を提供している。なお、本講座はお茶の水女子大学の学

生の単位認定の対象となっている。

2004年度後期は専門機関・学会、 NGO・NPO、マス

メディア、企業、行政などの多様な連携機関から講師陣

を迎え、 15科目（1科目は90分の講義15回）を開講し、

社会人を中心に332人の受講者が受講した。2005年度は

さらに消費者団体や地方自治体などにも連携の輪を広
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げ、講師陣377人を迎えて化学物質評価管理学群、生物

評価管理学群そして社会技術革新学群、技術リスク学群、

コミュニケーション学群など、前期、後期28科目づっ合

計56科目を開講した。受講者数は1,273人に達し、延べ2

万人に近い人々が日夜勉学に足を運んだ。

2005年度の受講者の年齢は20歳代、 30歳代、 40歳代

そして50歳代が90%近くに達し、現役世代の強い支持

を受けている。男性が3分の2、女性が3分の1である。

居住区域から見ると、東京23区が38%、次いで埼玉県が

16%、僅差で千葉県、神奈川県と続いた。これに東京都

下を加えた首都圏で全体の94%に達する。一方で、福岡県、

岐阜県、三重県、宮城県などの遠方から毎週来る受講者

もあり、本講座の存在が全国的に認知され評価されてい

ることを示している。

2004年度後期の受講者のうち2005年度前期への応募

者は137名で、これは2004年度後期の受講者332名の41%

に当り、 2.4人に1人が再度受講している。同様に、 2005

年度前期の受講者のうち2005年度後期への応募者は299

名で、これは2005年度前期の受講者632名の47%にあた

る。このように継続して幾つかの科目を受講する者が多

数いるということは、講座の内容に対する評価が高いこ

とをうかがわせる。実際、 9割以上の受講者が再度受講

したい、あるいは他人に薦めたいとの見解を示している。

2005年度の応募者を職業別に見ると化学工業・石油製

品製造が25%と最も多く、これを含めて製造業全体で

37%を占める。製造業以外では「情報関連、コンサルタ

ント、研究機関Jが16%に達する。また、大学教授を含

む教員が10%、政府や地方自治体の公務員も 9%と多い。

学生・研究員は4%である。教員と公務員の受講者が次第

に増え、 2005年度後期には教員11%、そして公務員13%

に達している。

21世紀は新しい知識体系を必要としている。実社会に

おける実践的活動を集大成してこれまでの知識体系の中

に取り入れつつ、社会の求めに応える使い勝手の良い知

識体系に再編成して行く必要がある。新しい教育の実践

は知識体系の再構築を進めることを意味している。本講

座はこうした挑戦の第1歩でもある。

実社会の経験者同士が大学人も交えてEいに学びあう

「互学互教jの精神のもと、「産学連携Jを超えて学界と

社会がより広く関わりを持つ「社学連携Jを進めながら、

多数の人々が集い多様な形で参画することによって大学

という「知の拠点Jと称する所を「知の市場Jへと変貌

化学物膏a：倉量調硲ム蝿麓轟略構鰻

（成功例1)
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I~ 

図4 化学物質総合管理の人的基盤の構築

（成功例2)
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Figure 4 Capacity Building in Integrated Chemical 

Management 

させつつ、こうした試みを発展させていくことが21世紀

の日本社会の展開のために必須である。

2006年度は、前期29科目、後期29科目、合計58科目

を開講し、講師陣433人を組織化して、 1,272人の受講者

が学んでいる。連日連夜繰り広げられる熱意に満ちた講

義と熱い討論が人々の心を揺さぶり、山が動き始めた。

他の国立や私立の幾つかの大学からも関心が寄せられ、

地方自治体の環境部局や教育委員会などにおいても関心

が高まっている。そして最も意義あることのひとつは、

之の講座を通じて草の根から新しい何かが間違いなく生

まれはじめていることである。

5.草の根の新たな動き

現在、世界的に主流になっているリスク分析手法の考

え方を基本に食のリスク管理を考えるととを趣旨とし

て、本講座においていくつかの科目を開講している。

2004年度の開始以来、本講座の開講科目の中で受講者の

関心が最も高い科目のひとつで、毎期これらの科目の受

講者は定員をはるかに超えている。

講師陣に食のリスク評価や管理に長年従事してきた

産・学の専門家を迎えている。決して理論に走ることな

く製造現場や研究現場における多くの事例を示しなが

ら、食のリスクの評価や管理のあり方を具体的に論議す

る内容が好評を博している。

受講者は中央行政や地方保健行政、家庭科や衛生学の

教育現場、食品関連産業の製造・品質保証・消費者対応

!LSI No.89 - 7 
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の担当部門などからの人々に加えて、一般市民も多く含

まれており多様である。中には、「これまであれも危な

いこれも危ないと教えられてきたが、この講座で科学的

方法論や国際的な考え方に基づく内容の講義を聴いて、

まさに目から鱗が落ちるような気持であった。」と語る

人も多い。

講座が始まって以来、受講者の中から食品安全委員会

専門調査会の一般公募委員となった者が2名いるのをは

じめ、厚生労働省関連の食中毒予防ワークショップ、食

品照射研究協議会の食品照射シンポジウム、東京都関連

の「食品企業のリスクコミュニケーションと消費者jシン

ポジウムなど公的機関が主催するシンポジウムに市民の

声を代表する立場で招かれる人も増え、さまざまな展開

が始まりつつある。本講座がリスク分析手法を基本とす

る考えを醸成し社会に展開する機会を与えたものといえ

よう。

また、受講者の有志が自主的な研究会を立ち上げる動

きもいくつか出てきている。「残留農薬ポジティブリス

ト研究会jは、 2006年に施行された残留農薬ポジティブ

リスト制度とその運用について、ヒトへの健康影響との

関わりをリスク分析手法を基本として検証している。

「健康食品リスク研究会」は、海外における健康食品に

関する法律や制度と日本の法律や制度を比較しながら、

国際的な調和という視点も踏まえてそのリスク評価と管

理のあり方や健康食品制度のあり方を検証している。

さらに、受講者に講師も加わった有志が「食のコミュ

ニケーション円卓会議Jを設置し、本講座で学んだ食の

リスクについての考え方を基本にして、食にまつわる

様々な課題についてよりよい情報伝達のあり方を議論し

ている。食品に対する放射線照射が最初の課題として論

議され、内閣府原子力委員会食品照射小委員会の一員も

円卓会議の一員として論議に参加している。円卓会議に

は、毎月の定例会に加え、インターネットによる意見交

換の場やサイエンス・カフェなどの場も設けられてい

る。

科学的知見を基に論理的な思考によってリスクを評価

し管理していく考え方が国際的な枠組みの基本として大

きく進展している現在、ゼロリスクというドグマから開

放され、国際的に通用する法律体系を持ち、世界を先導

しうる論議が展開される社会へと日本が変貌していくた

めに、このような草の根の活動は大きな意義を有してい

る。

8一一ILSINo.89 

6. おわりに

制度統ーを目指す国際的な動きは、農薬を含む化学物

質総合管理の領域においてもバイオ製品や食品のリスク

管理の領域においても、蕩々と流れ大河の知く止まると

ころをしらない。そして、これらは一見、領域ごとに異

なるもののように見えるが、科学的知見と科学的方法論

を基礎にしながら規範を創っていくその基本的な考え方

は同じである。 1970年代以降過去30年間積み上げられて

きた科学的知見の蓄積と論議の集積を基礎として、今後

ますます速度を増しつつ世界的な規範が制定され国際的

な統ーが進展して行く。

日本は国際社会の中で自らが思う以上に大きな存在で

ある。一方、日本自身が国際社会との交流の中ではじめ

て成り立つ社会である。世界の半導体材料の7割以上を

日本が供給し、世界の情報化を支えている。また逆に、

食糧供給の6割を海外に依存し、国民の生活のみならず

生存までが国際社会との連携なくしては立ち行かない。

本来このことは、日本が国際社会の諸々の活動において

強い影響力を持ちうることを意味しているとともに、逆

に、国際的な流れから孤立しては存在し得ないことをも

意味している。

化学物質総合管理や食品のリスク管理などに関する国

際的な規範の策定においても本来然りである。人々の生

活を護って行くため国際的な規範の策定に参画して主導

するとともに、これに先んじて圏内の諸制度を発展させ

て国民の理解を醸成して行かなければならない。しかし

日本社会の現実はこれとはほど遠く、国際的な動きから

15年以上遅れをとり、その幅は拡大しつつある。

こうした情況の中にあってその任に当たり得るのは、

世界に繋がるネットワークを持ち、国際的な論議に参画

できる人材を有しているプロフェッショナル

(professional)な人間集団であり、そしてまた、社会の

現実を熟知しつつ明確な主張を展閉じて社会に提言して

行く見識と、社会における実践活動を通して人々に対し

て地道に語りかけて行く志とをもったプロフェッショナ

ルな人間集団である。

明治以来、日本社会においてはこうした役割の一翼を

政府機関が担ってきた。しかし、欧米の後ろ姿を追い求

める時代が終わり世界と共に新たな構図を創り上げてい

く時代に移行した1980年代以降、それはもはや見る影も

ない。ではこれに変わるプロフェッショナル集団は、日
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本社会のどこにあるのであろうか。化学物質総合管理の

領域では、浅学にして学界にも産業界にも残念ながらそ

の名を挙げることができない。

バイオ製品の領域にはかつて、米欧のバイオ関連の協

会から兄貴分として慕われ、日米欧のネットワークの形

成を主導し、国際的な規範の策定に先導的な役割を果た

し、そして国内の規範形成において政府と相対峠しても

たじろぐことなく大きな役割を果たしたプロフェッショ

ナル集団があった。しかし、今日、 L功ミなる活動をして

いるのかさえ、寡聞にしてつまびらかではない。

それだけに、実社会における実践的活動を基礎に、食

品の領域で国際的なネットワークの一員として活動し、

圏内でも諸々の活動を展開する中で社会人教育にまで視

野を広げて熱心に活動するプロフェッショナル集団が存

在することは、日本社会にとって暗闇における一筋の光

で、ある。

人々は実に良く見ている。こうしたプロフェッショナ

ルな人々の尽力で行われている教育の試みが、多くの

人々によって支持され、果実を結びつつあることが知実

にそれを示している。果実に包まれた種子が次の時代に

芽をふく種子に成熟するまで、いたずらに果実を摘んで

はなるまい。

略歴

増田優（ますだまさる）

1973年 京都大学理学部卒業

通商産業省入省

生物化学産業課長、化学品安全課長、大臣官房参

事官、工業技術院技術審議官、経済産業省製造産

業局次長などを歴任

この間、経済協力開発機構（OECD）の化学物質管理に関する合

同会議の副議長を務めたほか、バイオ製品のリスク管理に関する

委員会に参画

2002年 東京農工大学教授副学長・評議員を歴任

2004年 お茶の水女子大学教授

ライフワールド・ウオッチセンター長（現職）
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AMP活性化プロテインキナーゼシグナル

伝達による糖新生遺伝子発現調節機構

独立行政法人国立健康・栄養研究所

栄養疫学プログラム

生体指標プロジェク卜上級研究員

山内淳

AMP活性化プロテインキナーゼ（AMPK）は、外界からの様々な刺激に応答して糖・脂質代謝系の重要な酵素群

をリン酸化し、その酵素活性を変動させる。このことからAMPKは“細胞内エネルギーセンサー”といわれる。近

年AMPKはある種の転写因子をリン酸化することによって糖・脂質代謝系遺伝子の発現を直接制御するとされてい

るがその分子メカニズムは不明である。そこで我々はAMPKによってリン酸化される新規の転写因子（AREBPと命

名）をクローニングし、その性質を詳細に解析した。結果は以下に要約される。①AREBP分子470番目のアミノ酸

であるセリンがAMPKによってリン酸化された。②リン酸化されたAREBPはDNA結合能を消失した。③リン酸化

ARE BPは糖新生系の鍵酵素であるPEPCK遺伝子の発現を抑制したが、非リン酸化AREBPは抑制しなかった。④

RNA干渉を用いて内因性のAREBP発現をknockdownすると、 AMPKによるPEPCK遺伝子発現抑制が観察されなか

った。これらのことから、 AREBPはAMPKによるPEPCK遺伝子発現調節に重要な役割を持つことが明らかになっ

た。

＊会安＊＊＊づ~ ＊安安＊安安＊＊安安＊ * * 

<Summary> 

AMP-activated protein kinase （品!JP町 actsas an intracellular sensor for maintaining白eenergy balance. Activation 

of AMPK switches on ATP-generating process while switches off ATP【consumingprocess. It achieves these e旺ectsby 

phosphorylation of downs仕earnmetabolic en勾mes.It has been proposed白atAMPK also regulates gene expression 

through phosphorylation of certain仕anscriptionfactors; however its molecular mechanism is not fully understood. 

Here we show the cloning and characterization of a novel zinc finger transcription factor referred to as AREBP. AREBP 

is phosphorylated at Ser470 by AMPK. Phosphorylation reduces the DNA binding activity of AREBP. Transient 

仕組sfectionexperiments indicate that w出勾peAREBP, but not Ser470 to Ala470 substituted non-phosphorylating mu句nt,

represses gene expression of the phosphoenolpyruvate carboxykinase (PEPC悶， akey en勾meof gluconeogenesis. 

RNA interferenc令mediatedreduction of endogenous AREBP expression a仕enuatesAMPK induced PEPCK down-

regulation.τb.ese results implicate AREBP as a novel key modulator of PEPCK gene expression regulated by AMPK. 

Regulation of PEPCK Gene Expression by AMP・
activated Protein Kinase Signaling System 
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1. はじめに

AMPKは触媒活性を持つ αと、 pおよびy調節サブユ

ニットの3量体からなるセリンースレオニンキナーゼで

ある。AMPKは細胞内のAMP:ATP比が上昇すると活性

化するため、“細胞内エネルギーセンサー”と呼ばれる

（図1）。AMPKIまATP消費に関連した、例えばグルコー

ス飢餓、虚血、低酸素、酸化ストレスまたは運動などに

よって活性化される。一方、 AMPKはらaminoimidazole-

4-carboxamide-1-b-D-ribofuranoside (AICAR）によって

人為的に活性化させることも可能である。AMPKは糖・

脂質代謝系の主要な酵素群をリン酸化させ、その酵素活

性を変動させることで全体のエネルギー状態を調節する

I）。 近年、 AMPKの活性化に伴う遺伝子発現の変化が起

f通

こることも明らかになり、 AMPKは遺伝子発現制御にも

関わっていることが示唆されている。これらの可能性は

AMPKの酵母ホモログであるSNFlが、下流の転写因子

群をリン酸化によって調節しグルコースの生体利用性を

調節する事実からも支持されている2) （表1）。

PEPCKはオキザロ酢酸からフォスフ ォエノールピル

ビン酸への変換を触媒する、糖新生系初期の最も重要な

酵素の一つであり、この酵素が変調をきたすと糖尿病を

はじめとする様々な代謝系疾患を引き起こす。PEPCK

遺伝子発現はグルカゴンやグルココルチコイドなどのホ

ルモンによって転写レベルで制御されている。それぞれ

のホルモンは、 PEPCK遺伝子プロモーター上のホルモ

ン応答配列に作用して転写調節を行う。おのおのの配列

には特異的な転写因子が結合するが、これら以外にも複

心臓

半話芸
骨格筋

指肪細胞

図1 エネルギー恒常性謂節とAMPK
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AMPIくの活性化によって、多くの組織でATP消費が抑制され、 ATP産生が向上する。いくつかの代謝系に及lま

す影響を図示した。脂肪細胞から分泌されるレブチンやアディポネクチン、または運動などは骨格筋において

AMPKの活性化を引き起こし、指肪酸酸化を促進する。アディポネクチンはまた肝臓においてAMPKを活性化

し、脂肪酸酸化を促進し、糖新生を抑制する（文献1より一部改変）。

Figure 1 Role of AMPK in the control of whole-body energy homeostasis. 

Activation of AMPK in many tissues switches off ATP-consuming processes while switching on catabolic processes 

that generate ATP. Some key metabolic e行ectsare shown. The adipocyte-derived hormones leptin and adiponectin. 

as well as exercise. activate AMPK in skeletal muscle. stimulating fatty acid oxidation. Adiponectin also activates 

AMPK in liver. increasing fatty acid oxidation and reducing gluconeogenesis 
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表1 AMPKの標的分子とその効果および結果（文献l：を改変）
Table l Examples of targets of AMPK and their biologic e行ects

組織、細胞 標的 効果 結果

糖関連

筋肉 glycogen synthase 酵素活性↓ グリコーゲン合成↓

心臓 らphosphofructo-2-kinase 酵素活性↑ 解糖↑

C2C12cells insulin receptor subs仕ate-1 PIふkinase結合↑ インスリン感受性↑？

肝臓 仕組scriptionfactor ChREBP DNA結合↓ ピルビン酸キナーゼ発現↓

指質関連

肝臓 acetyl-CoA carboxylase-1／α 酵素活性↓ 脂肪酸合成↓

筋肉 acetyl-CoA c訂・boxylase-2／戸 酵素活性↓ 脂肪酸酸化↑

肝臓 HMG-CoA reductase 酵素活性↓ コレステロール合成↓

脂肪細胞 hormone-sensitive lipase PKAによる活性化↓ 脂肪分解↓

ミトコンドリア関連

筋肉 transcription factor NRFl DNA結合↑ ミトコンドリア合成↑

筋肉 UCP3 発現↑ ミトコンドリアプロトンリーク↑

筋肉 ccトactivatorPGC-1α 発現↑ ミトコンドリア合成↑

その他

上皮 CFrR チャンネル活性↓ Cl-/ fluid分泌↓

心臓 endothelial NO synthase 酵素活性↑ NO生産↑

培養細胞 TSC2 TOR阻害↑ タンパク合成／細胞増殖↓

培養細胞 TOR S6 kinaseのリン酸化↓ タンパク合成／細胞増殖↓？

培養細胞 co-activator p300 coactivator-receptor binding↓ 遺伝子発現↓

数の共投転写因子群の関与も知られている叱

AMPKシグナル伝達系がPEPCK遺伝子発現を抑制す

るいくつかの証拠がある。例えば、 Lochhedらのは肝培

養細胞にAMPK活性化薬であるAICARを添加することで

PEPCK遺伝子発現が劇的に抑制されたと報告した。脂

肪細胞から分泌されるアデイポネクチンはAMPKの活性

化を介してPEPCK遺伝子発現を抑制した5）。さらに、 2

型糖尿病の治療薬として使われているメトホルミンも

AMPKを活性化させPEPCK遺伝子発現を抑えることで

糖新生を抑制することが報告された6）。しかしながら

AMPKによるPEPCK遺伝子発現抑制機構には不明な点

が多い。

2. ヒト PEPCK遺伝子プロモーターに存在

するAICAR応答配列の同定

そこで我々は、 AMPKのシグナル伝達によって未知の

転写因子がリン酸化を受け、この因子がPEPCK遺伝子

発現を抑制するという作業仮説を立て、この未知の転写

因子の検索を始めた。

12一一ILSINo.89 

ヒトおよびラット PEPCK遺伝子プロモーター領域を

比較すると、転写開始点上流lkb以内において、極めて

類似したDNA配列が認められることから 7）、 PEPCK遺

伝子発現調節には種を超えた転写調節機構の存在が示唆

される。このことから我々はAICAR応答配列（AICAR 

response element; ARE）が転写開始点の比較的近傍に位

置すると考えた。そこで、様々な長さを持ったヒト

PEPCK遺伝子プロモーターにルシフエラーゼレポータ

ー遺伝子を連結したプラスミドを作成した。これらのプ

ラスミドをラット肝初代培養細胞に導入し、ルシフエラ

ーゼアッセイを行った。 L-PEPCK-1λICを用いるとAICAR 

依存的な転写抑制効果が認められたが、 M－およびS-

PEPCK-Lucには認められなかった（図2A）。乙の結果は

転写開始点上流742bpから599bpの聞にAREが存在する
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ことを示唆している。 流742bpから599bpのDNA配列を7つの断片（AからG)

に分け（図2A）、それぞれの断片をプロープとしたゲル

シフト分析を試みた。ラット肝初代培養細胞を一定時間

AI CAR処理した後、核抽出液を作成した。AICAR未処理

の抽出液を用いると、 G断片に結合が観察された。この

結合はAICAR処理時聞が長くなるにつれ消失した（図

3. PEPCK遺伝子プロモーター上に存在する

AREと核内結合因子

AREをより詳細に解析するために我々は転写開始点上

A 

)> 

口
》

ー一ー 刀

しPEPCK-Luc ・742 l亡二~コ L

M-PEPCK-Luc 訓 「~~
s…Luc -458 「~ ~

~／ ～～ 

－ 
, 一屯、－ － 

／〆. -

A B C D E F G 

B AICAR （分）

0 5 30 60 

ぐー

1 2 3 4 

G断片

ルシフエラーゼ活性

」

一ー寸

図2 ヒトPEPCK遺伝子プロモーター上に存在するAICA円応答配列の同定

ゴ・

(A) ルシフエラーゼアッセイ。様々 たよ長さ （L-PEPCK:-742/+65. M-PEPCIく：－599/+65and S-PEPCK: -

458/+65）のヒトPEPCK遺伝子プロモーター領域をルシフエラーゼレポーター遺伝子の上流に組み込んだプ

ラスミドをラット初代肝培養細胞に導入した。終濃度500μ MとなるようにAICARを添加し、 12時間後に細

胞を回収してルシフエラーゼ活’性を測定した。想定されるAICAR応答領域 （－742to -599）を7断片（Aから

G）に分けた。

(B) AICAR添加一定時間後のラット初代肝培養細胞から核抽出液を作成し、ゲルシフト分析を行った （文献 12より

一部改変）。

Figure 2 Identification of an AICAR response element in the human PEPCK gene promoter. 

(A) Luciferase assay using a series of human PEPCK gene promoter deletion mutants. PEPCK gene promoter 

deletion constructs （しPEPCK:-742/+65. M-PEPCK: -5991+65 and S-PEPCK: -458/+65) were transfected into rat 

primary hepatocytes with O「without500μM AICAR fo「l2 hr. Results shown are representative of three 

independent experiments. Values are mean土sd. *. pく 0.05. The proposed AICAR response promoter region from -

742 to -599 was divided into seven fragments (A to G) 

(B) EMSA was performed using rat primary hepatocyte nuclear extract treated with 500μM AICAR for the indicated 

time together with radiolabeled probes. No detectable DNA bi「1dingactivities were observed except when fragment 

G was used as a probe: the data for the other probes (A to F) are not shown. An asterisk indicates a non-specific 

band. 
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2B）。前にも述べたように、 AICAR処理はAMPKの活性

化を誘導する。つまり、この結果はG断片に結合する因

子が肝細胞に存在すること、またこの因子はAMPKの活

性化によってG断片への結合能が消失することを示唆し

ている。ちなみに他の断片（AからF）には結合因子は

確認できなかった。

4. ARE結合因子のクローニング

次にG断片への結合を指標とした酵母のon令hybrid系

を用いてARE結合因子（AREbinding protein; AREBP) 

をクローニングすることを試みた。約1,500万コロニー

をスクリーニングしたところ、 3種の独立したcDNAク

ローンを得た。これらのクローンは全て同ーの新規タン

ノtクをコードしていた（GeneBank Accession No. 

BC002948）。このクローンは519個のアミノ酸をコード

しており、 N末端に核内移行シグナルおよびグルタミン

酸の繰り返し配列を持っていた。 C末端にはDNA結合モ

チーフと考えられるC2H2タイプのZnフィンガー5回繰

り返し構造を持っていた（図3A）。 NCBIBlastサーチを

行ったところ、マウスおよびラットに極めて高い相同性

を有する因子が存在することが分かった。 AREBP遺伝

子は調べた全てのヒト臓器に広く発現していた（図3B）。

またマウスの各臓器、 ES細胞、訂'3Ll細胞にも発現して

いた。

5. AMPKはAREBPの470番目のセリンを特

異的にリン酸化する

もし今回得られたAREBPがAMPKを介してPEPCK遺

伝子発現を調節するなら、 AREBPはAMPKによるリン

酸化を受けるはずである。実際、 AREBPの分子内には

AMPKによってリン酸化を受ける可能性のある部位が複

数あった。そこでこれを証明するために、それぞれの部

位に変異を導入して一つ一つ詳細に調べた。調べた6か

所のうち、 470番目のセリンをアラニンに変えた変異体

(AREBPS470A）のみAMPKによるリン酸化を受けなか

った（図3C）。このことは、 470番目のセリンがAMPK

によるリン酸化部位であることを示している。

14一一ILSINo.89 

6. AMPKによってリン酸イtされたAREBP 

はDNA結合能を失う

AMPKリン酸化部位がDNA結合モチーフと考えられ

るZnフィンガー内に位置することから、リン酸化が

ARE BPのDNA結合能に影響を与えるのではないかと考

えた。大腸菌にGSI-AREBPおよびG訂－ AREB目470A融

合タンパクを合成させて精製し、AMPKでリン酸化させ、

ARE (G断片）をプローブとしたゲルシフト分析によっ

て結合能の有無を確かめた。その結果、リン酸化してい

ないAREBPはAREに結合したが、リン酸化AREBPは結

合しなかった。一方、 AREBPS470AはAMPKの有無にか

かわらず結合した。非リン酸化型AREBPの結合は、非

標識ARE（結合競合物）の添加によって消失したことか

ら、乙の結合は配列特異的であることが分かった（図

4A）。これらの結果は、 AMPKによってリン酸化された

ARE BPはDNA結合能を失う乙とを示唆する。

7. AMPKによってリン酸イヒされたAREBP 

はPEPCK遺伝子発現を転写レベルで抑

制する

ではAREBPは実際にPEPCK遺伝子発現を調節するの

だろうか。 ARE(G断片）を、先に用いたS-PEPCK-Luc

プラスミドの上流に組み込み（G-S-PEPCK-Luc）、これ

をラット肝培養細胞であるFao細胞に導入した。 Fao細

胞は糖新生系の酵素遺伝子の発現が認められているため

本実験には適している。 AREBPおよびAREBPS470Aそ

れぞれ単独で導入しでも転写活性に変化は見られなかっ

たが、 AICAR処理によって、 AREBPによる強い転写抑

制が観察された。一方、 .AICAR処理でもAR即時470Aで

は転写活性に変動は見られなかった（図4B）。コントロ

ールにおいてもAICARによる転写抑制が見られるが、

これはFao細胞内因性のAREBP リン酸化によるものと推

測された。

そこで、内因性に存在するAREBPがAICAR依存的な

転写抑制に関わるか否かをRNA干渉（RNAi）実験によ

って調べた。 AREBP-RNAiは、効率よく内因性AREBP 

をknockdownした（図5A）。フオルスコリンおよび合成

グルココルチコイドを添加してPEPCK遺伝子発現を誘

導した際、 control-RNAiおよびAREBP-RNAiは影響を与

えなかった。しかしながら、 AICAR添加によるPEPCK
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図3 AICAR応答配列結合因子AREBPのク口一二ング

(A) AREBPのアミノ酸配列。推定上の核移行シグナルとグルタミン酸リッチ芯領域を下線で示した。Znフィンガ

ドメインを実線で囲んだ。 AMPKによってリン酸化されるセリン（470番目）を太字にした。

(B) ヒ卜組織におけるAREBPmRNAの発現。

(C) AMPKによるAREBPのリン酸化。 AREBP分子内に存在する推定AMPKリン酸化部位 （6か所）のセリンある

いはスレオ二ンをアラ二ンに置き換えた。それぞれをGST－融合タンパク質として大腸菌で発現させ、 invitroリ

ン酸化反応を行った。 GSTタンパクそのものはAMPKによってリン酸化されない。クマシー染色（下段）は同

量のタンパクで行ったことを示す。AMPKリン酸化部位のコンセンサス配列と、 AREBP分子内の推定されるリ

ン酸化部位を示す（文献 12より 部改変）。
Figure 3 Cloning and characterization of the AICAR responsive eleπient binding protein. AREBP. 

(A) Amino acid sequence of AREBP. The putative nuclear localization signal and glutamic acid (E）「ichregion are 

underlined. The zinc finger motif is boxed. The AMPK phosphorylation site at Ser470 is indicated in bold. 

(B) Ubiquitous expression of AREBP mRNA in various human tissues (CLONTECH) 

(C) Phosphorylation of AREBP by AMPK. Putative AMPK phosphorylation sites of AREBP were replaced by alanine 

residues. The phosphorylation by AMPK of the wild-type (WT) or AREBP mutants fused with GST is shown by in vitro 

phosphorylation assay. GST is not phosphorylated by AMPK (data not shown). Coomassie b「illiantblue (CBB) gel 

stained (lower panel) demonstrates that equal amounts of protein were used in this experiment. The putative AMPK 

phosphorylation sites in the AREBP molecule and consensus (Cons.) sequence for AMPK phosphorylation are 

shown. 
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図4 リン酸化はAREBPの機能に影響を与える。

(A) 470番目のセリンがリン酸化されたAREBPはDNA結合能を消失する。 GST-AREBPおよびGST-

AREBP8470Aと、 G断片を用いたゲルシフト分析。非標識G断片を競合物として加えた。矢印はAREBPの結合

を、米印は非特異的結合を示す。

(B) 470番目のセリンがリン酸化されたAREBPはPEPCK遺伝子発現を抑制する。ラット肝臓由来H411E四 C3由来

のFao細胞に、 G-S-PEPCIくーしUCやS-PEPCIくーLucレポーターベクターと共にAREBP (pcDNA3. l D 

AREBP） あるいはAREBP847oA (pcONA3. l 0-AREBP8470A）発現ベクターを導入し、 AICAR存在、非存

在下でルシフエラーゼアッセイを行った。内因性 （end.）および導入した （exo.)AREBP発現を中段に示す。

ウエスタンブロットは、抗AREBP抗体を用いた （文献 12より一部改変）。

Figure 4 Phosphorylation affects AREBP function. 

(A) Phosphorylated AREBP at Ser470 loses DNA binding activity EMSA was performed using E. coli. expressing 

AREBP O「AREBP847oAand radiolabeled fragment G probe. Non-labeled fragment G was used as a cold competitor 

An arrow head show AREBP binding. Asterisks indicate non-specific binding 

(8) Phosphorylation of AREBP at Ser470 represses transcription from the PEPCK gene promoter. Fao cells. which is 

a rat hepatoma cell line derived from H411E-C3 cel同， werecotransfected with G-S-PEPCK-Luc and S-PEPCIくーLuc

「epo代erplasmids and wild-type AREBP (pcDNA3. 1 D-AREBP) o「AREBP8470A(pc0NA3. l D AREBP5470A) expression 

vectors in the presence (filled ba「） or absence (open ba「）of AICAR as indicated. Empty vector (pcDNA3. l D) was 

used to equalize the quantity of DNA introduced. Exogenous (exo.) and endogenous (endo.) AREBP expression is 

shown in the middle panel by Western blot analysis using an anti-AREBP antibody. Values are mean士s.d.. *. pく

0.05，件，P<0.01. 
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培養細胞内においてAREBPはAMPK活性化に伴ってPEPCK遺伝子発現を抑制する

RN AiによるAREBP特異的knockdownをウエスタンブロットで確認した。

ホルモンで誘導したPEPCK遺伝子発現におけるAREBPIくnoelくdownの効果。AREBPsiRNAを導入したFao細

胞を0.1%BSAを含む培地で24時間培養後、 lμ M forskolin (folslく）.l μ M Dexamethasone (Dex.）と、

500μM AICARで3時間処理した。 PEPCKmRNAはリアルタイムPCRを用いて定量した。データは

cyclophil:n発現量で標準化した （文献12より一部改変）。

Figure 5 AREBP represses the PEPCK gene expression in response to AMPK activation in cells 

(A) Gene-specific knockdown of AREBP by RNAi was confirmed by Western blot analysis using anti-AREBP and antト

TFllB. 

(B) Effect of gene-specific knockdown of endogenous AREBP on hormone-induced PEPCK gene expression 

Transfected Fao cells were cultured in medium with 0.1 % BSA fo「24hr and then treated with 1 μM fo「SIくolin(folsk.). 

1 μM Dexamethasone (Dex.) (dotted ba「） and 500μM AICAR (filled ba「） for 3 h. The expression of PEPCK mRNA was 

monitored by real-time quantitative RT-PCR analysis. Data was normalized by cyclophilin gene expression. Values 

a「emean ±s.d.へpく0.05.
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しかしこの発

現調節機構には不明な点が多い。本研究は新しく同定し

た転写因子AREBPが新規なAMPKのターゲットであるこ

していることが明らかになりつつある九遺伝子発現の抑制は、 AREBP一冊~Aiによって阻害された

（図5B）。このことから、 AREBPはAICAR依存的PEPCK

遺伝子の転写抑制因子であることが示唆された。

とを証明した。すなわちAREBPはAMPKの活性化に伴っ

てPEPCK遺伝子発現を抑制することを明らかにした。

その分子内に核移行シグナル、

まとめ8. 

クソレタミ

ン酸リピート、 ZnフィンガーDNA結合モチーフを持つ

ことから転写因子様の構造をしているといえる。複数の

点変異体を使った解析の結果、 ZnフィンガーDNA結合

ARE BP は、

AMPKは、糖・脂質代謝系の重要な酵素群をリン酸化

することで酵素活性を調節し、細胞内エネルギーセンサ

ーとして機能することに加え、遺伝子発現調節にも関与

ILSI No.89-17 
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モチーフ内の470番目のセリンがAMPKによるリン酸化

部位であることを特定した。インタクトなAREBPは特

異的にAREに結合するが、 AMPKによってリン酸化され

たAREBPはDNA結合能を消失した。これはリン酸化に

よる立体構造変化によるものと推察された。

転写因子がリン酸化されるとDNA結合能のみならず

細胞内局在、タンパクの安定性、タンパクータンパク間

相互作用の変化などの機能制御を受けることが考えられ

る。 AMPKによる遺伝子発現調節においても個々の転写

因子の機能制御が観察されている。例えば、 AMPKは炭

水化物応答性配列結合因子（ChREBP）をリン酸化して

DNA結合能を阻害することで、標的遺伝子であるピル

ビン酸キナーゼ遺伝子発現を抑制する 8）。 AMPKは

HN4αをリン酸化することでその二量体化を阻害し、標

的遺伝子の発現を抑制する9）。さらにAMPKは共役転写

因子であるp300をリン酸化し、核内レセプタ一群とのタ

ンパク タンパク間相互作用を阻害することで標的遺伝

子の発現を抑制することが知られている 10）。興味深いこ

とに、 AREBPを発現させただけではPEPCK遺伝子発現

に影響しない。いったん、 AMPKが活性化した後に

ARE BPの転写抑制が起こる。つまり、 AMPKにリン酸

化されたAREBPがPEPCK遺伝子の転写を抑制する分子

メカニズムは、（特定できていないが）ある転写活性化

因子とのタンパクータンパク間相互作用による不活性化

複合体の形成、あるいは（これも特定できていないが）

共投転写因子とのタンパクータンパク間相互作用によっ

てPEPCK遺伝子発現を抑制しているのかもしれない。

その例として、 AREBPのZnフィンガードメインとの相

同性が認められるZip67は、共役転写因子であるGRIPl

と核内レセプターとのタンパクータンパク間相互作用を

阻害し、標的遺伝子の転写を抑制する 11）。

本研究で、転写因子AREBPがAMPKのターゲットで

あることを証明した。 AREBPは精新生系の鍵酵素遺伝

子であるPEPCK遺伝子発現を制御する。糖新生は血糖

値の恒常的維持に必要であるが、一方で糖尿病における

血糖上昇の要因ともなる。アブノーマルな解糖や糖新生

による過剰なグルコース産生とインスリン抵抗性によっ

て引き起こされる糖取り込みの低下は、典型的な糖尿病

の症状である。運動、アディポネクチン、レプチンや、

経口血糖降下薬として長年使われているメトホルミンは

AMPKの活性化を介して糖新生を抑制することが知られ

ている。 AMPK依存的なAREBPの機能がこれらの分子

18一一 ILSINo.89 

メカニズムの一端を担う可能性がある 12）。
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現在の日本人の食事は散米化が進み、野菜、穀物、魚介が中心の典型的な日本型食生活から肉食中心の食生活と

なり、食物繊維の摂取量が急速に低下している。厚生労働省の発表している食物繊維の摂取目安量27g（成人男性）

の約半分の量しか摂取していないと言われている。食物繊維が不足すると、腸内環境の悪化、腸内での不要成分の

長期滞留などが発生し、生活習慣病のリスクが高くなることがわかっており、食物繊維摂取の増加が推奨されてい

る。各種の食物繊維食品が市販されているが、安価で機能性の高い適当な食品素材が見あたらないのが現状である。

セルロース、へミセルロースなどの植物細胞壁を構成する不溶性多糖類が食物繊維の素材として有望と見られて

おり、乙れまでにも稲ワラ、モミガラ、 トウモロコシ芯などの農産副産物が原料として注目されていた。しかしな

がらこれらのものは、すでに堆肥、飼料、燃料や農畜産資材としての利用は行われているが余剰分は農産廃棄物と

して扱われており、食品素材としての利用はこれまで活発ではなかった。このような農産廃棄物のーっとしてサト

ウキビ搾り粕であるパガスがある。

本稿では、サトウキビ搾り粕であるパガスを原料とした食物繊維素材の機能性について報告する。

* * * * * * * * * * ＊可k* * * * ＊オk* * 

<Summary> 

At present Japanese food style is advancing westernization, Japanese became the carnivorous central eating habits 

from vegetables, cereals, the typical Japan type ea出ghabits of fishery products. As a result, an int出eof a dietary fiber 

declined rapidly. According to the announcement of Ministrγof Health, Labour and Welfare, Japanese take only half of 

quantity of intake aim of a dietary fiber (27g/ day). 

When a dietary fiber is short, environment in intestinal turns worse, and a long-term stay of an unnecessaη 
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ingredient in intestinal, and a risk of metabolic syndrome outbreak rises. Various dietary fibers are sold, but they are not 

cheap and their function is not so high. The insoluble polysaccharides which constituted cell walls such as cellulose or 

hemicellulose were ex酔ctedas raw materials of a dietary fiber, and rice s回 w,chaff, com at仕actedattention. However, 

these already had the use as stρck raising material such as compost feed, and fuel, but the thing which remained was 

treated as waste, and there was not the application to food. 

One of the wastes is bagasse of a sugar cane origin in Okinawa. 

In this report, we report白efunctionality of the bagasse as dietary fiber materials. 

1.バガスと爆砕・発酵

サトウキピ（SugarCane, Saccharum officinarum L.) 

は、イネ科の多年性宿根植物で、原産地は南太平洋諸島

あるいはインドであると言われており、現在では、北緯

38。 （南スペイン）から南緯34° （南アフリカ）にわた

る広い地域で栽培されている。わが国にはサトウキビか

ら生成される砂糖は、鑑真和尚によって8世紀に中国か

ら伝えられたと言われている I）。サトウキビ栽培は1400

年代に中国から沖縄に導入され、その後サトウキビは、

沖縄県の基幹作物として栽培されてきた。現在では、沖

縄県、鹿児島県島暁地域を中心とした南九州地方で栽培

されている。サトウキビ栽培の目的は砂糖製造であるが、

近年、その他の利用方法について様々な研究がなされて

いる。特にサトウキピの圧搾後に排出されるパガスは、

そのものが食物繊維であり、食品としての利用価値は以

前より指摘されてきた。

沖縄県では、製糖工場からサトウキビの搾り粕である

パガスが年間20万トン近く発生しているが、現状では、

製糖工場のボイラー燃料として用いられているのが主な

用途であり、一部が非木材パルプや合板の素材として利

用されているほかは、畜産飼料、堆肥として使用されて

いるにすぎず、付加価値を高めることが望まれてきた。

このために、食品としての有効利用が考えられてきたが、

サトウキビ皮部のワックス成分の抽出などが研究されて

いる他はほとんど有効利用されてない。

パガスの成分は、セルロース40～ 60%、ペントザン20

～ 30%、リグニン15～ 20%、灰分1～ 3%であり、まさに不

溶性食物繊維そのものであると言える（表 1）。しかし、

サトウキビ茎部の植物細胞壁成分は、セルロース繊維に

ぺントザンであるキシランやポリフェノール物質である

表l 醗酵パガッセの成分分析結果（lOOgあたり）

Table l The analysis certification of Fermented 
bagasse ( I 1 OOg) 

bagasse Fermented 
(g) bagasse(g) 

Water 7.1 2.2 

Prote泊 2.6 1.9 

Fat 1.9 1.5 

Ash 5.0 3.3 

Available carbohydrate 。 37.3 

Dietary fiber 85.2 53.8 

Hemicellose 25.5 4.0 

Cellose 40.9 41.1 

Lignin 17.0 13.5 

Xylooligosaccharide N.D 2.3% 

リグニンが結合して存在するため、非常に硬い物性を示

す2）。パガスの主成分は繊維質であるが、沖縄、南九州

地域の特徴的気候である台風の暴風雨に耐えられるよう

品種改良が行われた結果3）、繊維構造が非常に強固なも

のになっている。このため、粉砕しでも食感が悪い上、

微生物発酵や酵素処理による分解が困難である。

そこで、パガスの強固な繊維構造を破壊するために爆

砕処理を行い、繊維の柔軟化を図った。

爆砕処理とは、木材チップなどのバイオマス原料を圧

力釜中にて、 180～230℃の高温高圧の水蒸気で適当な時

間加熱処理を行った後、瞬時に圧力を開放し、爆砕する

方法である。高温高圧水蒸気によって、ヘミセルロース

中のアセチル基が遊離し、 pHが3程度まで低下する。こ

のため、へミセルロースは部分加水分解をうけて水可溶

性となる。リグニンは、アリルエーテル結合が開裂する
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ことにより、低分子化し、有機溶媒や希アルカリに可溶

となることが知られている。一方、セルロースは、可溶

化しないが、へミセルロース、リグニンが低分子化、可

溶化することによって、強固な結合による束縛から開放

され、微生物、酵素による分解を受けやすくなる 4）。

そこで、爆砕後、キシロオリゴ糖を蓄積させる目的か

ら、食品用微生物の中から、キシラナーゼ活性が高く、

/3 －キシロシダーゼ活性が低い菌株として醤油麹菌の一

種であるAspergillussojaeを選抜し、さらに自然突然変

異株、 UV突然変異株から単胞子分離を行うことによっ

て、さらに戸・キシロシダーゼ活性の低い株を選抜した。

パガスを爆砕処理するごとにより、へミセルロースを

可溶化させた後、上記麹菌にて発酵させ、キシロオリゴ

糖を蓄積させた爆砕・醗酵処理パガス（醗酵パガッセ）

を開発した。

2.爆砕・醗酵処理バガス（醗酵バガッセ）

パガスは、木質系バイオマスと同様に強固な構造をし

ているため、微生物による分解には時聞がかかり、酵素

によって実用的に見合う反応速度で分解することはほと

んど不可能で、ある。乙れまでの生産例では、バイオマス

原料に対して－a蒸煮処理あるいは爆砕処理を行い、可

溶化キシランを分離し、さらにこれを酵素処理すること

によってキシロオリゴ糖やキシロースを取得していた。

精製コストがかかるが、高精製度キシロオリゴ糖やキシ

ロースは、コストに見合うだけの価値を充分に有する。

しかし、パガスにはすでに食物繊維としてセルロース

50 

~ 40 
＝主、＿＿，

芯尽主 30 

1i.i 注d 20 
－ロ...... 

·~ 10 

。

が存在するため、爆砕処理パガスに直接キシラナーゼを

作用させキシロオリゴ糖の含量を増やせば、オリゴ糖を

含む食物繊維として食品素材を製造することが可能とな

る。本研究では、爆砕処理と発酵処理を連続して行うこ

とを考えた。前処理として、カッターにより適当な大き

さに粉砕したパガスに対して蒸煮・爆砕装置によって爆

砕処理を行った。蒸煮・爆砕処理パガスは、やや褐色を

帯びた、黒糖様の香ばしい香りを持つ粉砕物として得ら

れた。爆砕処理パガスは、セルロースを主成分とする細

胞壁構造が崩壊し、部分分解し可溶化したキシランやリ

グニンを含むものである。キシランは部分的にキシロオ

リゴ糖までに分解するが、かなりの部分が高分子として

残存している。これに引き続いて発酵処理を行い、キシ

ランをキシロオリゴ糖にまで分解した 5）。

3.食物繊維の機能性試験

( 1）腸内細菌と腸内環境改善効果

キシロオリゴ糖は、ビフィズス菌などの善玉腸内細菌

の成長因子であることがわかっている。爆砕・醗酵処理

パガスを用いてボランティアによるヒト腸内改善効果試

験を行った。一定期間、ボランティアに醗酵パガッセを

摂取してもらい、アンモニア含量の変化（図1）、糞便中

の腸内細菌叢（表2）に与える影響をみたところ、摂取

量10g I日が有効であり、ビフィズス菌数が増加する傾

向があり、総嫌気性菌数に占めるビフィズス菌が摂取1

週間後で有意に増加することが確認された。

• before ~ after 1 wk 口after2wks 

図1 醗酵パ力、ツセ摂取における糞便中アンモニア含量変化

Figure 1 Effect of Fermented bagasse on human fecal ammonia 
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表2 醗酵パガッセがヒト糞便腸内細菌叢に与える影響

Table 2 Effect of intake Fermented bagasse on human fecal microflora 

org釘iism Before lOg/ d diet for 1 wk lOg/ d diet for 2wks 

Total anaerobe 11.7±0.8(100) 12.2±0.5(100) 12.4士0.2(100)

Bacteroideaeae 8.1±4.1(100) 11.7±0.2(100) 12.1±0.3(100) 

Bifidobacterium 8.4± 1.8(83.3) 11.8±0.6(100) 8.6 ± 2.2 (100) 

ClostJゴdiwηL-(+) 8.8±0.3(100) 8.0±0.9(100) 8.3±0.9(100) 

Fu so bacterium 2.0±3.3(16.7) 4.6 ± 2.6 (83.3) 3.8±3.3(66.7) 

Lactobacilli 0.8± 1.9(16.7) 1.0 ± 2.4 (16. 7) 2.2土3.1(33.3)

Total aerobe 9.2 ± 0.9(100) 9.4±1.1(100) 9.7土1.0(100)

Enterobacteriaceae 6.7±1.2(100) 8.1±1.0(100) 7.7±1.2(100) 

Enterococci 6.9±1.9(100) 4.7土2.8(83.3) 4.0士3.2(66.7)

Pseudomonas 0.4 ± 0.9(16.7) 0(0) 0.7±1.8(16.7) 

True fungi 0(0) 0(0) 0(0) 

Bifidobacterium/Total 15.5±20.0 50.4±20.9** 29.4±25.1 
anaerobe (%) 

pH 6.2± 1.2 6.3±0.9 6.3±0.8 

（検出頻度：frequencyof detected) Values show Mean± SE * p <0.01 

control 

bagasse 

Fer.Bagasse 

V. E 

v. c 

。 20 40 60 80 100 

REMA悶 DDPPH(%) 

図2 醗酵パガッセの抗酸化活性 (OPPH法）

Figure 2 Antioxidant activity of Fermented bagasse （［コPPHmethod) 

(2）抗酸化性

蒸煮・爆砕処理によって、木質系；＇＼イオマスに含まれ

るリグニンは部分分解されアルカリ水溶液や有機溶媒に

可溶化することが知られている。生成したリグニン分解

物が抗酸化性を持つことが期待された。そこで、醗酵パ

ガッセの熱水抽出物、 80%エタノール抽出物について、

DPPHラジカル消去活性によって抗酸化活性を検討し

た。この結果、水溶性画分、 エタノ ール抽出画分ともに

高い抗酸化活性を有することがわかった。lmg/mLの濃

度において、アスコルビン酸、 トコフェロールに近い抗

酸化活性を持つことがわかった（図2）。抗酸化活性指標

のポリフェノール量が約8倍も増加している乙とが確認

されている。

さらに、 ボランティアによる摂取試験の結果から、ヒ
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図3 醗酵パガッセ摂取における尿中8-0HdG量変化

Figure 3 E行ectof Fermented bagasse on 8-0HdG in urea 

ト体内での抗酸化バイオマーカーである尿中8-0HdG量

は、醗酵パガッセを摂取することで有意に低下しており、

体内での酸化ストレス軽減にも効果を示すことが明らか

になった（図3）。

この効果の要因は、フェルラ酸など4種類の抗酸化物

質の増加によるものであるととが、独立行政法人森林総

合研究所によって解明されている。さらに、人ボランテ

イアによる摂取試験を継続しておこない、血糖値上昇抑

制効果などの注目すべき機能性を有する結果が得られて

いる 6）。

4. まとめ

本技術開発では、パガス原料に対して蒸煮・爆砕処理、

酵素・発酵処理を組み合わせた方法によって、キシロオ

リゴ糖を含有する食物繊維素材（醗酵パガッセ）の開発

に成功した。従来の可溶化キシラン抽出、酵素処理によ

るオリゴ糖製造とは違って、食物繊維素材そのものを製

造する技術である。成分の抽出・精製を行わないためコ

ストを低減化することができるとともに、食物繊維、オ

リゴ糖、抗酸化性などの複合的機能を有する食物繊維が

得られた。

本技術は、これまでの高度に精製した機能性成分を食

品に添加し、機能性強化食品とするものとは違った方向

をめざした食品製造技術である。独立行政法人と企業と

の共同研究の成果として、醗酵；｛ガッセの製造技術、キ
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シラナーゼ活性が高く キシロシダーゼ活性が低い酵素剤

の製造法、醤油用麹菌の菌株を選抜し発酵に利用する方

法など、異分野技術を複合的に連携させることにより初

めて成し得たものと考えられる。現在、月産2トン規模

のパイロットプラン卜において蒸煮 ・爆砕条件などの最

適運転条件、製造プロセスのスケールアップ技術を確立

している。

さらに、本技術をサトウキビ産業に適用すれば、サト

ウキビを圧搾して黒糖を生産し、その搾り粕であるパガ

スから機能性食物繊維を生産するという農産物の多段階

的な利用技術が構築されたことになり、環境的にゼロ

エミ ッションであるとともに高付加価値製品を生産する

と言う新規生産システムとして、沖縄を中心とした地域

産業の活性化に貢献するものと考えられる。

醗酵パガッセは複雑な成分組成の食物繊維であり、多

くの機能性が期待されるものであるため、複合成分によ

る機能性の解明、新規の機能性物質など多くの解明すべ

き課題を含んでいる。今後は、これらの機能性、成分解

明を掘り下げて研究することが必要で、ある。

本稿にて紹介した研究開発は、独立行政法人食品総合

研究所、株式会社琉球バイオリソース開発、独立行政法

人森林総合研究所の共同研究をもとにしたものである。

また、独立行政法人科学技術振興機構における委託開発

事業として実用技術開発、製品化が進行している。

臨床試験については、九州大学名誉教授野本亀久雄先

生のご指導のもと、（医）東札幌病院の石谷邦彦理事長
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酸化的ストレスと骨粗懸症

酸化的ストレスと骨粗懸症

藤女子大学福祉研究所

坂本亘

活性酸素はガン、動脈硬化、糖原病、高血圧、脳梗塞、心筋梗塞、歯周病、骨粗懸症などの生活習慣病をはじめ

自己免疫疾患、パーキンソン病、アルツハイマー病の元凶の一つに挙げられている。その発生源はミト コンドリア

の電子伝達系、マクロファージ、好中球の異物処理、そしてこれら細胞代謝以外に、鉄、鋼、カドミウム、クロム

などの重金属、排気ガス、紫外線などがある。一方、高齢化に伴い増加している骨粗暴言症は骨形成と骨吸収のアン

バランスの結果によるものであり、栄養素、ホルモン、サイトカイン、活性酸素、老化など多元的要因が関与して

いる。今回は酸化的ストレスと骨芽細胞、破骨細胞をめぐって、骨粗暴言症について論ずる。

女’.* * ＊背骨＊＊＊女＊＊＊脊＊＊＊安安

<Summary> 

Reactive oxygen species (ROS) are produced by various environmental agents as well as by the endogenous oxygen 

metabolism, and are considered to be responsible for the aging process and a number of pathological conditions such as 

atherosclerosis, carcinogenesis, and osteoporosis. In particular, osteoporosis is one of the most critical aged related 

disorders for postmenopausal women. In fact, wi出 advancingage泊 humanand vertebrate animals, it is believed that 

出erate of bone formation gradually diminishes, though the rate of bone resorption is unaltered or accelerated, 

resulting in net bone loss. In general, these events have been linked to nutrition, numerous cytokines, hormones, 

growth factors, aging, and ROS. This paper is reviewed on the relationship between ROS and bone metabolism, 

involving in osteoporosis. 

Oxidative Stress and Osteoporosis 
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1. はじめに

平成17年度における日本人の平均寿命は男性が78.53

才、女性が85.49才、世界ーである。しかしながら、私

達の最大の願望はただ長寿を望むのではなく、むしろ死

に至る瞬間まで精神と身体の生理的機能をできるだけ健

康に維持し、幸福で充実した人生を送ることである。フ

ランスの精神科医PaulToumierは“生きることは老いる

こと、それはどんな年齢においても真実です”という言

葉を残している。したがって、高齢化社会を迎えた今日、

Quality of Life (QOL）の向上には高血圧、脳梗塞、心筋

梗塞、歯周病、骨粗懸症、ガンなどの生活習慣病をいか

に予防するか大きな課題となる。その一つ、骨粗悪症は

非外傷性骨折の危険性が顕著に増加し、骨量の減少を特

徴とする全身的骨格疾患で、高齢化によりその発症率は

急増する。事実、日本では65歳以上の女性の約二分の一、

80歳以上の男性の約三分のーが擢患し、骨粗懸症患者の

高騰する治療費だけでなく、 QOLの維持増進の対応策が

求められている。一般に、疾病は環境、遺伝子、食生活

などにより規制されているが、骨粗懸症もまた多元的要

因により発症する疾患で、日常の生活習慣が大きく関与

している（表1）。そのリスクファクターの一つに酸化的

ストレスがある。すなわち、老化に伴う酸化的ストレス

の蓄積が骨芽細胞の機能を低下させ、逆に破骨細胞の分

裂、活性化を惹起して骨吸収を促進すると報告されてい

る。今回、骨代謝（骨形成、骨吸収）をめぐって、酸化

的ストレスと骨粗懸症について論ずる。

表1 骨粗懸症のリスクファクタ

Table 1 Risk factors of osteoporosis 

O老化による細胞機能

0閉経によるエストロゲン分泌能の低下

O運動量不足

0食生活 酸化的ストレス

カルシウム

ビタミンD不足

ビタミンK不足

リンの過剰摂取

ホモシステイン

喫煙

過度の飲酒

多量のコーヒー摂取

酸化的ストレスと骨粗緊症

2.活性酸素

活性酸素（ReactiveOxygen Species; ROS）とは、通

常の酸素分子が電子を余計にもらった形の分子のこと

で、酸素分子と違って、非常に反応性が強く、生体分子

を無差別に攻撃して酸化・破壊する分子である。すなわ

ち、活性酸素は人体を構成するタンパク質、脂質、糖な

どの細胞成分と反応する他、遺伝子や種々の生理活性物

質と不必要な反応を引き起こし、ガン、動脈硬化、糖尿

病、高血圧、脳梗塞、心筋梗塞、歯周病、骨粗懸症など

の生活習慣病をはじめ自己免疫疾患、パーキンソン病、

アルツハイマー病、さらには老化の元凶の一つに挙げら

れている。一般に、活性酸素にはスーパーオキシド

(02 ）、過酸化水素、一重項酸素、ヒドロキシラジカル

と呼ばれる4種類があるが、その発生源はミトコンドリ

アの電子伝達系、マクロファージ、好中球の異物処理、

そしてこれら細胞代謝以外に、鉄、銅、カドミウム、ク

ロムなどの重金属、排気ガス、紫外線、放射線、タバコ、

薬物、食物などがある。そのーっとして、私達は毎日、

呼吸により 500リットルの酸素を体内に取り入れ、摂取

した食物を燃焼させ、エネルギー（ATP）に変換してい

るが、乙の酸素の一部（約2%）が変化して活性酸素を

発生している。また、マクロファージ、好中球など生体

防御に関与する白血球は、下式に示すようにNADPHに

由来する還元当量による分子状酸素のー電子還元反応に

よって、活性酸素を産生する。

NADPH +H+ +202一-II酔 NADP+2 H十＋ 2 02 

NADPH oxidase 

しかし、この反応を触媒するNADPHoxidaseは非刺

激時（定常状態）では細胞膜成分（チトクロームb55s)

と細胞質成分（p47-phox,p67 phox, p40-phox, rac) 

が離れて存在するため不活性型であり、 PMA(phorbol 

myristate acetate）や細菌などの刺激によりはじめて細

胞質成分が細胞膜に移行し、細胞膜チトクロームb55sと

会合して活性型NADPHoxidaseになる。その結果、

NADPH oxidase は細胞質のNADPHから電子を受け取

り、活性酸素を生成し、細菌を攻撃する（図1)！）。この

ように細菌やガン細胞を処理する活性酸素は生体防御に

とって重要な物質である。しかしながら、問題になるの

はこの時あるいは恒常的に過剰に産生した活性酸素が細

胞や周辺組織に対してタンパク質、脂質、糖質を酸化修
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Figure l 02 production f「O町lperitoneal macrophages 

of rats after PMA stimulation Macrophages (2.8 x l 06 

cells) were preincubated fo「5min at 37℃ in HBCC 

and then stimulated with l 39 nM PMA. 
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図2 転写調節因子（NF-KB）を介したケミカルメデイ

工ータ一発現に対する円OSの役割

Figure 2 The role of ROS on expression of chemical 

mediato「Svia transcription factor. nuclear factor-KB 

(NF-KB) 
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図3 活性酸素と生活習慣病

Figure 3 Reactive oxygen species and lifestyle-

related diseases 
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図4 活性酸素に対する防御システム

Figure 4 Body defense system against reactive 

oxygen species 
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飾し、細胞膜やDNA、さらには細胞機能に障害を与え

ることである。

最近、活性酸素は直接的な酸化作用だけでなく、セカ

ンド・メッセンジャーとしてNF・’ ICB, NH-IL-6などの転

写調節因子を介して、 IL-1,TGF-/3 , FGF, TNF-a , cmι・2, 

MMP (ma廿kmetalloprotease）などいろいろなケミカ

ル・メディエーターの発現に関与していることが明らに

されている（図2)2）。その結果、図3に示したように、

生活習慣病、あるいは老化の引き金になることが明らか

にされている。すなわち、活性酸素はDr.JekyllとMr.

Hydeのような二面的な作用を有している。一方、生体

には抗酸化酵素や微量ミネラル、ビタミン、ポリフェノ

ールなどの抗酸化因子により活性酸素を消去する防御シ

ステムも有している（図4）。

3. 骨形成と栄養素

私達のからだは約200種類の細胞が60兆個集まった一

つの集合体で、相互に関連しあっている。したがって健

康な骨形成は図5に示すように、栄養素、細胞、機械的

因子など相互に関与している。すなわち、骨芽細胞は各

栄養素を材料にして有機性基質成分を合成、分泌し、そ

の上にカルシウム、リン酸イオンを沈着させ、白くて硬

いヒドロキシアパタイト（Ca10(P04)60H2）からなる骨

を形成する。換言すれば、骨形成はからだ全体の健康状

態、摂取した栄養素により影響を受けているM 。それゆ

えに、健康な骨を形成するためにはバランスある栄養素

の摂取と他の細胞の助けが必要となる。しかしながら、

平成18年度に厚生労働省が発表した国民栄養調査成績で

は、エネルギー、タンパク質、ビタミンは基準摂取量を

上回って摂取しているにもかかわらず、カルシウム摂取

量は長年にわたって不足し続けていることが明らかにさ

れている（図6）叱私達の血中カルシウム濃度（10皿g/dl)

の恒常性（ホメオスターシス）は腸管、腎臓とともに骨

の代謝によって維持されている。したがって、食物とし

てのカルシウム摂取量が少なければ、カルシウムの貯蔵

庫である骨を溶解して血中カルシウム濃度を調節しなけ

ればならない。事実、多くの動物実験、疫学調査はカル

シウム欠乏が骨形成の障害になり、逆に充分なカルシウ

ム摂取は骨粗懸症の発症遅延あるいは予防につながるこ

とを証明している6，η。それゆえに、重要なことは最大骨

量に向って骨量が増える年代に充分なカルシウム量を食

酸化的ストレスと骨粗悪症

物として摂取し、よく運動して最大骨量を増やすことで

ある。カルシウム摂取基準（目安量）は年齢、性別、体

重、からだの生理状態により異なるが、女性では10歳か

ら17歳までは一日950～850mg、18歳以上で一日700略、

男性では10歳で一日950mg、12歳から17歳で1000～1100

mgである。一方、骨に強度をもたらす主要な基質成分で

あるコラーゲン（表2）は他のタンパク質と同様に、

DNAの遺伝情報に基づいて、 20種類のアミノ酸がポリ

ペプチド結合したものである。しかしながら、コラーゲ

ンは他のタンパク質と異なり、ヒドロキシプロリン、ヒ

ドロキシリジンというコラーゲン特有のアミノ酸を含有

している。ビタミンCはこれらアミノ酸をプロリン、リ

ジンから形成する際の必須の補助因子である。したがっ

て、ビタミンCの欠乏は未成熟なコラーゲン線維の分泌

につながり、健康な骨形成の障害となる8）。それゆえに、

健康な骨形成ならびに骨粗軽症を予防するためにはカル

シウムを含めて、バランスある栄養素の摂取が重要とな

る。図7にカルシウムを豊富に含有する食品は示しであ

るが旬、今後、これら食品をLEかに摂取するか大いに検

討し、工夫する必要がある。

表2 骨基質のタンパク質の組成

Table 2 Components of matrix protein in bone 

コラーゲン 主に I型コラーゲン

他に皿， V,VI，珊型コラーゲン

yカルボン酸含有タンパク

オステオカルシン

マトリックスGIAタンパク

糖タンパク オステオポンチン

フィブロネクチン

トロンポスポンジン

オステオネクチン

骨シアロタンパク

BAG-75 

ア）［，.，カリホスファターゼ

フ。ロテオグリカン

ノTーシカン

ノfイグリカン

デコリン

増殖因子群 IGF-II , TGF-f3 , BMP, FGF, IGF-I 

血中タンパク群

アルブミン

α2HS糖タンパク

トランスフェリン、イムノグロプリンなど
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2局所的調節因子(localfactors} 
骨形成因子（BMP). Skeletal l!TOwth factor 
(SGFl.軟骨誘導因子（CIF｝.和由来成長因子
(BDGF). Transforming growth factor－β 
(TGF－β）等

機械的因子

散歩、運動

~ 

JJ 

図5 健康な骨の形成と細胞、栄養素の関係

Figure 5 Involvement of cell and nutrition in bone formation 
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図6 カルシウムの性年齢別摂取量と食事摂取基準（目

安量） 5) 

Figure 6 Dietary reference intake (adequate intake) 

and daily intake of calcium in sex and age differences 

4. 骨代謝（骨形成、骨吸収）と活性酸素

骨は絶えずその形態と強度を維持しつつ、吸収と形成

を繰り返すリモデリングを営んでいる。すなわち、代謝

している。その主要な役割を果たす細胞が先に述べた骨

形成を担う骨芽細胞と骨吸収を営む破骨細胞である。骨

30一一 ILSINo.89 

図7 カルシウムを多く含む食品目）

Figureア Foodswith a high calcium content 

芽細胞はI型コラ ーゲンをはじめとする種々の骨基質タ

ンパク質、アルカリホスファターゼなどを分泌し、この

基質タンパク質にハイドロキシアパタイト結晶を沈着さ

せ、骨を形成している。一般に骨の石灰化メカニズムに

はアルカリホスフアタ ーゼ説、 エピタキシ一説、基質小

胞説などが提唱されているが、いずれも一つのメカニズ
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ムでは説明できない。ただはっきりしていることは骨芽

細胞が毎日摂取している栄養素を材料にして、真っ白く

硬いハイドロキシアパタイトを形成しているのである。

一方、破骨細胞は酸およびタンパク質分解酵素群を分泌

して、骨基質を破壊吸収する能力をもった多核大型細胞

である。そして、とれら二つの異なる細胞はホルモン、

サイトカイン、力学負荷などによりJD'I二カップリング

しながら、吸収と形成を繰り返して骨量を維持している

（図8)10) 0 したがって、この調節機構が破綻し、骨吸収

が骨形成を相対的に上回ると骨粗懸症をはじめとする骨

代謝異常症が発症する。たとえば、閉経によるエストロ

グン欠乏は骨芽細胞の機能低下やIL-1,Iし6,TNF, PGE2 

など骨吸収因子を増加させ、 その結果、骨粗軽症を誘発

する II）。 すなわち、エスト ロゲンは二次性器の成熟と機

能に関与するだけでなく 、骨芽細胞を活性化させ、逆に

破骨細胞の分化、活性化を抑制する作用を有している。

さらに、興味あることにエストロゲンには抗酸化作用も

ある。一方、活性酸素による酸化的ストレスは骨芽細胞

の機能を低下させ、逆に破骨細胞の分裂、活性化を惹起

して骨吸収を促進することが報告されている。最近、

酸性ホスファターゼ
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Baiらは活性酸素の一つである過酸化水素（H202）が骨

髄幹細胞より骨芽細胞に分化する際のマーカ一、アルカ

リホスフ アターゼ（alkalinephosphatase）を抑制するこ

とを明らかにしている（図9)12）。また、 Meursらは必須

アミノ酸であるメチオニンの代謝産物、ホモシステイン

(homocysteine）が骨粗懸症のリスク・フ ァクターの一

つであると発表している 13）。その作用機序に関しては図

10に示すように、コラーゲンの架橋形成の障害など諸説

があるが、その一つがホモシステインの活性酸素を介す

る骨芽細胞に対する作用である。著者らはマウス骨芽細

胞株MC3T3-Elの培養実験より、ホモシステインが骨芽

細胞の機能を撹乱させることを明らかにした 14）。すなわ

ち、ホモシステインは細胞形態に影響を与えない濃度

(100 μ M～ 500 μ M）において、骨芽細胞の分化増殖の

マーカーであるオステオカルシン （osteocalcin）を遺伝

子、タンパク質レベルで抑制し、逆にオステオポンチン

( osteopontin）の発現を充進させた（図11、図12）。その

結果、ホモシステインは骨粗懸症のリスク ・ファクター

の一つになりうることが示唆された。著者らはまた、ラ

ットを用いたinvivo実験より、過剰鉄投与がFenton反応を

く杢う
アルカリホスファターゼ

Q 哩コラーゲン
プロテオグリカン
オステオカルシン
オステオポンチン
サイトカイン

骨芽細胞

間葉系細胞．， 
分化 骨形成促進国子

BMP, CBFA 1 

休止期 活性化期 骨P,!l収矧 逆転刻 骨形成期

図8 骨形成と骨吸収に関係する調節因子

Figure 8 Regulatory factors related to bone formation and resorption 
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図9 酸化的ストレス CH202）による骨髄幹細胞のア

ル力リホスファターゼ発現の抑制

Figure 9 Suppression of alkaline phosphatase 

expression of bone marrow stroma cells by oxidative 

stress (H202) 12l 

介して活性酸素を発生させ、その結果、骨吸収を元進さ

せることも明らかにしている15.16) 0 表3は骨吸収マーカー

である尿中のデオキシピリジノリン（deo巧pyridinoline）、

カルシウム（Ca）の排池が過剰鉄投与により克進した結

果である。

一方、生体にはこれら活性酸素に対して先に述べたよ

うに、酵素および酵素活性を支える微量ミネラル、ビタ

ミン、ポリブェノールなどの抗酸化因子による防御シス

テムが存在し、常に酸化的ストレスからからだを守って

いる。したがって、酸化的ストレスと抗酸化因子のバラ

ンスの破綻は骨粗懸症患者のリスク・ファクターになる。

事実、 Mag：訴oらは骨粗懸症患者のグルタチオンベルオキ

シダーゼ（GPx）、スーパーオキシドジスムターゼ（SOD）、

ピタミンA,C,Eなどの抗酸化因子が健常人と比較して低

値であることを明らかにしている（表4)1η。興味あるこ

とに、抗酸化因子の一つ、ピタミンEの投与はビタミン

Cと共に骨粗暴露症の発症遅延、予防に有効であることが

最近、報告されている 18,19）。一方、ビタミン弘、 B12は直

接抗酸化作用を示さないが、図13に示すようにホモシス

テイン代謝に関与することから、ホモシステイン量の低

下を導いて骨粗懸症に有効であると報告されている 20,

21)。一般に、健康であれば私達はGPx、SODなどの抗酸

化酵素をはじめいろいろな抗酸化因子を生体内で合成で

きるが、ビタミンは合成することができない。このよう

に骨粗懸症の予防、健康維持にはミネラル、ビタミン、

ポリフェノールなど抗酸化因子を含んだ食品摂取あるい

はサプリメントの補給が非常に重要になってくる。

Homocysteine 

よエ
Reduction of cross・linkagein collagen 

門

m
v

~ Osteobl凶 t . ι ． 

↓Osteocalcin Ost叫 on伽 T
ζ）... nζL  ………al growth 11 Rγ ＋ 
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Osteoporosis 

図10 ホモシステインによる骨粗震症の発症メカニズム

Figure 1 0 Proposal mechanism for induction of osteoporosis by homocysteine 
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図11 ホモシステイン処理によるマウス骨芽細胞株

MC3T3-E l細胞の位相差顕微鏡像

Figure l l Phase-contrast micrographs of MC3T3-E l 

cells treated with homocysteine 

Confluent MC3T3-E l eel均（2×l06 cells/dish) treated 

with homocysteine 

(A) MC3T3-E l cells after 34 days of culture in the 

absence of ho円10cysteine

(B) MC3T3-E l cells afte「34days of culture in the 

presence of 500 μ M homocysteine 
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図 12 マウス骨芽細胞株MC3T3-El細胞のオステオ

ポンチン、オステオカルシンのmRNA発現並びに

タンパク質分泌に対するホモシステインの影響

Figure l 2 Effects of homocysteine on osteocalcin 

secretion and the mRNA expression of osteocalcin 

and osteoponti「1in MC3T3-E l cells 

(A) Confluent cells were cultured with RPMI 1640 

medium supplemented with l 00 μ M and/or 500 μ M 

homocysteine for the time period indicated. The 

amount of osteocalcin in MC3T3-E l cell cultu「e

medium was measured by ELISA. Data are shown as 

the mean ± SD from triplicate cultures. Control (open 

circles); l 00 μ M (filled circles); 500 μ M (squares). 

傘Datashow a significant difference when compared to 

the control at each time point (pくO05) 

(B) MC3T3-E l cells were exposed to l 00 μ M and/or 

500 μ M homocysteine fo「34days a代erconfluents 

Relative levels of osteopontin and osteocalcin mRNA 

were measured by real time PCR and standardized by 

glyc e「alaldehyde3 phosphate dehydrogenase 

(G3PDH) mRNA. The values were normalized to 

G3PDH mRNA level of each sample. Each bar 

represents the mean ± SD from triplicate cultures. 

White bar: osteocalcin mRNA; black ba「osteopontin.

*Data show a significant difference when compared to 

the control at each time point (P<0.05) 
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表3 週剰乳酸鉄投与によるラット尿中の骨吸収マーカーの冗進

Table 3 Urinary chemistry for bone metabolism in young female and postmenopausal rats with or without iron load 

Deoxyp抑制inoline

(nmol/mmol creatinine) 

Gla (nmol/mg crea白1加e)

Ca (mg/mgcrea白iine)

Pi (mg/mg creatinine) 

Pos加ienopausalrats (62 we氾ksold): iron lactate 

＋ 

19.9土 3.7 43.6土 10.4*

42.3土 11.2 41.5 ± 19.7 

0.18 ± 0.02 0.38 ± 0.10脅

0.84士0.21 0.023 ± 0.032* 

Young female rats (13 weeks old) 

20.4土 2.9

78.1土 20.6*

0.17土 0.02

0.95 ± 0.38 

Overnight urine (14h) of each group was collected企om6 cages or 12 cages (two rats per cage) after 28 days. 

Other experimental conditions were as described in the text Values are expressed as mean ± S.D. 

合 Significantdifference compared with postmenopausal rats fed the control diet, p < 0.05. 

表4 骨粗震症と血中抗酸化因子の関係17)

Table 4 Relationship between osteoporosis and antioxidant levels in human plasma 17l 

Osteoporotics Controls 

Plasma vitamin A ( μ mol/liter) 2.14 ± 0.22 2.37土0.221

Plasma vitamin C (μmol/liter) 30 ± 3.7 55.5±13.11 

Plasma vitamin E (μmol/liter) 46.7 ± 5 62.8±8.761 

Plasma uric acid ( μmol/liter) 227.8 ± 34.6 383.5±63.71 

Plasma GPx (mmol NADPH/min./ml) 0.09士0.01 0.11±0.011 

Plasma SOD (U /ml) 24.22土 3.8 31.34±3.11 

Ery白rocy舵 SOD(U/ghemoglobin) 2265 ± 314.7 3402士505.81

Plasma MDA ( μ mol/liter) 0.34 ± 0.13 0.36±0.12 

1 p<0.001. 

Folates Die包

日川
ζ 了一二：：：：：：＞－ Methionine 
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図13 ホモシステイン代謝とビタミン86.B12 

Figure 13 Involvement of vitamin 86 and 812 in homocysteine metabolism 



5. まとめ

骨粗懸症は、老化と共に増加し、骨量の減少を特徴と

する全身的骨格疾患である。そして、骨量の減少は死亡

率を約2倍に増加させるうえに、心血管死の死亡率も高

くなると報告されている22）。それゆえに、骨粗懸症の予

防は患者の生活の質（QOL）を維持する点からも、また

高騰する医療費の経済的見地からも極めて重要な課題で

ある。幸いにも厚生労働省は“健康日本21”を策定し、

21世紀における国民の健康づくり運動を展開している。

すなわち、私達の健康の基盤は、毎日の食生活、栄養で

ある。それゆえに、私たちは“医食同源”の考えに立っ

た毎日の楽しい食生活を通して、バランスある栄養素を

摂取し、健康なからだ作りに努めなければならない。そ

して全身の健康管理を通して、医学医療の究極の目標で

あるcompletewell-being, complete well-aging, complete 

well-dyingを達成させるべきである。
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食品中には多数の発がん物質が含まれていることが実験的に明らかになっている。一般に発がん物質、特に遺伝

毒性発がん物質には関値がないとされている。この理論上の無関値論が正しいかどうかを検証すべく、食品に含ま

れる発がん物質の低用量発がん性をラ ット中期発がん検索法を用いて検討した。その結果、ヘテロサイクリ ックア

ミンである2-amino-3,8-dimethylimidazo[ 4,5-t] quinoxaline (Mel Qx）やN－ニトロソ化合物であるdiethylni仕osamineのラ

ット肝発がん性に関して、 MeIQx-DNA付加体形成、加 vivo変異原性、前がん病変の発生など、種々のマーカーに作

用しない量が存在し、またそれらの反応曲線から発がん関値が存在すると結論づけることができた。

* * * * * * * * * ＊女＊ * ＊’＇ ；除＊ ＊唱＇＊

<Summary> 

Low dose hepatocarcinogenicity of environmental genotoxic carcinogens was examined as an aid to cancer risk 

assessment in humans. Male F344 rats, 21-day-old at the start of the experiment, were administered 2-amino-3，ら

dimethylimidazo[4,5-t]quinoxaline (Me!Qx), a food-derived hepatocarcinogen, in the diet at various doses for a 

m広町wmof 32 weeks. Quantitative values of glutathione Stransferase placen凶 form(GST-P) positive foci, which were 

preneoplastic lesions in rat hepatocarcinogenesis, were s凶iilaramong仕ie0 to 1 ppm-MeIQx groups, while MeIQx at a 

dose of 10 ppm showed a tendency for increase and 100 ppm significantly elevated their numbers. MeIQx-DNA adduct 

formation in the liver demonstrated a linear relationship with all the doses detected. Levels of 8-hydroxy-2’－ 

deoxyguanosine in the liver were linearly elevated from 0.1 ppm MeIQx. Interestingly, in a Big Blue transgenic rat 

mutagenesis assay, MeIQx at low doses was found not to induce lad gene mutations in the liver, this tending to 
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correlate with non-induction of G訂－Ppositive foci. However, the dose of MeIQx at which in vivo mutagenicity was 

significantly increased was lower than that of GST-P positive foci. Data for GST-P positive focus development with 

MeIQx followed by phenobarbital仕切.tmentwere similar to those with MeIQx alone. In addition for carcinogenisity 

and mutagenicity of a Nnitroso compound, diethylni仕osaminein rat liver, the results were same to白oseof MeIQx. 

τbus, the results indicate that there is a threshold, at least a practical threshold for the genotoxic carcinogens. 

1. はじめに

現在、がんによる死亡は死因の第一位を占めており、

しかも、年々、増加の一途をたどっている。人は一生の

聞に生活環境中に存在する無数の化学物質、細菌、ウイ

ルスおよび放射線などに遭遇しており、長生きすればす

るほどそれらにより多く影響を受ける。このことががん

の発生増加に寄与していると考えられる。イギリスのド

ール博士は、がんの原因のうち35%はライフスタイル、

特に食餌要因に由来し、次いでL喫煙が30%を占めている

と報告した。現在では、炎症に基づくがんの発生が加わ

っているが、食餌要因が大きく寄与していることにはか

わりがない。そこで、本稿では日常私たちが摂取してい

る食物によるがんの発生という観点に焦点を絞って簡単

に総説するとともに、我々の発がんリスクアセスメント

に関する研究成果を報告する。

2. 発がん物質の同定法

疫学的手法により、工場など高濃度の化学物質に曝露

される特定の環境下におけるがんの発生がこれまでに多

く明らかにされ、職業がんとして話題になった。染料工

場の従業員に腸脱がんが発生しやすく、塩化ビニールを

扱う工場では肝がんが、マスタードガスを扱う工場では

肺がんが発生しやすいなどという報告がある。最近、話

題になっているアスベストによる中皮腫、肺がんの発生

は職業がんとしてのそれが、一般の環境下の人達に拡大

したものである。

一方、発がん物質の大多数は実験的手法を用いて同定

されている。ラットやマウスなどを用いる約2年間にわ

たる発がん性試験で、高用量域において用量相関性をも

ってがんが発生するか否かで化学物質の発がん性を判定

している。

このような実験的手法によって同定された環境発がん

物質には、我々が摂取する食物中に含まれているものが
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多数ある。さらに、胃で生合成されるような発がん物質

もある。発がん物質には人工的に合成されたものと天然

のものがあり、また、我々の生活環境から排除できるも

のとできないものがある。人工発がん物質は意識的に排

除することができるが、天然発がん物質、特に食物を介

して摂取するそれは完全に排除することは不可能であ

る。そのため、発がん物質に対する対応の基本原則は、

“我々は発がん物質と共存しなければならなLゾという

ことである。

3. 発がん物質の種類

遺伝子突然変異、染色体異常、小核の有無などで、陽

性を示す遺伝毒性発がん物質と陰性の非遺伝毒性発がん

物質に分類される。

WHO国際がん研究機構（IARC）はヒト曝露の有無、

疫学ならびに実験デー夕、さらに発がんメカニズムに基

づいて、発がん物質を4グループに分類している。ヒト

に対して発がん性が明らかなもの（グループ1）、ヒトに

対しておそらく発がん性がある物質（グループ2A）、発

がんの可能性がある物質（グループ2B）、その他などで

ある a

4.食品中に含まれる発がん物質

( 1）焼け焦げ成分

国立がんセンターの杉村隆名誉総長らのグループは、

焼き魚、焼肉やステーキなどの焼け焦げの中から、ヘテ

ロサイクリックアミンという変異原性陽性の発がん物質

を見出した。 Trp-P-1、Trp-P-2、Glu-P・1やGlu手2が最初

にみっかり、これらはラットやマウスの肝、腸管、肺や

外耳道などにがんを発生させる。さらにIQ、MeIQや

MeIQxは肝がんを、 PhIPは大腸、乳腺と前立腺のがん

を誘発する。 IQはサルにも肝がんを発生させ、ヒト発が

ん物質とみて間違いないと考える。



(2）体内で作られる発がん物質

diethylnitrosamine (DEN）、 dimethylnitrosamine

(DMN）などのN－ニトロソ化合物という一連の化合物が

ある。分析技術の進歩により、いろいろな食品から微量

ではあるが、これらの物質が検出されている。さらに興

味深いことは、この発がん物質が胃の中で生合成きれる

ことである。魚、や肉の中には二級アミン類が含まれてお

り、野菜や漬物には、亜硝酸塩が含まれている。両者が

胃の酸性下で化学反応を起こし、 N・ニトロソ化合物が生

成される。

(3）かび毒

アフラトキシンがあり、 B1が最も広く存在する。ピー

ナッツ、ビスタチオナッツなどに寄生するアスペルギル

ス・フラパスというカビが産生する毒素で、環境中に存

在する最強の発がん物質である。動物に肝がんを発生さ

せる。ヒト発がん物質として凶RCではグループ1に分類

している。

その他、ステリグマシステン、チトリニンなどがある。

(4）その他

プタキロサイド（わらびに含有）、サイカシン（ソテ

ツの実に含有）を筆頭にして、種々の植物に発がん物質

が含まれている。

5.発がん物質のリスク評価

環境中に存在する多数の発がん物質の同定はいずれも

高用量の投与による実験結果から得られたものである。

そして発がんリスク評価の原則として、特に遺伝子に損

傷を与えるような発がん物質（遺伝毒性発がん物質）の

発がん性は、低用量ではゼロに辿る反応曲線であると理

解されている。それは、低用量の発がん性を実験的に証

明するのは困難であり、理論的に発がん物質はDNAに

不可逆的変化を起こすからであると考えられてきたから

である。したがって、発がん物質は閲｛直がないとしてリ

スク評価されてきた。しかし、発がん物質のヒトへのリ

スク評価に対して、高用量域の結果を低用量域へそのま

ま外挿してよいかどうかが大きな問題となってきた。い

ずれにしても現在、リスクアセスメントでとられている

発がん物質の発がん性に対する無関値論は理論上の仮説

である。

食品に含まれる発がん物質には闇値がある

“遺伝毒性発がん物質に闘値がなt＇＇’ということはど

んなに微量であってもヒトに対してそれは、影響を与え

るということを意味する。したがってこのことが正しい

かどうかを科学的に検証することが極めて重要であり、

その点を解決することを目的として、新しい手法、すな

わち発がん中期検索法による低用量発がん実験を行っ

た。

6. ラット肝における低用量発がん性

( 1）ヘテロサイクリックアミン

2-amino-3,8-dimethylimidazo [ 4,5-i] quinoxaline (Mel Qx) 

はヘテロサイクリックアミンの一つで、ラットにおける

肝がんの発生は100から400ppmという高用量域で用量

相関性をもって認められている。日本人は魚や肉を食べ

ることによってMeIQxを1日0.2～2.6μg摂取している

と推定されている。さらに、腎臓や結腸から MeIQx-

DNA付加体が検出され、ヒトは確実にMeIQxlこ曝露さ

れている。

そこで、 MeIQxの低用量域での肝発がん’性を検証する

ために21日齢の雄性F344ラット 1145匹を用い、 MeIQx

を0、0.001、O.Dl、0.1、1および10ppmの低用量域、な

らびに 100ppmの用量で最大32週間連続混餌投与した

(Fukushima et al., 2002）。

その結果、図1の如く、 16週投与群において肝におけ

る前がん病変の指標であるglutathioneS-transferase 

(GST-P）陽’性細胞巣の発生はMeIQxの0.001～1ppm群

では対照群と全く差がなく、 10ppmで、は増加傾向を、

高用量の100ppmで、は明らかに有意な発生増加を示し

た。また、 MeIQxの投与を32週間に延長しでも、 16週

間と同様の曲線が得られた。さらに、 MeIQx4週投与の

肝におけるMeIQx-DNA付加体はMeIQx投与量との聞に

直線的な相闘を示した（図2）。酸化的ストレスのマーカ

ーである肝DNAのふhydroxy-2'-deoxyguanosine (8-

OHdG）形成レベルは、 MeIQx、1ppm以上で、有意に増加

した（図2）。

また、 BigBlueラット（F344系）を用いて肝におけ

る変異原性と発がん性を比較検討した（Hoshi et 

al.,2004）。 MeIQxを16週間投与するとマーカー遺伝子で

あるLaci変異が10ppmで、有意に増加し、 100ppmでは著

明に増加した（図3）。一方、 GST-P陽性細胞巣は100

ppmで、のみ有意に増加した。このことは、 MeIQxの変異
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図l MelQxの低用量域におけるラット肝におけるGST・P陽性細胞巣の発生

Figure l Rat hepatocarcinogenicity of MelQx at low doses 
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図2 Me1Qx4週間投与時におけるラット肝のMelQx-DNA付加体と8-0HdG形成レベル
Figure 2 Formation of MelQx-DNA adducts and 8-0HdG in the rat liver treated with Me/Qx for 4 weeks 
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図3 MelQxl 6週間投与されたBigBlueラット肝におけるLaci変異頻度とGST-P陽性細胞巣の発生

Figure 3 Incidence of Laci gene mutations and development of GST-P positive foci in the live「ofBig Blue rats 
treated with MelQx fo「16weeks 
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図4 肝発がんリスク： MelQx肝発がんに関連する各種マー力ーとMelQx用量との相互関係

Figure 4 Risk of liver cancer: Reaction curves for the carcinogenicity markers dependent on the dose of MelQx 
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図5 N－ニトロソ化合物によるラット肝発がん： GST-P陽性細胞巣の発生

Figure 5 Rat hepatocarcinogenicity・of N-nitroso compounds: Induction of GST-P positive foci 

原性にも無作用量が存在することを示す一方、無作用量

は発がん性のそれより狭いことを示している。

さらに、発がんの二段階説に基づき、 MeIQxのラット

肝におけるイニシエーション活性を、 phenobarbitalをプ

ロモーターとする系でGST-P陽性細胞巣を指標にして検

討してみると、 10と100ppmで、はそれが有意に増加した

が、 1ppm以下の低用量ではOppm群と差がみられなか

った。すなわち、 MeIQxの1ppm以下で、は肝イニシエー

ション活性を示さないことが明らかとなった。

これらの結果をまとめると図4のようになる.MeIQx 

のラット肝発がん過程には、まずDNA付加体形成がみ

られ、その後ある程度の無作用量域があって8-0HdG形

成レベルの上昇、 Lael変異、およびイニシエーション活

性の増加、そしてさらにある程度の無作用量域の後、

GST-P陽性細胞巣の発生増加がみられた。その結果、さ

らに幅広い無作用量域を持って肝がん発生の増加に至る

ことが強く推察される。このように肝発がんの指標であ

る種々のマーカーにはそれぞれの無作用量域が求めら

れ，マーカーから推察される発がん機序を考えると

MeIQxの発がん’性には関値、少なくとも実際的な関値が

あると結論することができる。

(2) N・ニトロソ化合物

ペトーら（Petoet al., 1991）は膨大な数のラット（総

数4,080匹）を用いて、 DENによる肝腫蕩発生における

用量反応関係を検討した。 DENを0.033～13.896ppm 
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（対照群を含め16用量群）の用量で飲料水に混ぜラット

に一生涯投与した。肝腫壌の発生は1ppm以下ではみら

れなかったものの、それ以上の用量域では投与量と肝腫

蕩発生に用量反応関係があることより、関値の存在を否

定した。

そこで我々は、ペトーらの実験に用いられた量より，

より低用量域におけるDENのラット肝発がん性を検討

した。 21日齢の雄性F344ラット約2,000匹に種々の用量

（最低用量、 0.0001ppm）のDEN含有飲料水を16週間投

与した（Fukushimaet al., 2002）。その結果、肝における

GST-P陽性細胞巣の発生は0.01ppmまではOppm群と差

がなく、 0.1ppm以上で有意な増加を示した（図5）。

さらに、 DMNについても約1,500匹のF344ラットを同

様の手法で用いて検討したところ、 DMNの0.001～0.1

ppmでは肝GST-P陽性細胞巣の発生は対照群と差がな

く、 1およびlOppmで有意な増加を示した（図5）。この

ことはDENと同様に、 DMNにも実際的な発がん聞値が

あることを裏付けるものと考えられる。

7. ラット大揚における低用量発がん性

ヘテロサイクリックである 2-amino-1-methyl-6-

phenylimidazo[5,6-b]pyridine (PhIP）はラット大腸に発

がん性を発揮する。そこで、 0.001～400ppm用量域にお

ける種々の用量のPhIPの大腸発がん性をラットにて検

討した（Fukushimaet al., 2004）。 6週齢の雄性F344ラッ

ト約1,900匹に種々の用量のPhIP含有飼料を16週間連続

投与した。大腸における前がん病変の指標である変異腺

か巣の発生は10ppmまではOppm群と差がなく、 50

ppmから400ppmにかけて有意な増加を示した。 PhIP・

DNA付加体形成は0.01ppm，特に1ppm以上で、有意に増

加した。

8.結論

遺伝毒性発がん物質の発がん性には関値、少なくとも

実際的な闘値が存在すると結論する。アルキル化剤によ

ってDNA損傷が誘発されでも、 DNA損傷が修復酵素に

より修復され、突然変異として固定されない用量域の存

在することが最近、明らかになっている。この事実は

我々の発がん関値に関する研究成果を支持するものであ

る。今後、関値に対する“データの蓄積”が望まれる。
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その結果がリスクアセスメントに有用な情報を提供する

とともに、リスクマネジメントに大いに寄与すると考え

るからである。
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Summary I 

The UL method is appropriate and widely used to establish safety recommendations and policy for nu仕ients.The 

original method has certain shortcomings that we have attempted to correct with slight modifications出atretain the 

merits of the method. Specifically, we have added the OSL method to produce risk assessment values for nuむients

without established toxicity, and we have developed an approach to adjustment for uncertainty in the database that 

seems more objective than the original approach by the FNB. 

Risk assessment has become the internationally 

accepted method for the evaluation of the safety of 

nutrients. The Tolerable Upper Intake Level (UL) risk 

assessment method for the safety evaluation of nu仕ients

and other dietarγconstituents was first developed by the 

United States Food and Nutrition Board (FNB) of the 

Institute of Medicine1l，組dit has been adopted wi出 slight

modification by the European Commission Scientific 

Committee on Food (SCF) (now replaced by the 

European Food Safety Au出ority,EFSA)2l, and the United 

Kingdom Expert Group on Vitamins and Minerals 

(EVM)3l. According to this approach, no UL is set for 

Refinement of the UL Risk Assessment Method: The 

Observed Safe Level and Improved Assessment of 

Uncertainty 

44一一ILSINo.89 

nutrients under either of two conditions: (1) the toxic 

potential is so low出ata Iρwest Observed Adverse Effect 

Level (LOAEL) cannot be identified and therefore a No 

Observed Adverse Effect Level (NOAEL) is not identified, 

or (2) the data are so uncertain that neither a LOAEL nor 

NOAEL can be identified. In the reviews of the FNB and 

SCF (EFSA), no toxicity was identified for several of the 

nutrients (e.g., vitamin B12) even though in many 

instances there is a large amount of data relating to very 

high intakes. The absence of a UL for vitamin B12 (and 

other nutrients) has perpetuated a misperception that白e

database is not su缶dentto evaluate the safety.η1is，出

JOHN N. HATHCOCK, Ph.D. 

Council for Responsible Nutrition 

ANDREW SHAO, Ph.D. 

Council for Responsible Nutrition 
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turn, has contributed to unnecessarily restrictive policies 

being proposed or set. For example, scientists at 

Germany’S Federal Institute for Risk Assessment (BfR) 

proposed an arbitrary and overly restrictive UL of 9 

mg/day for vitamin B124l, while authorities in Fr組問have

gone so far as to set an even more restrictive limit (3 

mg/ day)5>. To prevent this type of misinterpretation of the 

absence of a UL, the Council for Responsible Nutrition 

(CRN) and the International Alliance of Dietary /Food 

Supplement Associations (IADSA) developed the 

Observed Safe Level (OSL) as an addition to the UL 

procedure6). If toxicity is known, the UL procedure is 

appropriate. However, in the absence of佃 yevidence of 

toxicity, yet where the database is extensive, the OSL can 

serve as an appropriate alternative and is described as: 

The highest level of in凶cewith con吋＇ncingeviden白

of路島・ty,，江位Jereare no established adverse effects at 

any level. 

τbe OSL concept has been inco叩oratedinto the report 

titled A Model for Establishing Upper Levels of Intake for 

Nutrients and Related Substances by the Food and 

Agriculture Organization/World Health Organization 

(FAO/WHO) and given the name Highest Observed 

Intake (HODη．百ieHOI is described as: 

官2ehighest observed intake但01)is derived only 

when no adverse health e島 cts

have been identified. It is the highest level of intake 

observed or administered as 

reported wi，白1in(a) study(ies) of acceptable quality. 

百】us，血eOSL組 dHOI concepts and descriptions are 

functionally equivalent. The CRN and IADSA risk 

assessments for vitamins and minerals defined the OSL 

method and have derived OSL values when appropriate 

(e.g., vitamin B12; h抗p://www.crnusa.org/safety)6＞.百ie

FAO/WHO report defined the HOI methοd but did not 

establish any values (http:/ /www.who.int/ipcs/methods/ 

町 a一白lal.pdt)η．

The FNB UL method applies an Uncertainty Factor 

(UF) when identifying the UL from the NOAEL (or 

LAOEL) to account for uncertainty in extrapolating from 

the dataset to the intended population8＞.τbe numerical 

value of the UF depends on the database; UF values 

selected by the FNB have ranged from 1 to 36 for the 

different nu仕ients,depending on the type and quality of 

data available. The specific quantitative values seem quite 

arbitrary and have included from 1 (fluoride and 

m佃 ganese)9>,1.2 （吋句minD)9l, 1.5 (iron)10>, 2.0 (vitamin 

B6)11l, 5.0 (folic acid)11> and 36.0制taminE animal data) 12>. 

No adequate explanation has been given for setting the 

vitamin D UF specifically at 1.2, rather血anperhaps 1.0, 

1.5, 2 or some other value. To improve the objectivity of 

the quantitative accounting for uncertainty, we have 

developed an approach of selecting clinical trial data for 

size and duration，ぽran必ngin decreasing order of intake, 

evaluating each level for uncertainty, and selecting 

downward until the dose can be selected as a high-

confidence NOAEL (or OSL）血atw釘Tantsuse as the UL 

(or OSL）.百iisprocedure is equivalent ω白eapplication 

of a UF of 1.0 to a properly selected NOAEL in calculation 

of the UL. We believe that this procedure is more 

objective than the more arbitrary FNB method for 

adjusting for unce此ainty.

In appli・伺 tionof this method to the database for vitamin 

D, the clinical trials at the highest doses showed no 

adverse e宜ectsbut were judged not to be strong enough 

to allow use of a UF of 1.0.τbat is, each might qualify as a 

low『confidenceNOAEL, but would require the application 

of a UF of uncerta泊 s包ein calculating出eUL. Instead, 

we have selected downward to a dosage level wi出 dataof 

SU血dentquantity and quality to justify a UF of 1.0. This 

approach is described and illustrated in our paper that 

recommends a new UL for vitamin D13> (Hathcock, Shao, 

Vieth and Heaney, in press Am J Clin Nu仕Jan2007). 
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第6回食晶リスク研究講演会
～カビ毒のリスク評価について～

2006年9月4目、東京・千代田区の弘済会館において、 ILSIJapan食品安全研究会食品リスク研究部会の主催により、

第6回食品リスク研究講演会が開催されました。

当日の演者の4名の先生方に、ご講演内容をまとめていただきましたので、本号と次号にわけで掲載いたします。

第6回食品リスク研究講演会

～カビ毒のリスク評価について～

日時： 2006年9月4日（月） 13:30～17:00 

場所：弘済会館4F会議室「菊」

主催： ILSI]apan食品安全研究会

参加者： 73名

【プログラム】

13:30 開会の挨拶

13:35 基調講演「力ピと食品衛生J

＊＊＊  

国立医薬品食品衛生研究所衛生微生物部長

14: 15 力ピ毒のリスク評価について

演題1 「力ピ毒のリスクファイルと直面する問題J

国立医薬品食品衛生研究所

衛生微生物部第4室長

15: 15 休憩

15:35 演題2 「力ピ毒のリスク評価

（デオキシ二パレノールを中心に）」

北里大学医学部公衆衛生学助教授

16: 15 演題3 「力ピ毒の体内移行と毒性」

独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構

動物衛生研究所安全性研究チーム長

16:55 閉会の挨拶

The 6th Lecture on Food Risk Assessment 

“Risk Assessment of Mycotoxins” 
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高鳥浩介 ＊本号50頁掲載

小西良子 ＊本号56頁掲載

佐藤敏彦 ＊次号掲載予定

宮崎茂 ＊次号掲載予定



第6回食品リスク研究講演会～力ビ毒のリスク評価について～

なお、本誌では過去5回の食品リスク研究講演会についても以下のように掲載しています。併せてご参照下さい。

第 1回 「リスクアセスメント・ケーススタディ：農薬」

2003/9/10 （有）イカルス・ジャパン 武居纏子 掲載なし

第2回 「ダイオキシンのリスクアセスメン卜」

2003/11/13 国立医薬品食品衛生研究所 広瀬明彦 *79号28頁掲載

第3固 「食品の安全に関わるリスクについて」

2004/5/19 独立行政法人食品総合研究所 山田友紀子 *81号33頁掲載

第4回 「マイコ卜キシンを産生しないカピの安全性」

2004/1017 東京家政大学 一戸正勝 * 81号45頁掲載

「動物用医薬品の残留実態とリスクアセスメント」

埼玉県衛生研究所 堀江正一 *82号33頁掲載

第5固 「食経験の少ない食品の安全性評価の考え方J

2005/5/18 NPO法人食品保健科学情報受流協議会 林 裕 造 *85号57頁掲載

「茶カテキンの安全性評価」

＝井農林株式会社 原 征 彦 *86号43頁掲載

「リスクファインディングの実際」

サントリー株式会社 諏訪芳秀 掲載なし

＊上記テーマは講演時の演題およびテーマで、掲載原稿の表題とは若干異なります。
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第6回食品リスク研究講演会 ～カビ毒のリスク評価について～

I .力ビと食品衛生

大阪府立公衆衛生研究所

感染症部細菌課

久米田裕子

国立医薬品食品衛生研究所

衛生微生物部

高鳥浩介

食品衛生上カビが問題となるのは、カビの発育を原因とする食品の変質・変敗やマイコトキシン（カビ毒）汚染

である。細菌とは異なり、カビの発育は肉眼的に観察できるため、苦情食品の多くは “カピ様異物の混入門として

保健所に届けられ、異臭や変色の苦情原因になることもある。目視によりカピ発生が確認できた食品は、通常、商

品価値を失い、消費者の口に入ることはない。しかし、食品の原材料がカビ毒に汚染された場合は、正常な食品と

して喫食される可能性が高い。マイコトキシンには急性毒性以外に、微量を長期間摂取することにより発生する慢

性毒性があり、発がん性や免疫抑制等の毒性を有する。わが国の食品衛生上の規制は、カピ発生に対しては清涼飲

料水の成分規格だけであるが、食品中のマイ コ トキシンに対しては現在、アフラト キシンBi、デオキシニパレノ ー

ル、パツリンの3種の暫定基準値あるいは基準値が定められている。本稿では、カビが食品の品質や安全性に及ぼす

影響について考察した。
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<Summary> 

Moldy food spoilage and mycotoxin contamination in foods are major problems in food hygiene. Many complaint 

foods were notified to community health center as“contamination of foreign matter such as mold" or as“food with 

unpleasant odor and discoloration”. The consumers complained that仕ieywere worried about their unconscious intake 

of moldy food. 

Generally, occuπence of molds loses the commercial value of food and makes the consumers stop ingesting the 

complaint food. However, the consumers will unconsciously eat出emycotoxin contaminated food because they can not 

confirm as the complaint food. The mycotoxins show the chronic and acute toxicity. The serious and substantial 

problem of mycotoxins is to get into the chronic toxicity as carcinogenicity and immunodeficiency.百ierefore,3 kinds of 
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mycotoxin, aflatoxin Bi. deoxynivalenol and patulin, are currently regulat怠din Japan. Furthermore it needs to be 

regulated other mycotoxins. 

In this review, we discuss on the complaint foods, influence of food quality, food regulation and food safety including 

my co to組nsby food-borne molds. 

1. はじめに

食品衛生上カピが問題となるのは、カビの発育を原因

とする食品の変質・変敗やマイコトキシン（カビ毒）汚

染である。細菌とは異なり、カビの発育は肉眼的に容易

に識別できるため、苦情食品の多くは “カビ様異物の混

入”として保健所に届けられ、異臭や変色の苦情原因に

なるとともある。後で誤飲・誤食してしまったと気づき、

健康被害が心配という訴えも多い。

大阪府内（大阪市、堺市、東大阪市、高槻市を除く）

で発生した食品苦情は、 2004年度が1,513件I）、2005年度

が1,311件2）で（図1）、過去の発生件数もほぼ同様の傾

向であった。食品苦情の内容をみると、当該食品の摂取

後に何らかの食中毒様症状を訴える有症苦情が一番多

く、次に昆虫、毛髪等の異物混入であり、カピに関連す

る事例は苦情件数全体の数%を占めるに過ぎない。地方

自治体に報告される事例が少ないから と言っても、それ

は必ずしも食品衛生上カビ汚染の問題が少ないことを反

映しているとは限らない。カビによる食品苦情の多くは

目視によりカビが発育していることを疑われた例がほと
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んどであり、食品の原材料がカピ毒に汚染された場合で

は、正常な食品として喫食される可能性が高い。大量の

マイコトキシンを摂取すれば急性毒性が発揮され、実感

する健康被害が発生するが、少量のマイコトキシン摂取

では、たとえ発症しでもその臨床症状は慢性に経過する

ことがほとんどであるために、健康被害を受けた事例と

して統計に表れることはなL、。カビそのものに対するわ

が国の食品衛生上の規制は清涼飲料水の成分規格だけで

あるが、食品中のマイコトキシンに対しては現在、アフ

ラトキシンBぃデオキシニパレノール、 パツリンの3種

の暫定基準値あるいは基準値が定められている。ここで

は、カビが食品の品質や安全性に及ぼす影響について述

べる。

2. わが国のカビに関連した苦情の実情

カピの食品苦情事例の実態を明確にするため、厚生労

働省の謂査研究が実施された九 苦情事例を食品の種類

別にみると、菓子類（28%）が最も多く、次いで噌好飲

料（23%）、パン（10%）、野菜果実とその加工品（8%）、

・2005年度・2004年度

~司シ唱争今令、ーややふ 4号、や a司シ唱。
4ら今~ J,lら 4ら今 今必 φ・＇ ~·令⑧ 61

ぷJグ グりγ 〆〆允
図1 2004年度と2005年度において大阪府食の安全推進課lζ届け出があった食品苦’情内容とその件数

Figure 1 Osaka prefectu「algovernment's repo代son consumer complaints about food in 2004 and 2005 
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図2 力ピ苦情食品の種類
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Figure 2 Types of foods for which complaints of fungal contamination were made 

魚介と魚介加工品（7%）の順であった（図2）。

「加工 ・調理食品」と「生鮮食品・未加工品Jに分け

ると、実際の苦情事例の90%以上が「加工・調理食品J

で報告された。これは「生えてはいけない市販製品にカ

ビが生えたJという消費者心理が働いた結果であると思

われる。全事例1,096件のうち、苦情食品を喫食した事

例が44%あり、そのうちの18%が何らかの臨床症状を

訴えた。検出されたカビの種類と健康被害状況の聞には

関連性がみられなかったため、カビによる食中毒と断定

することは早計である。むしろ、消費者にとっては「カ

ピを食べてしまった」という心理的ショックにより体調

不良を訴えたというのが実情ではないかと推察される。

3. カビが食品の品質に及ぼす影響

栽培中の果実、野菜、穀類、ナッツ等はカビを含め微

生物の侵入に強い抵抗性を示すので、 一般的には当該作

物と特異的な関係にある植物病原菌のみにより侵害され

ることが知られている川、 ところが、収穫されて食品と

なった後には、食品成分、水分活性、 pH、液体／固体の

ような食品特有の物理化学的な性質や、温度、酸素分圧

などの食品の保存条件に適応する種類のカビが主体とな

って発育することになるけ）。 菓子類は一般にデンプンや

糖類が主成分であり、水分活性が0.8～0.92と低いため

に、 WallemiasebiやEuroti umなどの好調性カビ（水分
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活性が低いところに好んで生えるカビ）に汚染されやす

い。チョコレートにも Scopulariopsishalophilica、

Chrysosporium危rinicola1＞ などが発育する。洋菓子にイ

チゴやブドウなどの果物を使用する場合は、畑土壌由来

の灰色カビ病菌であるBo句rsiscinereaやクモノスカビと

呼ばれるRhizopusstoloniferなどが発育する場合がある。

ウーロン茶と野菜果実飲料にカビ汚染が多く報告され、

カビが目視で確認しにくいために誤飲することが多いよ

うである。このような晴好飲料を汚染するカビとしては、

生活環境中に常在している CladosporiumやPenicillium、

湿った環境中に好んで生えるAureobasidiumやExophiala,

85℃、 30分の加熱でも生存できる耐熱性カピである

Neosartorya、Byssochlamys、Talaromycesなどがある。

ペットボトルや缶詰の清涼飲料水には耐熱性カビが、

低温流通の食品に好冷性カビが、アルコールを使用した

食品にはアルコール耐性のカビ8）が出現するというよう

に、食品の種類が豊富になるとともに、飲食物を汚染す

るカビも多様化する傾向にある。また、近年の食品原料

の輸入増加にともない、わが国に存在しなかった

Syncephalastrum、Cunninghamella、Rhizomucor、A.

ohraceusなどが、東南アジア産の米、ソルガム、コー

ヒー豆などの食品とともに諸外国から持ち込まれるよう

になった9）。 乙れらのカビの中には熱帯・亜熱帯地域に

分布するものも多く、地球温暖化にともなって圏内にも

定着する可能性が危↑具される。
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4. カビと食品衛生法

わが国の食品の規格基準叫でカビに関係する項目があ

るのは清涼飲料水だけである。清涼飲料水の成分規格に

は、「沈殿物又は固形の異物があってはならなL)Jとあ

り、カビが発生した場合は規格違反となる。その他の食

品に対しては適用する規格基準がないため、カビによる

苦情食品に対する行政の対応は、食品衛生法第6条違反

を根拠としている。第6条には、販売を禁止するものと

して「有毒な、若しくは有害な物質が含まれ、若しくは

付着し、又はこれらの疑いがあるもの」「不潔、異物の

混入又は添加その他の事由により、人の健康を損なうお

それがあるもの」と記載されている。市販食品でカピが

発生したものについては、カピを同定するとともに、汚

染が起こった原因を調査し、広域に流通していて人の健

康を損なうおそれがあると判断した場合は回収命令など

の措置がとられることになる。現実には、市販食品でカ

ビが発生すれば商品価値を無くし消費者の不信感を招く

ため、カビの種類に関係なく、企業が自主的に当該食品

を回収する場合がほとんどである。

カビは私たちを取り巻く様々な環境や、種々の食品の

原材料中にも広範囲に分布する。このため、カビは食品

が消費者に届くまでのフードチェーンのあらゆる段階で

混入・発生する可能性を秘めており、それぞれの段階で

の適切な制御・管理が不可欠で、ある。過去の汚染食品と

原因カビとの聞には、ある程度の相関性が認められてい

る。したがって、苦情食品からカピが検出された場合、

そのカビを同定することにより汚染経路を解明し、カビ

汚染防止対策を立てるための重要な手がかりとなること

が期待できる。すなわち、カビ発生食品の汚染原因・汚

染個所を割り出し、科学的な汚染防止処置を施すことが

再発防止に繋がり、これにより安心・安全な食品の提供

が可能となる。

5. カビが食品の安全性に及ぼす影響

(1）カピを原因とする急性食中毒（真菌性食中毒）

わが国においては少なくともここ数十年間、カピによ

る急性食中毒の発生は報告されていない。そのもっとも

大きな理由は、カビが生えた食物を強いて食べなくても

よくなったという食糧事情にあると推察される。

カビを原因とするヒトの食中毒では、ライ麦に寄生す

る麦角菌（Claviceps purpurea）に起因する麦角中毒が

もっとも古い記録として残されている。麦角中毒は麦角

菌が産生する麦角アルカロイドを原因として、ライ麦を

主食としていた中世ヨーロッパでしばしば発生した。産

撃性と壊痘性が激しく、あまりにも恐ろしい中毒症状の

ため、‘聖アンソニーの火’と呼ばれ、人々を恐怖に陥

れたと伝えられている 11）。 1890年頃にはロシアで赤カビ

(Fusarium）が寄生した麦で、作ったパンを食べ、頭痛、

めまい、悪寒、幅吐、視力障害などの中毒症状を起こし

たという記録が残っている ll）。わが国においても、 1940

年代から 1950年代にかけて、北海道産の小麦粉で作った

パンやウドンを食べ、吐き気、幅吐、下痢、腹痛、浮腫、

発疹等の症状を呈する食中毒事件が全国で散発的に発生

した12）。原材料の小麦が高率に赤カビ病に擢患してい

たことが原因であった。第二次世界大戦後、食料不足の

中で輸入した米がカピ （Penicillium）で黄変していた、

いわゆる黄変米事件も有名である九 Penicilliumの代謝

産物に毒性があることが指摘され、当時、約15万トンも

の輸入米が食用不適となった。このようなことを顧みる

と、人類の歴史が常に飢餓との戦いであったことから、

史実に埋もれた真菌性食中毒の発生数は計り知れないと

想像できる。

発展途上国においては、現在でも真菌性食中毒危機が

回避されていない。 2004年にケニアにおいてアフラトキ

シン中毒が発生し、 317人の黄痘患者が報告され、その

うち125人が死亡した（患者致死率： 39%）回。湿気の多

い環境下でトウモロコシを保存したため、保存中にアフ

ラトキシン産生菌によって高レベルのアフラトキシンが

産生され、それを喫食したためと考えられた。 2005年に

は、アメリカでアフラトキシンに汚染されたペットフー

ドを食べた犬が23匹死亡し14）、同じペットフードでイス

ラエルでも犬23匹が死亡した事例が報告された。このよ

うに現在でも食品や飼料に対するアフラトキシンの高濃

度汚染は確実に存在しており、監視を怠ることはできな

p。

(2）マイコトキシンの規制の現状

カビによる食中毒は、カピの産生する有毒な二次代謝

産物、すなわちマイコトキシンがその原因本体である。

マイコトキシンには上述のような急性毒性とは別に、微

量を長期間摂取することにより発生する慢性毒性があ

り、発癌性や免疫抑制等の毒性を有するため、食品衛生

ILSI No.89-5] 



第6回食品リスク研究講演会 ～力ビ毒のリスク評価について～ I .力ピと食晶衛生

学上非常に大きな問題となっている。マイコトキシンと

して報告されているものには100種類以上あるが、特に

重要なものはアフラトキシン類、オクラトキシンA、パ

ツリン、ゼアラレノン、トリコテセン類、フモニシンで

ある 1九農産物の貿易自由化が促進される中、マイコト

キシンによる食品汚染は世界の関心事であり、各国にお

いて食品や飼料中に含まれるマイコトキシンを積極的に

規制する方向に進んでいる。国際的には、 FAO/WHO合

同食品添加物専門家会議 (JECFA）が科学的データによ

りリスク評価を行い、その結果に基づいて、国際食品規

格委員会（Codex）で規格基準設定に向けた審議がなさ

れている1ぺわが国においては、食品への暫定基準値ま

たは基準値が設定されているマイコトキシンは、現在の

ところ、アフラトキシンB1、デオキシニパレノール、パ

ツリンの3種である。アフラトキシンB1は全食品を対象

に10μg/kg （暫定）、デオキシニパレノールは小麦を対

象に1.1mg/kg （暫定）、パツリンはリンゴジュースを対

象に50問／kgの基準値が定められている。世界の現状を

見ても、個々のマイコトキシンのリスク評価の作業が進

行するにつれ、現行規制値の再評価を含め、新しい規制

値の制定が検討されていくと考えられる 16）。

このように、ヨーロッパ連合、アメリカ、オーストラ

リア、日本等の先進国は食品中のマイコトキシンを監視

する充分なインフラが構築されているため、 Codexの規

格基準に従うことは容易である。ところが、発展途上国

においては、自国内の食品中のマイコトキシンをモニタ

リンク守する乙とさえ難しく、 Codexの規格基準は農産物

輸出のハードルをますます高くすることになる。その結

果として、安全が保証された高品質の食品は外国に輸出

され、低品質の、より危険な食品が自国内に残されるこ

とになるという負の側面も生じている 1九 2007年の世界

人口は約66億であるが、 2020年には約76億まで増加す

ると予想されている。増加率の高い地域のほとんどは発

展途上国である。食糧危機が叫ばれて久しいが、充分な

食糧の確保こそ、安全でー質の高い食品を供給する大前提

となる。

(3）マイコトキシン産生カビの制御

マイコトキシンは低分子の化合物で耐熱性であり、い

ったん生成されると通常の加工調理過程では破壊されな

いため、最終製品まで残る。つまり、マイコトキシン汚

染を防止するためには、農作物においてマイコトキシン
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産生カビをLEかに制御し、マイコトキシンを産生させな

いようにするかがもっとも重要となる。マイコトキシン

産生カビと農作物との聞には非常に強い関連性がある 15,

18）。 Fusariumgraminearum ( Gibberella zeae）はムギ類

またはコメに赤かび病を発生させる植物病原菌で、栽培

中にデオキシニパレノール、ニパレノール、ゼアラレノ

ン等のマイコトキシンを産生する。 F.verticilloides ( G. 

moniliformis）もトウモロコシに赤かび病を発生させる

植物病原菌で、同じく栽培中にフモニシンを産生する。

アフラトキシンを産生するAspergillusflavusはナッツ類

とトウモロコシに強い親和性がある。 P.expansumはリ

ンゴの果実に特異的に侵入し、大量のパツリンとシトリ

ニンを産生する。これらのカビはそれぞれの作物畑の土

壌に定着して生息しており、農作物が干魅、多雨、冷夏

などの異常気象のストレスに晒された時、植物が病原菌

に対して生成する抗カビ物質、ファイトアレキシンの産

生能力が低下し、カビに感染すると言われている 1ぺ虫

害や収穫の際に生じた機械的な傷もカビが農作物に侵入

するのを容易にする。したがって、カビの発育とマイコ

トキシンの産生を抑制するためには、収穫後の速やかな

乾燥や冷蔵等と併せて、プレハーベストの作物の管理も

重要となる。

6.おわりに

Codexでは、「食品衛生とは、フードチェーンの全て

の段階において食品の安全性（safety）と適切性

(suitability）を保証するのに必要なあらゆる条件と方策

をいうJと定義されている。食品には安全性だけではな

く、食品が本来備わっている栄養、鮮度、食昧性等を含

めた、いわゆる食品としての高度な品質が要求される。

市販食品でのカピ発生は、マイコトキシンによる“食品

の安全性”というよりは、むしろ“食品としての高度な

品質”が損なわれることが直接的な問題になると考えら

れる。市販食品のカビ汚染によって健康被害が発生しな

くても、現在のような情報化社会ではインターネット等

により悪評は瞬時に広まる可能性があるため、適切な対

応を怠れば企業イメージの失墜に繋がり、大幅な売上減

やシェアダウンも避けられない状況にある。
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カビ毒（マイコトキシン）は、カビの産生する二次代謝産物で、ヒトや動物に健康被害を引き起こす毒性を有す

る化合物である。今までに報告されたカピ毒は1,000種以上にのぼるが、ヒトや動物に健康被害を号｜き起すことが明

白になっているカピ毒は限られている。しかし、引き起される健康被害は、発がん性をはじめ、免疫不全、内分泌

かく乱など、生命維持を脅かすものが多いため、その対策は食の安全を確保する上で重要な問題となっている。

我が国においては、カビ毒は主に輸入食品の摂取から暴露されることが多い。カビ毒の暴露を最小限に抑えるた

めには、基準値を設定して監視するととが最も有効な手段である。基準値設定には、まずその危害因子（カビ毒）

の毒性を知ることが大事である。本稿では、食品に汚染する主要なカピ毒の毒性を紹介し、今の汚染実態および今

後問題となるカビ毒について考察した。
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<Summary> 

Mycotoxins are toxic secondary metabolites of fungi. Although thousands of mycotoxins exist, only a few 

occu汀 encesof unavoidable natural contaminants in foods are a serious problem. 

When mycotoxins are present in foods as relative low level, continuous intakes induces chronic diseases, such as 

cancer, immunodeficiency and nephritis. This is a significant problem as well as acute toxicity of these mycotoxicosis. 

To prevent the exposure to these mycotoxins, the best way is to establish the standard based on scientific data. In出is

article, we summarized the risk files of the five mycotoxins: aflatoxins, ochratoxin A, patulin, trichthecenes and 

fumonisins as typical contamin叩 tsin food worldwide and also discussed the fu加reproblem in mycotoxin regulation. 
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1. はじめに

カビ毒（マイコトキシン）とは、その名の通りカビが

産生する毒素であり、ヒトや動物に健康被害を起こす化

合物を指す。現在までに1,000種以上が発見されている

が、食品を汚染し食品衛生上問題となるカピ毒は非常に

限られている。特に国際的に食品汚染物質として問題と

なるカビ毒は6,7種である。

カピ毒産生能を有するカビは土壌中に常に存在し、農

場で栽培される農作物に寄生する場合もあるし、付着す

る場合もある。そして、農場や貯蔵倉庫などでそれらに

とっての快適な温度湿度条件に至った場合、増殖しカビ

毒を産生し始める。土壌中のカビを根絶することは不可

能であるため、カピ毒汚染をゼロにすることはできない。

カピ毒に暴露する経緯には、農作物からと畜産物から

の2通りがある。農作物からの暴露は、カビ毒汚染農作

物を摂取することで起こる。畜産物からの暴露は、カビ

毒汚染の飼料を給餌された産業動物の乳、卵、肉および

それらの加工品を摂取することにより起こる。いずれに

しても、カビ毒は低分子であり耐熱性であるため、調理

加工中のカビ毒の減表は望めず、食卓に上がる食品での

カビ毒の残存は避けられない。

カビ毒の毒性には、他の化学物質と同様に急性毒性と

慢性毒性がある。限られた食料しかない場合には、カビ

毒汚染が疑われる食糧を食べざるをえない。そこで急性

中毒が起こるのである。 21世紀になっても、アフリカで

はアフラトキシンによる大規模な急性毒性事例が起こ

り、多くの人が亡くなっている。しかし、我が国のよう

に食糧事情が良い国では、少量を継続的に摂取すること

で起こる慢性毒性が問題となってくる。高齢化社会の到

来とともに、このような慢性毒性の顕在化も今後注意し

なければならないだろう。

輸入食品依存率の高い我が国において、このような慢

性的暴露を避けるために最も有効な手段は、適切な基準

値の設定だと思われる。そして適切な施策を講じるため

には、科学的な根拠を示すことが要求される。では基準

値を設定するための科学的根拠とはどのようなものなの

だろうか。本稿では、食品を汚染するカビ毒の中から、

アフラトキシン、オクラトキシン、オクラトキシンA、

パツリン、トリコテセン系カビ毒、フモニシンを取り上

げ、その毒性および汚染実態および基準値について紹介

したい。

2. アフラトキシン

アフラトキシン（AF）の類似体は10種類以上あり、

図1に食品に多く検出されるアフラトキシン類の構造を

示した。

毒性および食品中の汚染実態から、最も重要なものは

AFB1で、あり、次いで、AFB2、AFG1、AFG2、AFM1および

AFM2で、ある（図1）。 AFB1、AFB2、AFG1およびAFG2は

Aspergillus .flavusやA.parasitlcusなどのカピが産生する

アフラトキシン類で、食品中に汚染する頻度が最も高く、

この4つをトータルアフラトキシンと呼んでいる。その

ため、多くの国において食品中のアフラトキシン規制は

トータルアフラトキシンを対象にしている。 AFM1およ

び、AFM2は、 AFB1および AFB2の代謝物で、あり、乳に多

く検出される。

アフラトキシン類は365nm付近の紫外線照射下で非常

に強い青色（AFB1、AFB2、AFM1）または緑色（AFG1、

AFG2）の蛍光を発する。

。

アブラトキシンB1 アフラトキシンB2

アブラトキシンG1 アフラトキシンG2

。

アフラトキシンM1 アフラトキシンM2

図1 食品に汚染する主要なアフラトキシン類

Figure l Structure of aflatoxins 
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しかし、同じAspe1玄illus属であっても 酒や味噌、醤

油等の発酵食品を製造するために我が国で古くから麹カ

ビとして使用されてきたA oryzaeとA.sojaelま、 AFを産

生しないことが確認されている。

ヒトにおける急性中毒例はアフラトキシコーシスと呼

ばれ、肝臓障害を主な症状とする。台湾、ウガンダ、西

インド、ケニア、マレーシア、ケニアなどで報告があり、

近年では2004年にケニアで大規模な中毒が発生し、死者

125名を数えた。

慢性毒性としては、 AFB1は、現存する天然物中で最

も発がん性が高い化合物として知られている。国際がん

研究機関（IARC）における評価では、グループ。（ヒ

トに対して発がん性あり）に分類されている。ヒトにお

いての発がんリスクは、 1日体重lkg当たり lngのAFB1

を健常人が一生涯摂取した場合、 10万人に0.01人、肝炎

ウイルス感染者の場合は0.3人と推定されている。

AFG1およびAFM1は、動物実験においてその発がん性

は実証されており、 IARCにおいてグループ2Bに分類さ

れる。その毒性はAFB1の10分の lと推測されている。

体内に吸収されたAFB1は肝臓等のチトクロームP450酵

素系（CYP1A2, CYP3A4）によってAFM1、AFP1、AFQ1

などに変換され、原や糞から排池される。一部のAFB1

は、チトクロームP450酵素群（CYP3A4）によりAFBi-

エポキシドに変換されDNAや細胞内の高分子化合物と

共有結合する。タンパク質と結合したものは、タンパク

分解酵素で分解され、最終的にはAFBi-リジン付加体と

なって、血液に移行する。 DNAに結合したものはAFBc

DNA付加体となり、遺伝子変異を起しがんを誘発する 1)。

最終的には分解酵素によりAFBcグアニン付加体となり、

原や糞から排池される。一方、 DNAなどに結合しなか

ったAFB1－エポキシドからは、グルタチオン・トランス

フエラーゼによりグルタチオン抱合体が形成され、解毒

される。 AFBi-グ、アニン付加体やAFBrリジン付加体など

は発がん、活’性のバイオマーカーとして使われている（図

2）劫。

日本では、 AF産生菌も熱帯地域に比べて少なく、気

候条件から考えても、国内では、南の一部地域を除いて

AF汚染が起きる可能性はほとんど皆無で、ある。そのた

め、国内で市販されている食品および食品原料でAF汚

染が認められたものの多くは輸入食品である。ピーナッ

ツ（中国、米国産）、ピスタチオナッツ（イラン産）、ブ

ラジルナッツ（ブラジル産）、アーモンド（米国産）、ゴ

マ（中国産）、 トウモロコシ（米国産）、そば、ハトムギ

（タイ、中国、ベトナム産）、カカオ、製簡原料用雑豆

（ミャンマー産）、ナツメグ（インドネシア産）、唐辛子

（中国産）、パプリカ、白コショウ等で、我が国で定めら

-protein adduct AF・DNAadduct AF-GSH －－－－£＞糞、尿

干ヰ謀、？
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図2 アフラトキシンB，の体内動態

Figure 2 Metabolism of aflatoxin 81 
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れている規制値（10μ g/kg）以上のAFBlが検出された

報告がある九

カビが産生するものである以上、原産国の気象条件の

影響を受けるが、我が国では、行政や企業の努力によっ

て市販食品のAFの制御が行なわれている。市販食品の

調査または輸入時のモニタリングにより規制値以上の

AFが検出されると、厚生労働省から検査命令が出され、

輸入時に全ロット検査をすることが義務づけられる。ま

た、食品の安全性に対して意識の高い商社や食品製造会

社等が、食品や食品原料をAF汚染の少ない国から調達

したり、原産国に行ってAF汚染を最小限に抑える農業

規範の導入を促したりして、 AFによるヒトへの暴露を

最小限に抑える努力をしている。そのため、我が国での

食品からのAFの暴露量は極めて低いレベルにある。

3. オクラトキシン

オクラトキシン（OT）には10種類ほど同族体がある

が、食品への汚染が最も問題とされているのは、 OTAお

よびOTBである（図3）。 OTAはフェニルアラニンが結

合したイソクマリン骨格を有しており、 OTBは、 OTA

からクロル体がとれたものである。 OTAおよびOTBは

366nmの紫外線照射下でそれぞれ緑色および青色の蛍光

を呈する。

OTはAspergillus属およびPenicillium属のカビによっ

て産生される。前者は温帯～熱帯地方、後者は比較的涼

しい地域から温暖な地域にかけて分布しているため、世

界中に汚染が広がっていると考えられる。

「可児、、~ /COOH 

~ Eアc¥.
~，， 

CH3 

R 

R 

オクラトキシン A Cl 

オクラトキシン B H 

図3 オクラトキシンの構造図
Figure 3 Structure of Och「atoxinA 

OTAの急性中毒としては、腎炎が挙げられる。今まで

実験に供された晴乳類すべてにおいて腎炎が誘発された

ため、ヒトにおいても腎炎を起こすことが推察される。

そのため、バルカン諸国（旧ユーゴスラビア、ブルガリ

ア、ルーマニア）の特定な地域で古くから見られる腎障

害（バルカン腎症）とOTAとの相関性が指摘されている。

豚では腎臓への感受性が最も高く、 0.2mg/kg

(0.008_g／体重lkg／日）の投与で腎機能低下をもたらすの。

慢性毒性としては発がん性が動物実験で実証されてお

り、 IARCはOTAの発がん性を、グループ2B（ヒトに対

して発がん危険性の可能性がある）に分類している司。

しかし、 OTAの発がんメカニズムについての確証的な

証拠はまだ明らかになっていない。今まで得られた研究

成果から、 OTAの発がん性はOTAが活性酸素種を発生

させ、細胞毒性を誘発するという説が有力である＠。

コーデックス委員会では、 2007年6月にJECFAで行わ

れる毒性の再評価の結果を受けて基準値を5陪／kgとす

るか20陪／kgとするかを決定する予定である。 OTAの

汚染が多いヨーロッパ諸国では、すでに37か国で基準値

が設けられており、そのうち29か国で5μg/kgを採用し

ている。規制対象食品は、穀物だけでなくワイン、コー

ヒ一、グレープジュース、乾燥果実等の噌好品にも及ぶ。

また、実態調査結果を踏まえてベビーフードには厳しい

基準値を設けている。

4.パツリン

パツリンは、 Penicillium属、 Aspergillus属等の多くの

種類のカピによって産生されるか不飽和5員環ラクトン

化合物の一種である（図4）。

特にリンゴおよびその加工品に含まれるパツリンに対

。

OH 

図4 パツリンの構造式
Figure 4 Structure of Patulin 

。
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表 l 主なマイコトキシンの一日耐容摂取量と日本の基準値

Table 1 PMTDI and Japanese standard of main mycotoxins 

Mycotoxin PMTDICTECFA) Japaneese Standard 

(mg/kg) (μ g/person kg/day) 

AF Bl o.oi 

OTA 100 

(μ g/person kg/week) 

DON 1 1.1 

T-2組 dH下2 0.06 

ZEA 0.5 

FUM 2.0 

PAT 0.4 0.05 

JECFA: WHO/FAO Joint Expert Commit慨 ofFood Additives, AFBl: Aflato必nBl, OTA: Ochratoxin 

A, DON: Deο可nivalenol,T-2：下2toxin, H下2:HT-2 toxin, ZEA: Zearalenon, FUM: FumonisinBl, B2, 

しては、コーデックス委員会で基準値（0.050mg/kg) 

を設定しており、ヨーロッパ諸国を中心に48か国で同様

の基準値を設けている。圏内での汚染事例もあり、 2003

年に厚生労働省は、食品衛生法第7条第一項の規定に基

づき、食品、添加物等の規格基準の一部を改正し、リン

ゴジュースおよび原料用リンゴ果汁に係るパツリンの規

格基準（0.050mg/kg）を設定した（表1）。

パツリンは、抗生物質として当初発見されたが、その

急性毒性が強いため、マイコトキシンとして認識される

ようになった。投与動物において胃、腸、肝臓、肺など

に充血、出血、壊死が見られる。細胞レベルで催奇形性、

遺伝毒性があるという報告があり、発がん性が疑われて

いたが、 2年間の反復投与試験ではマウスおよびラット

の両者において発がん性は認められず、 IARCでは、動

物実験においても充分な発がん性は認められないとされ

た九現在までにパツリンのヒト中毒例や疫学的報告は

ないが、 WHO/FAOJoint Export Committee of Food 

Additives and Contaminants CTECFA）は、パツリンの一日

耐容摂取量を体重lkg当たり 0.4μgとしている（表1）。

しかし、乳幼児などの長期間摂取の影響はまだわかって

いない。
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5. 卜リコテセン系カビ毒

トリコテセン系カビ毒は、構造によりA～Dの4つの

タイプに分類されているが、食品衛生上重要なものは、

タイプAとBである（図5）。タイプAには、 τ~2 トキシン、

HT-2トキシン等が含まれ、タイプBはC-8にカルボニル

基を有し、ニパレノール、デオキシニパレノール等が含

まれる。

トリコテセン系カビ毒のヒトにおける急性中毒として

は、 ATA症（alimentarytoxic aleukia：食中毒性無白血

球症）が代表例として挙げられる。この事例は、 1940年

代に旧ソビエト連邦シベリア、アムール地区で越冬した

雑穀を摂食して起きた中毒で、原因は雑穀に着生してい

たカピFu錨 riumsporotrichioideが産生するカピ毒である

と考えられた。のちにこのカビ毒はタイプAの下2トキ

シンであることが動物実験で明らかになった。我が国に

おいても第2次世界大戦後（1946-1963年）、食料難から

北海道、東京、高知、神奈川、静岡、鹿児島で赤カビ病

に擢った小麦を原料に作られたうどんや米飯において、

多数の食中毒が発生した。それらの食材からタイプBの

ニパレノールやデオキシニパレノールなどが検出された

ことから赤カピ中毒症とも呼ばれている。

トリコテセン系カビ毒の慢性毒性としては、顕著な発

がん性は見られないものの、先のATA症で証明されたよ
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図5 トリコテセン系力ピ毒の構造式

Figure 5 Structure of T「ichothecenes

うな強い免疫毒性が挙げられる。実験動物においてはニ

パレノールやデオキシニパレノールが、血中の免疫グロ

ブリンA異常尤進によるlgA腎症や易感染’性が報告され

ている。

食品汚染に多いトリコテセン系カビ毒は、デオキシニ

ノtレノー）！－－ とニノtレノール、 T-2トキシン、 HT之トキシ

ンなどであるが、特にデオキシニパレノールは世界的に

汚染が報告されている。ニパレノールの汚染は、日本、

韓国、ヨーロッパの一部およびニュージーランドと限局

している。日本では2002年から精力的に小麦の汚染実態

調査が行われており、デオキシニパレノール（41.2%の

検出率）とニパレノール（35%の検出率）の同時汚染が

多く、その汚染比は地域により異なることが報告されて

いる。北海道では、デオキシニパレノールの比率が大き

くニパレノールはほとんど検出されないが、本州ではニ

パレノールの検出比率が高い。四国，九州ではデオキシ

ニパレノールとニパレノールの汚染には相関性が認めら

れている叱

我が国では、 2002年に厚生労働省が、小麦玄麦を対象

に1100μg/kgとする暫定基準値を設定しているが（表

1）、今後ニパレノールの毒性評価が明らかになった時点

で、再度基準値の見直しが行なわれる可能性がある。

H H H 
H,C、／久 I ,Q、｜｜

守 可グ γ マ一一寸－－R1
I ~o 

o--、Y〆 ＼可子一一一一一t--H
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6. フモニシン

フモニシンは1990年になって発見された新しいカビ毒

であり、 Rmoniliforme等、多くの種類のFusari um属菌

によって産生される。その構造は長い炭化水素鎖とアミ

ノ基を有する（図6）。分子量は700以上とカビ毒の中で

は比較的大きな分子である。フモニシンには、数種類の

同族体があるが、食品を汚染する主なものは、フモニシ

ンB1、フモニシンB2およびフモニシンB3である。

フモニシンの構造は、動物の細胞の膜脂質の構成物質

HOCC~. 
R2 OH 

H3C' 
CH3 

C同：、ca~守sR1 

NH2 

HOOC 

R1 R, 

フモニシン B, OH OH 

フモニシン B2 H OH 
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図6 フモニシンの構造式

Figure 6 Structure of Fumonisins 
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であるスフィンゴシンに類似しており、スフィンガニン

のアナログとしてスフィンゴリピッド生合成系における

N・アシルトランスブエラーゼの働きを阻害する9）。フモ

ニシンの発がん性は実験動物を用いて既に実証されてい

るが、ヒトでは食道がんとの相関性を疑われているもの

の、因果関係を確証付ける疫学調査はまだない。フモニ

シンB1、弘、 Bsのうちで最も毒性が強いのはB1である。

JECFAの定めたフモニシンB1+B2の一日耐容摂取量は

2μg/kg/dayである（表1）。

ウマが運動失調や姿勢異常を示す白質脳症は、フモニ

シンが原因物質として起こる。最近ヒトへの被害として、

神経管閉鎖障害が疑われている。 1990年から神経管閉鎖

障害の新生児が増加し、メキシコのキャメロン郡だけで

6週間のうちに6人の無脳症または脳不全児が生まれた。

この地域ではその年、主食となるトウモロコシにフモニ

シンが多く汚染していたことからフモニシンが疑われ

た。今までには直接的な研究成果は得られていないが、

その解明が進められている 10）。

フモニシンは今のところ6か国で規制されているにす

ぎないが、対象となるフモニシンはB1のみであったり、

B1+B2であったり、あるいはトータルフモニシン

(B1+B2+Bs）であったりと、国によって異なっている。

我が国で始めた実態調査結果から、ポップコーンから比

較的高レベルのフモニシンが検出されている。さらに大

豆からも低レベルではあるが検出されている。

フモニシンは、アフリカ、アメリカ、アジアをはじめ、

ヨーロッパを含む世界中のトウモロコシから高頻度に検

出され、 300mg/kg以上の高濃度のフモニシンB1が検出

されることがある。また、 トリコテセン系カビ毒や、ア

フラトキシンとの複合汚染も見られていることから、今

後注目すべきカビ毒のひとつである。

7. おわりに

食品汚染が問題となる主要なカビ毒に焦点を当て、そ

の構造、毒性、汚染状況、基準値などに関して紹介して

きた。我が国は輸入食品依存国であるにもかかわらず、

カビ毒に関する基準値策定はあまり進んでいなかった。

しかし、近年の食の安全への関心の高まりを背景に、カ

ビ毒の健康被害への理解が広まりつつある。国際的にも

カビ毒に対するリスク評価や対応が進んでおり、我が国

も率先して取り組んでいくべき課題である。
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ILSI Japan事務局長

浜野弘昭
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末木一夫

第28回栄養・特殊用途食品部会会議が、 2006（平成18）年10月30日（月）ー11月3日（金）、タイのチェンマイ

(Sheraton Chiangmai Hotel)で開催された。参加者は、 45か国政府およびEC、27国際機関およびNGOから合計254

名、日本から、内閣府食品安全委員会 (1）、厚生労働省（3）、農林水産省（1）、（独法）国立健康・栄養研究所（1）、

およびテクニカルアドパイザー（3）の合計9名が参加した。なお、政府代表団以外の日本からの参加者は、国際生

命科学研究機構 (ILSIJapan）、国際飲料工業協会 (ICBA）および国際グルタミン酸協会 (IGTC）から計6名であっ

た。

なお、本会議に先立ち、 10月28日（土）に乳児用調製乳の規格改正案に関するワーキンググループ会議（CRDl）、

29日（日）にILSISEA (Sou出 EastAia）主催の健康強調表示に関するPre-CodexMeeting、さらに30日（月）早朝

に非公式のアジア連絡会議が開催された。以下に、主な議題に関する討議内容を要約した。

* * * * * * ＊宮町女常食＊ * * * * * * * * 

<Summary> 

百1e28th Session of the Codex Committee on Nutrition and Foods for Special Dietary Uses (CCNFSDU) was held 

仕om30 October to 3 November 2006 in Chiang Mai，τbailand. The Session was attended by 244 delegates, observers 

and advisors representing 45 member countries, one member organization and 24 international organizations. The 

summarγand conclusions of the Session of CCNFSDU are as follows: 

Matters for Adoption by the Commission at Step 8：τbe Committee agreed to advance the Draft Revised Standard 

Report of the 28th Session of the Codex 

Committee on Nutrition and Foods for Special 

Dietary Uses 

HIROAKI HAMANO 

Danisco Japan, Ltd. 

Executive Director 

ILSI Japan 

KAZUO SUEKI 

Director, Scientific Information 

｜しSIJapan 

ILSI No.89ーの
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for Infant Formulas and Formulas for Sp配 ialMedical Purposes Intended for Infants: Section A: Draft Revised Standard 

for Infant and Section B: Formulas for Special Medical Purposes Intended for Infants for final adoption by the 30白

Session of the Commission. 

Matters for Adoption by the Commission at Step 5: The Committee agreed to advance the Draft Revised Advisory 

List of NuむientCompounds for Use in Foods for Special Dietary Uses Intended for the Use by Infants and Young 

Children for provisional adoption at Step 5. 

Matters for Consideration at the Next Session: The Committee agreed to return白eDra立Tableof Conditions for 

Nutrient Contents containing provisions on Dietary Fibre to Step 6.百1eCommittee Agreed to retain the Proposed Draft 

Recommendations for the Scien凶cBasis of Health Claims at Step 4 for fur仕1erconsideration. 

With regard to the Implementation of the WHO Global Strategy on Diet, Physical Activity and Heal出，出eComm旭町

砲reedto proceed with the consideration of the revision of the NuむientReference Values (NRVs) for vitamins and 

minerals and to ask CCFL its advice concerning the re吋sionand extension of白elist of NRV s in the Guidelines for 

Nu凶tionLabelling to o仕1er即位ientsassociated with increased and decreased risk of non-communicable diseases. 

官1erewas no support to initiate work for claims for Trans Fatty AcidsσFAs) and include restrictions on both saturated 

and TF As in the conditions for comparative cla泊施．

Matters for Consideration by the Commission: The Committee agreed to start a new work on the establishment 

and application of risk analysis principles by the Committee on Nu凶tionand Foods for Special Dietary Uses.τ'he 

Project Document, prepar吋 byAustralia in CX/NFSDU 06/28/9 would be forwarded to the 30th Session of the 

Commission for consideration of new work proposals. 

1.会議概要

議題 1.議題の採択

議題3食物繊維の規格基準および使用基準に関する討

議に関し、 WHOからの資料がCRD(Conference Room 

Document) 19として会場での資料となったため、各国

の検討時聞が必要として議題6の後に廻し、さらに議題

10の食事、運動と健康に関するWHO世界戦略の実行に

関する討議を同じく議題6の後に（食物繊維の後）、また

同議題に関連し、「穀物を主原料とする乳児および年少

幼児向けの加工食品の規格」の改訂に関するタイおよび

インドからの新規作業提案も同時に扱うこととし、他は

原案通り承認した。ただし、本報告書は当初の議題順と

した。
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議題2. コーデックス委員会総会および他の部会からの

付託事項

第29回CAC総会、 FAO/WHOおよびその他部会から

の報告および付託事項について事務局より報告があっ

た。基本的には報告のみであったが、当部会に関連する

項目については、当該議題の際に詳細を検討した。

また、第57固執行委員会での各部会および特別部会で

の作業の進捗状況に関する以下の提案が承認されたこと

が報告された。

一部会作業の優先順位の設定

一休会中の部会および特別部会の議長に対し過去5年

以上検討中となっている案件に関する見解

-2004年以前に新たな作業として承認された案件につ

いて、執行委員会およびCACに対する作業完了の時

期に関する報告
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議題3.栄養強調表示の使用に関するガイドライン案：

食物繊維の規格基準および使用基準（ステップ7)

第27回会議（2005）より

定義

冒頭、米国より従前通りDPlO支持（カナダ支持）の表

明があったが、同時に、 DP3の場合は単糖および二糖類は

含まれず、平均DP3を意味するものではない旨の意見が示

された。日本をはじめ数か国の代表（タイ、中国、マレー

シア等）がDP3支持を表明した。討議の結果、部会は

DPlOを削除し、さらに、「DP3には単糖および二糖類は含

まれず、混合物の平均DP3を意味するものではなLリ旨の

定義文を追加修正し、合意した。

生理機能特性に関する議論では、数か国の代表は食物

繊維を特徴づけるのに必須で、あるとして、とれを含む乙と

を支持した。米国（日本支持）は、通常は栄養素の定義に

ごのような生理機能特性が含められることはなく、強調表

示の正当化と解釈されかねないとの懸念を示し、さらにそ

のような効果を評価する適切な方法なしに言及すべきでは

ないとした。議論の後、生理機能特性に関する 4項目は

「特性Properties」として定義とは区別して示し、「食物繊

維の定義を用いる際のコーデックス部会に対する勧告jに

あった最後のパラグラフ「生理効果の証明の必要性jに関

する記述も「特性」に移すことで合意じた。

カナダは、伝統的に食品として消費されていない植物

や動物起源の原材料の使用に関する条項追加を提案した

が、部会は「食品原材料（foodraw material) Jで全ての食

物繊維源がカバーされており追加条項は不要とした。

なお、 FAO代表より、 FAO/WHO専門家ワーキンググ

ループが炭水化物の生理学的特性についての科学的証拠と

関連する定義に関して検討中であり、 2006年中頃には結果

が得られるごとが紹介され、部会はその結果を考慮するこ

ととした。

分析法

分析法については、今回会議資料には分析法の資料リ

ストが無く、次回第28回会議にて、前回第26回会議資料

(CX/NFSDU 04/3-Add.l）を基に検討することとした。

強調表示の条件

食物繊維の強調表示は同形食品に限るべきだとするEU

を代表したイギリスの発言に対し、日本は果物や野菜ジュ

ースのように多くの液状食品が食物繊維の供給源となって

いると説明し、現在の液状食品の表示条件を支持した。タ

イ、マレーシア、フィリピン、インド等から、一定量の食

物繊維を含む液状食品が食物繊維の摂取に寄与し、各国の

栄養政策を推進するものであるという賛成意見が続いた。

また、「サービング当たり」という表示、および

l.5g/100kcalという値が適用できるかどうかに関し、米国

は多種の食品でサービング・サイズとエネルギー密度は大

きく異なるのでサービング当たりの値を特定できないと述

べ、また、オーストラリアは、サービング当たりの食事摂

取基準に対する割合で示し、摂取基準とサーピング・サイ

ズは各国で決定するという考えを提案した。この件に関し

ては結論に至らず、液状食品に関する値とサービング・サ

イズに関するオーストラリアの提案を括弧付きとすること

とした。

［結論］

今会議における修正内容に基づき、各括弧内および分

析方法についての各国コメントを要請（2006年4月30日

迄）し、次回会議での検討のためステップ6に戻すことと

した。

WHOは、炭水化物に関する公式のFAO/WHO専門家

会議が、予算等の事情により開催されていないことから、

科学的知見の更新（scientificupdate）として最新科学文

献の著者および査読者（世界中から44名、日本人は含ま

れず）による会議を2006年7月に開催した。その結果か

ら、第27回会議において合意された食物繊維の定義下記

(1）に対し、。）の定義を提案した（CRD19）。

。）The 27th CCNFSDU definition: 

“Dietary fibre means carbohydrate polymers with a 

degree of pol戸nerization(DP) not lower th叩 3which are 

neither digested nor absorbed in the small intestine. A 

degree of polymerization not lower than 3 is intended to 

exclude mono-and disaccharides. It is not intended to 

reflect仕ieaverage DP of a mixture. Dietary fibre consists of 

one or more of: 

・ Edible carbohydrate polymers naturally occurring in the 

food as consumed; 

・ carbohydrate polymers, which have been obtained仕om
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food raw material by physical, enzymatic or chemical 

means, 

・ synthetic carbohydrate pol'戸ners.”

(2) Proposed definition by a WHO scientific update: 

“Dietary fibre consists of intrinsic plant cell wall 

polysacch創ides."

WHO提案の定義のポイントは、「食物繊維の健康利益

は、果物、野菜あるいは全穀粒シリアル食品を含む食生

活の疫学的研究に基づいており、とのことから、食物繊

維を植物由来の食品成分として定義し、それ以外の成分

の適用は必要ない。三糖類など合成されたものや低分子

のものは、その生理学的な効果は認めるものの「オリゴ

糖」など食物繊維とは別のカテゴリーとすべきである。J

というもの。

カナダ、 EU各国（フランス、ドイツ、オランダ、ス

ペイン、イタリア、スウェーデン等）から、同会議の性

格、正当性、参加者の公開、正式な報告書（発表文献）

などに関する質問が相次ぎ、現在のCCNFSDUにおける

定義策定の継続が表明された。

日本は、今回WHOから提案された定義は、ある意味、

科学的に明瞭であり、消費者の混乱を避けるというコー

デックスの使命に合致するものであるが、現行の各国の

基準と異なるので充分な議論が必要である旨述べた。

米国は、内容的には彼らの主張に概ね合致するものの、

参加した専門家の正当性について懸念を表明した。また、

一部の国（南アフリカ、インド）および消費者団体から

は賛同の意見が表明されたが、部会としては更なる討議

には入らず、同議案をステップ6に戻し、次回会議での

討議のため、両案および関連資料を添付したサーキュラ

ー・レターを発信し、各国の意見を求めることで合意し

。
た

議題 4(a）.乳児用調製乳および特殊医療用調製乳の規格

改正案

セクションA ：乳児用調製乳の規格改正案（ステップ7)

第27回会議（2005）より

乳児用調製乳の必須成分の最小・最大値設定に関する原則

部会は、修正された乳児用調製乳の必須構成成分の最

小・最大値設定に関する原則を現行の乳児用調製乳提案改

正規格案のAnnexEとして挿入することを同意した。

推奨上限値（GuidanceUpper Level: GUL) 

「推奨上限値とは、科学に基づくリスク評価に関する充

分な情報が得られない栄養素についての値である。その値

は、乳児の栄養素要求量と確立された安全な使用の歴史

(History of Safe Use食経験）の両者を勘案して求める。そ

のf直は関連する科学あるいは技術的進歩をもとに変更され

得る。」とする脚注を追加した。

タンパク質の窒素換算係数6.25

窒素換算係数として6.25を用いるとの提案についてはワ

ーキンググループにおいて長時間討議、同意し、「部会は、

本規格案で設定したタンパク質の量については窒素変換係

数6.25に基づくことを明確にした文章を脚注に追加した。」

乙とが、ドイツ代表から部会に報告された。

ニュージーランドは、同室素換算係数を用いた算出は

乳児用調製乳規格検討に特定されており、他の規格にごの

換算法を拡大させるべきではないと、関連するコーデック

ス部会、特にCCMMPに乳児用調製乳規格についての窒素

換算係数に関する決定を通知することを要請した。

国際酪農連盟（IDF）と欧州酪農協会（EDA）は、全乳

タンパク質のタンパク質換算係数6.38を推奨する数多くの

科学的データ（例えばFAO食品と栄養報告77/2003）があ

ることを示し、この窒素換算係数6.38を支持した。

部会は、種々のタンパク質は異なる窒素含量を有して

いるが、タンパク質必要量と品質に関するすべての

FAO/WHO報告において6.25を用いている、というオブザ

－／｛ー（ESPGHAN）による説明を確認し、現状の乳児用

調製乳に使用されている牛乳タンパク質は、通常カゼイン

よりも低い換算係数に変わっており、製造方法によって乳

児用調製乳中のNPN含量の変動は窒素換算係数のさらな

る顕著な変更となるため、乳児用調製乳中のすべての乳由

来タンパク質について窒素換算係数6.38を用いることは正

当化されない、と同オブザーパーは述べた。脚注2の表現

はさらなる検討が必要であるとし、とれを括弧付きとした。

必須および準必須アミノ酸量

Annex Iに参照目的で提案されている必須および準必須

アミノ酸量に関し、タンパク質の品質に対する検討が加え

られるべきである、母乳中のアミノ酸の変動を反映してい

ない等、より詳細な検討を加えるごとが提案された。部会

66-ILSI No.89 



FAQ/WHO合同食品規格計画第28回栄養・特殊用途食品部会会議報告

は、この件については次回会議に対応する旨同意し、各国

にコメントの提出を呼びかけた。

脂質、脂肪酸

工業的水素添加油脂の使用に関する特別禁止条項の記

載箇所について議論があり、マレーシアは特別禁止条項に

維持するべきであるとの見解を示したが、総脂肪の箇所に

本文として記載することで合意した。 IDFは、乳児用調製

乳における水添油脂を禁止し、乳脂肪の使用を可とするの

が部会の意志ならば、トランス酸の上限は3%ではなく

5%に変更するべきであると指摘した。今後の検討のため

トランス酸の値3%を括弧付きとした。

その他、エルシン酸、綿実油、ゴマ油、ラウリン酸、

ミリスチン酸、リノール酸等に関するコメントが幾つかの

国から表明された。

炭水化物

AOECSオブザ、ーバーは、 ESPGHANの提案にあるよう

に「予備加熱されたおよび／あるいはgelatinizedstarchだ

けは乳児用調製乳に添加してもよいjという規定を提案し、

受け入れられた。

ビタミンとミネラル

ドイツ、米国、 ESPGHAN、EC代表、日本等から種々

の意見が表明された。部会は、これらの点に関してすべて

今後の検討を要するとして章全体を括弧付きとすることに

同意した。

本件および3章の他の件に関し、現在の乳児用調製乳に

用いられている栄養素量と提案された最大値との相違点に

対する各国コメントを2006年2月15日までにドイツに送付

し、電子ワーキンググループでの検討を依頼した。これに

関し、 ESPGHANオブザーパーは、「提供されたデータが

計算に基づくものか測定値かの情報、測定値の測定時期

（製造時期、市販開始時期、小売店からの任意供給、賞味

期限）、検体数、平均値、標準偏差と範囲、用いられてい

る栄養素含量の安全性に関わる証拠となりそうなデータj

の提供が必要であるとした。

その他の項目

時間的制約により、部会は残りの章について詳細な検

討ができず、 CRDlにあるワーキンググループによる他の

提案に関するコメント要請に同意した。

食品添加物

時間不足により本議題の検討が難しいことを認め、乳

児および年少幼児用穀類をベースとする食品の提案改正案

中の該当する章についてCCFACが提案した内容および提

出されたコメントを考慮に入れて、添加物の改訂リストを

作成するというスイス代表の申し入れを了解した。

［結論］

セクションAに対するコメントと次回会議における検

討のためステップ6に戻す。さらに、部会は討議促進のた

め成分要求量に関するコメントと提案を検討するためのワ

ーキンググループを次回の部会会議前に開催することで合

意した。

必須構成成分と品質要素（EssentialComposition and 

Quality Factors）に関するワーキンググループによる提

案

第27回会議（2005）より

必須構成成分と品質要素（EssentialComposition and 

Quality Factors) 

ワーキンググループ議長のドイツ代表より、電子ワー

キンググループにおいて提案を作成し、かつESPGHANが

14か国の小児栄養学研究者からなる国際専門家会議 (IEG)

を開催したことを報告した。研究者らは科学的報告を考慮

し、提案された栄養素量レベルに関する科学的評価を行っ

たこと、および、本会議前に開催されたワーキンググルー

プによる結論と提案に絞って報告された（CRDl）。

必須構成成分の表を必須栄養素と任意栄養素に分け、

さらに2種類の栄養素上限値、すなわちリスク評価に基づ

く最大値（MAX）、および栄養学的安全性と安全な使用の

歴史に基づく推奨上限値（GuidanceUpper Level: GUL) 

を定義したAnnex「について同意した後、ワーキンググル

ープは個々の必須微量栄養素について、提案された上限値

の性格を表示することを提案した。

ワーキンググループ参加メンバーの一部は多くの数値

に関する最終意見を留保したので、これは他の留保やコメ

ントも含めCRDlに示した。ドイツ代表は、総および／ま

たは添加ヌクレオチドの上限値についての同意がなかった

乙とを部会に報告した。
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ドイツより、 10月28日（土）開催のadhocワーキン

ググループ会議において、第3項「必須成分と品質要素J

に関し全ての合意は得られなかったが、かなりの進展が

あった旨報告された（CRDl）。

第3.1項必須成分（EssentialComposition) 

a）タンパク質：窒素換算係数については、「乳児用調

整乳の規格においては6.25(EU加盟国およびESPGHAN

欧州小児栄養消化器肝臓学会主導で提案）を用い、その

他の乳製品については6.38（米国、ニュージーランドが

乳を原料とした調製粉乳について6.38を主張し日本はこ

れを支持した）と大豆製品の場合は5.71を用いるJとの

ワーキンググループ提案を合意した。インドおよび日本

は、保留（reservation）を表明した。

第3.2項任意成分（OptionalIngredients) 

DHA：米国は、 DHAのGULを総脂肪酸の0.5%、アラキ

ドン酸ARA孟DHAを主張（ESPGHANが支持）。日本

（中園、韓国が支持）は、実際の母乳分析等の結果から

DHAのGULを総脂肪酸の1.0%、ARAを少なくともDHA

含有量以上添加させるという記載の削除を主張した。か

なりの議論の結果、「各国の状況により、異なる基準を

策定することができる旨（nationalauthorities may 

de吋a低金omthese conditions) Jの脚注をつけて米国案が

採択された。日本はこの結果に対して保留（reservation)

を表明した。

Annex 1 （必須アミノ酸および準必須アミノ酸）：ア

ミノ酸組成について、原案のアミノ酸組成は、文献から

得られたデータを単純に平均したものであり科学的根拠

に乏しいため、日本から総論的な意味で再考を求め、ま

た、米国提案により現行のAnnexIに付されている表を

IEG （国際専門家グループ）報告書に記載されている

Table 4の内容に置き換えることで合意した。

議題4（同．

セクションB：特殊医療用調製乳の規格改正案

（ステップ7)

第27回会議（2005）より

適用範囲（第1項）

セクションBの適用範囲条項はセクションAの関連条項
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と一致させるべきであり、乳児用特殊医療用調製乳に必要

な変更のみを含むべきで、あることを確認した。

第1.1項の括弧を削除し、本章がこの規格に限定される

と言うように第1.2項を訂正した。

数か国の代表とオブザーパーは、 WHA決議55.25と一致

するように「最初の6か月間に乳児によって使用される」

という文章を挿入することを希望した。他の代表は、 6か

月という記述は適切で、ないという見解を示した。さらに、

製品は医療の監視下に用いられるべきものであること、第

9.6.1項に記載されているCODEXSTAN 180-1991の第4.4.1

項における記述が乙の件を扱っていることを指摘した。討

議の結果、修正された第1.4項を挿入したが、一部の国

（タンザニア、南アフリカ、ボツワナ、インド、 ILCA,

IBFAN）は、第1.4項の挿入は支持するものの修正した文

章に対しては留保を強く表明した。

製品説明（第2項）

乳児用特殊医療用調製乳が母乳および乳児用調製乳の

代替である乙とを明確にすべく、第2.1.1項を修正した。

必須構成成分と品質要素（第3項）

セクションAの関連する章が完成するまで本章全体を括

弧付きとする乙ととした。

3.1必須構成成分

部会は、製品が動物、植物および／または合成品に由

来する原料に基づいていることを示す第3.1.1項を修正し、

さらに、第 3.1.2項の最初の箇所における「調製

formulationJを「組成composition」に置き換えることで

合意した。

3.2任意成分

第3.2.1項独立ファンド研究によって医学的に乳児の健

康に必須で、安全で、あることが示された場合のみ任意成分が

添加されるというENCAの提案について長大な議論があっ

たが、第3ユ1項を変更せず維持することとした。

本規格は非常に敏感な集団を対象にしていることから、

この章の2番目の部分を保持することの重要性についてか

なりの議論をした後、第3.2.3項から括弧をはずし、文章

を変更せずに維持することとした。

食品添加物（第4項）

EC代表は、添加物を更に追加する必要があるかもしれ

ないとLヴ懸念を示し、カラギーナンを含めることの懸念
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を繰り返した。さらに、食品添加物・汚染物質部会に対し

てカラギーナンの安全性の再評価をJECFAに要請すると

L寸依頼を提案した。

スイス議長による電子ワーキンググループの任務を拡

張し、セクションBに含める必要があると予想されるすべ

ての添加物を、本会議の議論を踏まえて検討するとととし

た。

表示（第9項）

多くの議論の後、セクションAの第9.5項を相互参照し

た第9.5項を捕入し、第9.5項で与カバーされることから使用

方法の情報に関する第9.6.5項を削除した。

母乳H甫育の禁忌に関する第9.6.4項にある括弧を削除し

た。数名のオブザーパーはこの決定に懸念を示し、セクシ

ョンAの第9.6.4項からの文章を挿入するととによって修正

するという提案を行った。部会はまた、 CODEXSTAN 

180-1991の第4.5.3項の文章を含め、文章を改訂するという

提案を確認した。部会は現在の文章を維持することに同意

した。

［結論］

セクションBはセクションAと同時に検討する必要があ

ること、規格のA、Bふたつのセクションを同じ検討ステ

ップに置くことが望ましいこと、そしてかなりの進捗が図

られたことから、第29回CAC委員会における採択に向け

てステップ5へ進める乙とで合意した。

食品添加物（第4項）に関するワーキンググループの提

案（セクションAおよびB)

第27回会議（2005）より

食品添加物（第4項）

EC代表は、添加物を更に追加する必要があるかもしれ

ないという懸念を示し、カラギーナンを含める乙との懸念

を繰り返した。さらに、食品添加物・汚染物質部会に対し

てカラギーナンの安全性の再評価をJECFAIこ要請すると

いう依頼を提案した。

スイス議長による電子ワーキンググループの任務を拡

張し、セクションBに含める必要があると予想されるすべ

ての添加物を、本会議の議論を踏まえて検討することとし

た。

第4項食品添加物

スイスより、電子ワーキンググループの報告がなされ、

各国の意見には大きな聞きのあることが報告された。ま

た、「12週以下の乳児用の食品には添加物を一切含まな

いことは賢明なことであるjとする原則の存在。一方で

は、「技術的な理由から幾つかの添加物については、現

実的に、例外が有り得る」こと、さらには、日ECFAに

おいて、幾つかの特定の添加物が12週以下の乳児用の食

品への使用目的で評価された」等の事実を指摘した。

部会は、表 1、表2（セクションA）および表3（セク

ション B）について、 CCFA（必要に応じ、 JECFAの評

価）に回付し、承認を得ることで合意した。

部会は、乳児用調製乳および特殊医療用調製乳の規格

改正案セクションA ：乳児用調製乳の規格改正案およ

びセクションB：特殊医療用調製乳の規格改正案につい

て、大いに進展があり、合意が得られたとして、ステッ

プ8に上げ第30回CAC総会での採択を提案することで合

意した。

議題5.グルテンフリー食品の基準改正案（ステップ7)

第27回会議（2005）より

分析・サンプリング法部会にCMAS）はグルテン測定

法のR5ELISA法をタイプI法として暫定採択したことが報

告された。プロラミン分析と毒性に関するワーキンググル

ープ（WGPAT）は、 2件の臨床試験結果を受けて、グル

テンフリー食品の基準改正案の検討を、次回第28回部会

会議の議題とすることを提案し、合意されたものである。

定義

グルテンフリーの基準を、 2.la）元々プロラミンを含

まなL吋、麦等のみを用いた食品の場合を20mg/kg以下と

し、 2.lb）および2.lc）その他の場合（みなしグルテンフ

リー）を lOOmg/kg以下とする原案に対し、全て

20mg/kg以下とするべきであるとする意見が対立。

タイトル

ドイツより、現在のタイトルを変更することにより、

当該基準策定の目的が明確となり、討議のポイントが明

らかになるとして、現行のタイトルを“Standardfor 
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foods for special dietary uses intended for people with 

celiac diseases”に変更することを提案した。

結局合意に達せず、ステップ6に戻し、次回部会会議

の前にスウェーデンを議長、カナダを共同議長としたワ

ーキング会議を開催することで合意した。

議題6.乳児および年少幼児用特殊用途食品に使用する

Nutrient Compoundsの推奨リストの改定案（ス

テップ4)

第27回会議（2005）より

ドイツは、勧告リストの提案説明をし、国際的ないし

は圏内の純度規格がない栄養素物質をリストから除き、別

表に示したと報告した。すなわち、 A：ミネラル類、 B:

ビタミン類、 C：アミノ酸類、 D：特殊栄養形態の食品添

加物（FoodAdditives for Special Nutrient Forms）および

公式な純度要件が欠如している栄養素物質の各リストから

成る。

序言（第1項）

特定の宗教や食事制限によって取扱いできない添加物

に関する懸念がインドネシアから表明され、序言の一部を

追加修正した。

勧告リストに含めるまたは除く栄差棄物質の規定（第2項）

(c）について多くの議論があった。国際的に認知された

純度および統一規格がない場合は、国内の規格が用いられ

ることになるが、その具体的内容は明らかでないことから、

FAO/WHO (JECFA）によって評価された圏内の純度規格

が用いられる、と修正した。

米国は（d）の削除を提案したが、純度保証が全て製造業

者に委ねられることになるおそれがあり、そのまま維持す

ることとした。

公式な純度要件が欠如している栄養棄物質の勧告リスト

長時間の検討を行った。米国は、リストにある多くの栄

養素が純度規格を保有していないととから削除を提案し

た。 ECは、もし純度規格のない栄養素をリストから除く場

合は、リストが最終決定されるときに行うのがよいとの見

解を示し、リストの完成に向けてメンバー各国に純度要件

の提供を促すことを提案し、他の数か国も乙れを支持した。
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D：特殊栄養形態の食品添加物の勧告リスト

導入部の文章を食品添加物のみに言及すべきであると

し、その様に修正した。米国は、技術的な目的で既に許可

されている食品添加物との重複を避けるべきであり、その

点ではマンニトールのみがとこに維持されるという見解を

示した。 ECはこれに反対し、同意に至らなかった。

［結論］

更なるコメントのためステップ31こ戻し、次回討議用リ

ストの改定のため、各国に純度要件を2006年の3月30日ま

でに、ドイツに提出することを要請することとした。

栄養素の純度条件および食品添加物のリストの改訂を

受けて、各項目毎に検討が行われ、かなりの進展が認め

られた。セクションD (Advisory List for Food Additives 

for Special Nutrient Forms）については、 CCFAに回付し、

ステップ5に上げ、第30回CAC総会の承認を得ることで

合意した。

議題7.健康強調表示の科学的根拠に関する勧告案（ステ

ップ4)

第27回会議（2005）より

フランスは提案内容を説明し、本資料をさらに進める

ために次の点に関する部会のアドバイスを求めた。①適用

範囲（ Scopeof the document）、②安全性の関連

(Relevance of銅色tyconcerns）、③ヒト試験あるいはバイ

オマーカーの使用を含む健康強調表示のタイプによって要

求される科学的根拠の性格（Natureof the scientific 

evidence required according to the type of health claims 

concerned, including the use of human studies or 

biomarkers) (CRDlO）。

①適用範囲（Scopeof the document）について、より具

体的な「表示許可の手続きj等にまで拡大するべき

であるとの意見もあったが、本作業が委員会によっ

て認可された際に与えられた任務は、勧告案は表示

の根拠の実証に必要な科学的証拠の性格（Nature)

を示すととが意図されていること、および表示許可

の手続きについては「各国の責任」であることを部

会として確認した。

②安全性についても、強調表示に直接関係する内容の
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みが検討される乙とが確認された。この件に関し、米国よ

り、「安全性の問題（safetyissues）より、むしろ「健康強

調表示に関わるリスクアセスメント（riskassessments 

relating to health claims) Jの方がより適切ではなL功、とす

る示唆があった。

その他、 ECは現在制度化を検討中であり、疾病リスク

低減表示を含んでいる乙とを報告し、国際ダイエタリー・

サプリメント協会連合（IADSA）は、 PASSCIAIMに関す

る報告が公開されている乙とを紹介した。

［結論］

時間的制約のため、細部についての議論ができなかっ

たことから、 CRDlOに示された質問事項に対する各国コ

メントを、 2006年3月31日までにフランスへ送ることが合

意され、受理したコメントを踏まえて、フランスが草案を

再作成し次回会議にて検討するため、ステップ2/3に戻す

ことが合意された。次回会議においては、本件の討議に充

分な時聞を掛けることが示唆された。

フランスより、再作成したドラフトが説明され、①健

康強調表示の適用を食品および食品成分とするか否か

（食事全体を含めるべきか）、②健康強調表示を正当化す

るために必要な証拠の強度をL功、に評価するか、③健康

強調表示の再評価についてLEかに進めるか、についての

部会の更なる討議を求めた。

部会は、 a:健康強調表示の適用を食品および食品成分

とし、食事全体は対象とはしないことを確認した。また

②健康強調表示を正当化するために必要な証拠の強度に

ついては、極めて困難な問題ではあるが、むしろこの問

題に焦点を当て、証拠の強度を保証するプロセスおよび

強調表示の性格についての指針を提供するべきであると

の意見も表明された。

部会は、時間的制約のため本質的な議論には入れず、

本案件をステップ4に留め、次回会議において更なる討

議を行うことで合意した。

識題8.表示を目的とした NRVs (Nutrient Reference 

Values）の追加および改定の提案に関する討議資料

第27回会議（2005）より

南アフリカより、受理した各国コメントをもとにNRV

策定の原則、異なる集団におけるNRVの基準、栄養素選

択の基準を含む改訂報告書が説明された。その中で、

WHA 56.23の観点から、この作業の重要性が指摘され、最

適NRVの策定は、全ての人により良い健康をというWHO

のゴールを達成する指標になりうることが強調された。

議長より、 NRV策定の目的は、 1988年へルシンキ会議

において勧告されたように、栄養素強調表示に用いるため

であり、最適栄養を求めるためではないこと、誤った情報

から消費者を保護するためにビタミン・ミネラルのNRV

策定に関する一般原則作成に集中すべきである、とするコ

メントがあった。

［結論］

部会は、南アフリカを議長とする電子ワーキンググル

ープに対し、本会議における議論とコメントを考慮して表

示目的のためのNRV策定に関する原則および異なる集団

におけるNRV策定の必要性に焦点を絞って討議書を引き

続き作成することを要請し、議長より、多くの国の参画が

強く求められた。

南アフリカによる討議書の改定案が示された。また同

時に、この重要な案件の議長（Chair）を続けるについ

ては、余力（Capacity）が無いとして、交替を要請した。

ECより、 NRVの改定は極めて重要でありこの作業は

続ける必要がある。討議書の作成に際しては、成人およ

び6か月から36か月の乳幼児を対象とし、特にビタミン

とミネラルのNRV改定から始めるべきである旨の発言が

あった。

これを受けて韓国より、この重要な案件の議長

(Chair）を引き受けても良い旨の意志表示があり、満場

一致で合意された。

議題9.栄養・特殊用途食品部会に適用されるリスク分析

の作業原則に関する討議資料

第27回会議（2005）より

オーストラリアの討議資料（CX/NFSDU05/27/10）で

は、当部会におけるリスク分析の作業原則およびそのガイ

ドラインについての策定作業に入る前に、以下の検討項目

および疑問点についての討議を提案している。

Section 1: Overview of Scope and Terminology of Risk 

Analysis for CCNFSDU 
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Section 2: Roles of Risk Assessor and Risk Manager, and 

Use of Risk Communi田1tion

Section 3: Risk Analysis Models for Application to Work 

ofCCNFSDU 

［結論］

電子ワーキンググループを設置し、栄養との関連にお

いてリスク評価の用語解釈をさらに完成させ、リスク分析

の原則に関する提案の作成、ガイドラインと新規業務の提

案を行い、 2013年の完成を目指す。時間的制約のため実質

的な議論には入れず、現在の電子ワーキンググループを続

け、次回会議にて検討のための討議書を再度作成する。

時間の関係で、ほとんど討議ができなかったが、オー

ストラリアが現討議書（CX/NFSDU06/28/9）をもとに、

新規作業の提案書（ProjectDocument）を作成し、第30

回CAC総会に提案することで合意した。

議題10.その他の事項および今後の活動

A.食事、運動と健康に関する世界戦略（DPAS）の実行

計画案（WHO/FAO)

第27回会議（2005）より

2005年7月開催の第28回CAC委員会において、 DPAS実

行に関連するコーデックス活動は、主として食品表示部会

と栄養・特殊用途食品部会の業務になること、その業務の

ためにFAOと協力したWHOは新規業務に関する具体的提

案を含む、より絞り込んだ資料を作成することになってい

る。

WHOは、 WHOとFAOが設立する電子フォーラムへの

参加を奨励した。このフォーラムはCCNFSDUが検討すべ

き分野の設定、コメント、討議を行ない、以下の内容を含

む（CRD23）。

1) DPASの目的達成に障害となるおそれのある現行規格

の評価、

2) DPASに関連する新規あるいは改訂規格、ガイドライ

ン、勧告の検討に必要なFAQとWHOによる科学的ア

ドバイスに関する提案、

3) DPAS達成に寄与する可能性のあるコーデックスの責

務として扱う消費者情報、

4）栄養に対するリスク分析の適用。
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WHOは電子メール等を通じて集めたコメントをもと

に、 2006年7月にCACに対する進捗状況の報告を行う。

第29回コーデックス委員会総会において同実行計画案

提出の遅れが承認され、同計画案が当部会会議に討議資

料（CL2006/44-CAC）として提出されたものである。

栄養・特殊用途食品部会に対する検討要請は以下の通

り。

B. CCNFSDU is requested to consider the following 

pro po回 Isfor action: 

1. Nutrition Labelling 

1.1 Develop Nutrient Reference Values for nutrients仕iatare 

associated with both increased and decreased risk of 

noncommunicable diseases. 

2. Nutrition Claims 

2.1 Develop conditions for nutrient content claims for trans司

魚住yacids and include restrictions on bo白 saturatedand 

trans-fatty acids in the conditions for both nutrient 

content claims and comparョ.tiveclaims for saturated fa町

acids and trans-fatty acids. 

3. Production and Processing Standards regarding the 

Nutritional Quality and Safety of Foods 

3.1 Review the need for guidelines intended for 

governments on the use of sound nutrition principles in 

the production, processing and formulation of foods 

based on the population nutrient intake goals of 2002 

Expert Consultationのiet,Nutrition and Prevention of 

Chronic Diseases, The Report of Joint WHO/FAO 

Expert Consultation: WHO Technical Report Series 

No.916). 

Nutrition Labelling: 

NRV改定の重要性が指摘されており、当部会として

CCFLに対して、非感染性疾患（noncommunicable 

diseases）のリスクに関連してNRVリストの他の栄養素

（ビタミン、ミネラル以外の）への拡大等の助言を求め

ることで合意した。
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Nutrition Claims: 

デンマーク、 IDFから、栄養強調表示の基準において、

飽和脂肪酸に関する基準あるいは飽和脂肪酸およびトラ

ンス脂肪酸の制限の基準を検討するべきとの提案があっ

た。米国より、トランス脂肪酸については既に「栄養お

よび健康強調表示の使用に関するガイドライン」におい

て取り上げられている（脚注として）との指摘あり。本

件については、部会としての合意は得られなかった。

B. Revision of the Standard for Processed Cereal 

Based Foods (Section 3.4) 

C. Revision of the Standard for Processed Cereal 

Based Foods (Section 3.2, 3.3, and 3.4) 

「穀物を主原料とする乳児および年少幼児向けの加工

食品の規格」の改訂をタイおよびインドがそれぞれ提案

したが支持が得られず、新規作業として提案しないこと

とされた。

D. Proposal for New Work to Amend the Codex 

General Principles for the Addition of Essential 

Nutrients to Foods (CAC/GL 09-1987) 

カナダによる食品の調整、生産、加工についてのガイ

ドライン作成に関する新規作業提案の合意が得られ、次

回会議に討議書を提出することが合意された。

議題11.次回会議予定および議事録の採択

第29回栄養・特殊用途食品部会は、 2007年11月12日

から 16日、ドイツのBadNeuenahr （パッドノイエナー

ル？）で開催予定。

（浜野弘昭）

＊＊＊  

過去連続して3回出席したが、 2年間はほとんど進展

がみられなかった。今回はようやく長年議論？されてい

た乳児用調整乳および特殊医療用調製乳の議題で進展が

あった。しかし、その内容においては、日本が意見を述

べた2件（タンパク質の窒素換算係数、ドコサヘキサエ

ン酸の総脂肪酸の推奨上限値およびアラキドン酸／ドコ

サヘキサエン酸の配合量比に関するアラキドン酸重視の

考え方に対する異議）に関して賛同を得られなかったた

め、日本は保留という立場をとることになった。

アラキドン酸／ドコサヘキサエン酸の配合量比に関し

て、アラキドン酸を重視することが未熟児以外でも本当

に良いのだろうかという疑問が残っている。今回も前固

までと同様、乳児用調整乳に関して多くの討議時聞を要

し、他の議題についての討議の時聞はわずかであった。

グルテン・フリーに関しては、乳幼児用調整乳につい

で多くの討議時聞が割かれたが、プロラミン含有量の上

限値規制に関して北欧とカナダで大きな聞きがあるた

め、作業部会を設けて、今後さらに検討を重ねることに

なった。日本では小麦アレルギーはあまり問題となって

いないが、西洋食を摂るようになってかなり年月が経過

していると共に、小麦粉製品を摂取する機会は増加して

いることから、他山の石として見過ごせない問題である

と思う。

日本にとって今回の乳児用調整乳に次ぐハイライトと

言えば、ある面から最も日本の制度に影響する食物繊維

に関する議題である。本議題は昨年の議論でほぼ終結に

向かうことが予測されたが、思わぬ展開となった。すな

わち、世界の有識者による長年の議論の結果として

WHOが突然、食物繊維の定義に関する意見書をCRDと

して提出してきたことである。この提出された食物繊維

の定義は非常に常識的な定義で、反論をするのが非常に

困難である。ただ、上記定義にあてはまらないものを否

定はしておらず、新たに定義を設けて別の分類を検討す

べきだという見解である。また、動物由来の食物繊維の

取り扱いに関しては不明である。前回でほぼ、最終ステ

ップに到達していた食物繊維であったが、この意見書に

より、各国は一度持ち帰って改めて見解を提出すること

になった。ここで不思議なことがある。食物繊維におい

ては日本は先進国であると私は思っているのだが、本意

見書作成会議のメンバーに、食物繊維の分野を専門とす

る日本人科学者がどうして入っていないのであろうか。

裏返せば、食物繊維は特定保健用食品の関与成分にも多

くリスト化され、市場にも保健の用途表示がされている

(2005年に創設された規格基準型特定保健用食品の関与

成分としても3種類がリスト化されている）。日本におけ

る食物繊維の定義等における検討の進め方は現状のまま

で良いのであろうか。カロリー値においても国際的な観

点からどうなのか。また、食物繊維の親戚のようなオリ

ゴ糖も日本市場ではかなり消費者に知られているが、国

際的な位置付けへの対応はどうするのか、といった問題

が残っている。

隣の韓国では、朝鮮人参やコチジャンの規格をCodex
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のアジア地域調整部会で提案し、強力に推進していく動

きがある。また同部会では中国からも豆腐に関して提案

が出ている。日本の豆腐とはおよそかけ離れているが、

同類食品で名称も「ドウフ」なるものが提案されている。

さて、食品へのヘルスクレームに関する討議も本部会

の役割であるが、表示部会（CCFL）から議題として移

行してから、本年も含めて3年になるが、毎回ほとんど

時間切れで進展がない。IADSA（国際健康食品業界団体

連合会）から、 EUのPASSCLAIMプロジェクト報告に基

づいた小冊子が会場で配布されたが、この小冊子の著者

はILSIEuropeでも活動されており、 ILSIとしても何ら

かの意志表示をする立場にある。次回からは本議題につ

き、実りある討議を期待したい。特に健康強調表示を証

明する科学的根拠の考え方、食品・食品由来成分の安全

性の捉え方における議論を期待したい。

最後に、 WHOのDPASプロジェクトが議題に挙がっ

たが、これは今後も健康長寿を目指す世界の人々への生

活指針なるものを科学を基本に提案するものである。日

本でも医療制度改革が平成20年から具体的に始まり、生

活習慣病の予防に向けた世界的なうねりを巻き起こそう

としている。WHOの禁煙プロジェクトが日本でも徐々

に浸透してきており、今後どのように具体的なものとし

てまとめあげていくのかが注目される。

なお、写真はレセプションでのスナップ。タイ国王即

位60年を記念してCCNFSDU参加者に配られた黄色（タ

イ皇族の色）のポロシャツを着用して美食を味わった

（ただしアルコール飲料は有料）。

（末木一夫）
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FAQ/WHO合同食品規格計画

第6回コーデックス委員会バイオテクノロジ一応用食品

特別部会参加報告

昧の素株式会社

唐津昌彦

コーデックス委員会バイオテクノロジ一応用食品特別部会の第6回会議が、 2006年11月27日（月） ～12月1日（金）

に千葉市幕張メッセ国際会議場で開催された。今回の会議には、 40か国政府、5国際政府問機関と 15NGO（非政府

組織）から 176名の代表が参加した。

主な合意内容は、次の通りである。

(1) 「組換えDNA動物由来食品の安全性評価の実施に関するガイドライン原案」については、概ねステップ4に

留めることとし、当該ガイドライン原案中の「抗生物質耐性マーカー遺伝子の利用jに関する条項についての

み、平成19年はじめにFAO/WHO専門家会議において検討がなされる予定であることも踏まえ、ステップ3と

して加盟各国の意見を求め、次回会合において集中的に審議することで合意がなされた。

(2) 「組換えDNA植物由来食品の安全性評価の実施に関するガイドライン付属文書 ：栄養または健康に資する組

換えDNA植物由来食品の安全性評価原案」については、ステップ2/3に戻し、カナダを議長とするワーキング

グループを改めて設置（日本参加）して検討することとされた（ワーキンググループは平成19年4月にオタワ

で開催予定）。

(3) 「主食作物の比較成分分析に関する討議資料J（インド提案）については、 FAOやOECDなどの他の国際機関

における同作業の取り組みを踏まえ、新規検討課題としては取り扱わないこととなった。

(4) 「バイオテクノロジ一応用食品の流通後のサーベイランスに関する討議資料J（メキシコ提案）については、

上記。）の付属文書との関連性を踏まえ、新規検討課題としては取り扱わないこととなった。

(5) 「遺伝子組換えワクチン接種を施された動物由来食品の安全性評価に関する検討資料J（ケニア提案）につい

ては、ワクチン自体が動物用医薬品であるとの観点から、残留動物用医薬品部会（CCRVDF）ヘ付託されるこ

となり、新規検討課題としては、取り扱わないこととなった。

(6）「組換えDNA植物由来食品の安全性評価に関するガイドライン付属文書 ：組換えDNA植物の低レベルの存在

新規作業提案」（アメリカ提案）については、アメリカ、 ドイツおよびタイを共同議長国とするワーキンググ

ループを設置（日本参加）し、食品中に組換えDNA植物が低レベルで存在する場合の安全性評価と各国におけ

る安全性審査に関する情報を共有するシステムについて、議論がなされることとなった。なお、当該新規作業
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Codex Ad Hoc Task Force on Foods Derived from 

Biotechnology 

MASAHIKO KARASAWA 
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については、平成19年7月に行われる第30回コーデックス総会での承認を経て、正式に作業が開始されること

になる。

次回の第7回会議では、以下の議題を扱うことが合意された。

「組換えDNA動物由来食品の安全性評価の実施に関するガイドライン原則」

「組換えDNA植物由来食品の安全性評価の実施に関するガイドライン付属文書：栄養または健康に資する組換

えDNA植物由来食品の安全性評価原案J

「組換えDNA植物由来食品の安全性評価の実施に関するガイドライン付属文書：組換えDNA植物の低レベル

の存在作業提案j

＊＊＊＊＊＊会＊台女＊＊＊＊合＊＊＊＊＊

<Summary> 

τ'he Codex Ad Hoc Intergovernmental Task Force on Foods Derived from Biotechnology held its Six白 Sessionin 

Chiba, Japan，企om27 November to 1 December 2006, by courtesy of the Government of Japan.官1eSession was 75 

presided over by Dr. Hiroshi Yoshikura, Adviser, Department of Food Safety, Pharmaceutical and Food Safety 

Bureau, Minis仕yof Health, Labour and Welfare. The Session was attended by 176 delegates representing 40 

members of the Commission and 5 international intergovernmental and 12 non-governmental observer 

organizations. 

τ'he Task Force agreed that 

(1) PROPOSED DRAFT GUIDELINE FOR THE CONDUCT OF FOOD SAFETY ASSESSMENT OF FOOD 

DERIVED FROM RECOMBINANT-DNA ANIMALS 

百1eTask Force agreed to return the section on“Use of Antibiotic Resistance Marker Genes" (paragraphs 64-67) 

to Step 3 for comments and hold the remaining sections of the proposed draft guideline at Step 4.τ'he Proposed 

Draft Guideline, as amended by the current session, is attached to the present report as Appendix皿．

(2) PROPOSED DRAFT ANNEX(SCOPING DOCUMEN司 TOTHE GUIDELINE FOR THE CONDUCT OF FOOD 

SAFETY ASSESSMENT OF FOODS DERIVED FROM RECOMBINANT-DNA PI.ANTS MODIFIED FOR 

NUTRITIONAL OR HEALTH BENEFITS 

The commit除eagreed to return the proposed draft Annex to Step 2 for further drafting by a physical working 

group led by Canada, co-chaired by New Zealand, and open to all the members and observers. The working group 

would prepare白eproposed draft Annex to the Plant Guideline on the basis of the report of the previous elec仕onic

working group and仕iecomments at Step 3 contained in documents CX/FBT 06/6/5 and CX/FBT 06/6/5-Add.l,as 

well as comments provided during出epresent Session. 

(3) COMPARATIVE FOOD COMPOSITION ANALYSIS OF STAPLE FOODS 

After some discussion, the Task Force decided not to initiate new work in this area. 

(4) SANITARY SURVEILLANCE AFTER PLACING ON THE MARKET OF FOODS DERIVED FROM 

BIOTECHNOLOGY 
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τbe Task Force, noting that the matter could be covered, at least partly, by ano仕ierongoing work of the Task Force 

(see Agenda Item 5 of血epresent report , decided not to initiate new work. 

(5) DISCUSSION PAPER ON SAFETY ASSESSMENT OF FOODS DERIVED FROM ANIMALZ EXPOSED TO 

PROTECTION AGAINST DISEASES THROUGH GENE THERAPY OR RECOMBINANT-DNA VACCINES 

After some discussion, the Task Force decided not to initiate the new work and agreed the progress of the 

ongoing work by OIE. 

(6) DISCUSSION PAPER ON FOOD SAFETY ASSESSMENT OF THE LOW-LEVEL PRESENCE OF 

RECOMBINAN下DNAPLANT MATERIAL IN FOOD RESULTIG FROM ASYNCHRONOUS AUTHORIZATIONS 

官1eTask Force agreed that the proposed draft annex to be elaborated by the working group at STEP 2 would be 

circulated for comments at Step 3, prior to consideration by the 7 th Session of the Task Force at Step 4. 

百1e7出 Sessionof the Task Force was tentatively scheduled to take place from 24・28September 2007 in Chiba, 

Jap阻， subjectto h叶iercon街宣iationby白ehost government in consultation wi白 theCodex Secretariat. 

The Task Force agreed血atthe following items would be considered at its next session : 

・ PROPOSED DRAFT GUIDELINE FOR THE CONDUCT OF FOOD SAFETY ASSESSMENT OF FOOD 

DERIVED FROM RECOMBINAN下DNAANIMALS 

・ PROPOSED DRAFT ANNEX(SCOPING DOCUMENT) TO THE GUIDELINE FOR THE CONDUCT OF FOOD 

SAFETY ASSESSMENT OF FOODS DERIVED FROM RECOMBINANT-DNA PLANTS MODIFIED FOR 

NUT阻TIONALOR HEALTH BENEFITS 

・ PROPOSED DRAFT ANNEX TO THE GUIDELINE FOR THE CONDUCT OF FOOD SAFE1Y ASSESSMENT 

OF FOODS DERIVED FROM RECOMBINANT-DNA PLANTS ON LOW-LEVEL PRESENCE OF 

RECOMBINANT-DNA PLANT MATERIAL 

1. はじめに

コーデックス委員会バイオテクノロジ一応用食品特別

部会（CTFBT : Codex Ad Hoc Intergovernmental Task 

Force on Foods Derived企omBiotechnology）の第6回会

議が、 2006年11月27日（月）～12月1日（金）に千葉市幕

張メッセ国際会議場で開催された。今回の会議には、 40

か国政府、 5国際政府問機関と 15NGO（非政府組織）か

ら176名の代表が参加し、国際的合意を図るべき新しい

基準の検討、テーマ化に向けて議論した。

CTFBTは、 2000年～2003年にかけて議長国である日

本で4回開催された。以下の3文書が最終的に策定され、

第26回コーデックス総会で採択された。

1 .モダン・バイオテクノロジ一応用食品のリスク分

析に関する原則

2.組換えDNA植物由来食品の安全性評価の実施に

関するガイドライン

3.組換えDNA微生物利用食品の安全性評価の実施

に関するガイドライン

その後、 CTFBTは第27回コーデックス総会で遺伝子

組換え食品に関する課題がまだ山積みであることを理由

に、再設置されることが決まり、再び日本が議長国とな

り、 2005年一2009年にかけて日本で開催され、今回は第

6回目となる。会議の議長は、第1回～第4回に引き続き、

吉倉庚氏（厚生労働省参与）が務め、 ILSIJapanはオブ

ザーパーとして6名が参加した。以下、主な議題に関す

る内容を概説する。

なお、本報告の最後に議事録（案）を掲載したので参

照されたい。
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2.議題

開会

1.議題の採択

2.コーデックス総会および他の部会からの付託事項

3.バイオテクノロジ一応用食品に関する国際政府問機

聞による作業の概説

4.組換えDNA動物由来食品の安全性評価の実施に関

するガイドライン原案

5.組換えDNA植物由来食品の安全性評価の実施に関

するガイドラインの付属文書（枠組み文書）原案：

栄養または健康に資する組換えDNA植物由来食品

6.主食作物の比較成分分析に関する討議資料

7.バイオテクノロジ一応用食品の流通後のサーベイラ

ンスに関する討議資料

8.遺伝子治療または遺伝子組換えワクチン接種を施さ

れた動物由来食品の安全性評価に関する討議資料

9.その他の事項および今後の作業

10.次回会合の日程および開催地

11.報告書の採択

3.会議概要

議題1.議題の採択について

CX/FBT 06/6/1に基づき議題の採択が行われた。その

後、アメリカは新規提案 CX/FBT06/6/1 Add.l 

「Proposalfor new work: Annex to the Guideline for the 

Conduct of FoOd Safety Assessment of Foods Derived 

from Recombinant-DNA Plants on“Food Safety 

Assessment of Iρw Presence of Recombinant-DNA Plant 

Material in Food Resulting from Asynchronous 

Authorization.”「組換えDNA植物由来食品の安全性評価

に関するガイドライン付属文書：組換えDNA植物の低

レベルの存在新規作業提案」し、議題9として採択され

た。

議題2. コーデックス総会および他の部会からの付託事

項について

CX/FBT 06/6/2に基づきコーデックス総会および他の

部会（分析およびサンプリングの方法、食品の表示）か

らの付託事項が説明された。表示に関しては、コンセン

サンスが得られず、 2007年1月にワーキンググループを
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聞くことが報告された。

議題3.バイオテクノロジ一応用食品に関する国際政府

問機関による作業の概説について

CX/FBT 06/6/3に基づきコーデックス総会および他の

部会（CBD、FAO、WHO、OECD、OIE）の活動につ

いて報告された。

CBDはカルタヘナ法に関して、 FAOはカナダとのト

レーニングパッケージ（バイオセーフテイ、食品の安全

性等）実施について、さらにバイオテクノロジーの安全

な利用を目指したノfイオラジカルネットワークをアフリ

カに導入したこと、能力構築・科学的アドバイスの供与

についても検討していることを報告した。

WHOはバイオテクノロジーと人間の健康、遺伝子治

療に取り組んでいて、ホームページでヒトにとってのモ

ダン・バイオテクノロジーの活動を紹介している。

OECDはモダン・バイオテクノロジーによる食品の安

全、リスクアセスメントに関する’情報提供を行っており、

非加盟国がタスクフォース（パパイア、キャッサパなど）

に参加していることを報告した。さらに、商業利用に関

するOECDのデータベースを改定した。

OIEは体細胞技術を家畜・馬に活用する動物ゲノムシ

ンポジウムの開催を来年計画していることを報告した。

議題4.組換えDNA動物由来食品の安全性評価の実施に

関するガイドライン原案について

(CL 2006/27・FBT,CX/FBT 06/6/4, CRD 2, CRD 

7,CRD11) 

•PROPOSED DRAFT GUIDELINE FOR THE 

CONDUCT OF FOOD SAFETY ASSESSMENT OF 

FOOD DERIVED FROM RECOMBINANT-DNA 

ANIMALS (N01・2006）の文言確認

これまでに組換えDNA植物、組換えDNA微生物に関

するガイドラインが策定されており、組換え動物に関し

ては、その次の対象として考えられていた。組換え動物

は、近い将来、特に組換えDNA魚が商品化される可能

性があることや、遺伝子組換えDNA動物由来食品の安

全性評価についてのFAO/WHO合同専門家協議によって

既に議論されていることから、組換えDNA動物由来食

品の安全性評価の実施に関するガイドライン原案作成と

なった。

組換えDNA動物由来食品の安全性評価の実施に関す
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るガイドライン原案（NOl-2006）の逐条審議を行った。

特に、議論が伯仲した各条は下記の通りである。

(1) SECTION 1 -SCPOPE パラグラフ2について

セクション1一適用範囲 セクション2（除外範囲）に

関して意見交換して、オプション1～5のどれを採用

するか議論の後、オプション5を採用することを決め

た。さらに、

・食品以外の目的（医薬品、異種移植、工業用など）［の

み］に使用することを意図した組換えDNA動物由来

の食品の安全性

上記、オプション5の3番目ブレットは議論の後、削

除することを決めた。

削除の考え方は、食品以外の目的に使用したものは沈

黙し、各国の判断に委ねることに基づいている。この点

については、植物ガイドラインでも触れていないので同

じ扱い（3番目ブレットを削除）とする。

(2) SECTION 4 -GENERAL CONSIDERATIONS ノt

ラグラフ37について

最終的に食品製造に用いられる組換えDNA動物にお

ける遺伝子改変の特徴の明示

37.動物ゲノムへのDNA挿入に関する情報を提供す

べきであり、これには以下の事項が含まれるべきであ

る。

(c）挿入［・改変・欠失］物質および周辺領域のコピ

ー数および配列データを含め、挿入の結果発現した物質

を同定するには充分な、各挿入部位における挿入遺伝物

質の構成。さらに適切な場合［／該当する場合］には、

食品に含まれる可能性のある新規物質を同定するため

に、転写産物や発現産物の解析などの情報を示す。

上記表現について議論し、［・改変・欠失］ [,modified 

or deleted］については植物ガイドラインとの整合性よ

り削除することとした。さらに、［／該当する場

合］ ,where more appropriate/ [and, if applicable］につ

いては、該当する場合を明確にするためにwhere

scientifically more appropriate/ [and, if applicable］と具

体的にした。

•QUESTIONS FOR AN EXPERT CONSULTAIONにつ

いて

ガイドライン原案では「Markerand Reporter GenesJ、

「Non-heritableapplicationJを専門家への質問事項とし

て掲げている。「Non-heritableapplication」については

植物のみならず動物にも適用することなので、動物のみ

に限定して専門委員会に質問する乙とを確認した。また、

CRD2「ProposedDraft Guideline for the Conduct of Food 

Safety Assessment of Foods Derived from Recombinant-

DNA Animals」（Commentsby Argentina）で、アレルギ

ー誘発性について専門家委員会によるアドバイスを求め

ているが、乙の点については2001年の報告書に基づいて

もアレルギ一発現性について予知することは困難であ

り、新たに専門委員会に質問しでも予知の可能性を高め

る回答を期待できるか危↑具する意見も出た。よって、議

事録には上記意見があったことを記録に留めることとし

た。

－組換えDNA動物由来食品の安全性評価の実施に閲す

るガイドライン原案の今後の進め方について

「組換えDNA動物由来食品の安全性評価の実施に関す

るガイドライン原案」については、概ねSTEP4に留める

こととし、当該ガイドライン原案中の「抗生物質耐性マ

ーカー遺伝子の利用jに関する条項（パラグラフ64～ 67)

についてのみ、平成19年度はじめにFAO/WHO専門家

会議において検討がなされる予定であることも踏まえ、

STEP3として加盟各国の意見を求め、次回会合において

集中的に審議することで合意がなされた。

議題5.組換えDNA植物由来食品の安全性評価の実施

に関するガイドラインの付属文書（枠組み文書）

原案：栄養または健康に資する組換えDNA植

物由来食品の安全性評価原案について

(CX/FBT06/6/5, CX/FBT06/6/5/ ADD.1, CRD 9, 

CRD 10, CRD 11, CRD 12, CRD 15) 

・PROPOSEDDRAFT ANNEX(SCOPING DOCU・

MENl) TO THE GUIDELINE FOR THE CONDUCT OF 

FOOD SAFETY ASSESSMENT OF FOODS DERIVED 

FROM RECOMBINANT-DNA PLANTS MODIFIED 

FOR NUTRITIONAL OR HEAL TH BENEFITS 

前回、栄養不足の問題を抱える開発途上国は、栄養強

化植物について強い関心を示した。特に主要作物などを

過剰摂取した場合の安全性についても意見が出され、栄

養強化植物の流通後の健康への影響評価をモニターする

システムについても考慮、して、カナダは電子ワーキング

グループで討議して原案を作成した。

カナダが説明した後、一般討議が行われ、主要作物だ
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けでなくすべての植物を取り上げるべき、主要国と途上

国での差別は不要である、物理的ワーキンググループで

審議するなどの意見が交換された。

審議の結果、「議題5.組換えDNA植物由来食品の安

全性評価の実施に関するガイドラインの付属文書（枠組

み文書）原案：栄養または健康に資する組換えDNA植

物由来食品の安全性評価原案Jについて、 STEP3として、

カナダを議長とするワーキンググループを改めて設置

し、平成19年4月にオタワで開催されることになった。

ワーキンググループはカナダが議長固となり、使用言

語は英語（但し、アルゼンチンが参加しスペイン語への

翻訳）として、 DRAFTANNEX: FOOD SAFETY 

ASSESSMENT OF FOOD DERIVED FROM 

RECOMBINANT-DNA PLANTS MODIFIED FOR 

NUTRITIONAL OR HEALTH BENEFITSを踏まえて審議

する。日本も上記ワーキンググループに参加することを

表明した。

吉倉議長は評価戦略に対する意見などをワーキンググ

ループの取り組みに反映するように指示した。

議題6.主食作物の比較成分分析に関する討議資料につ

いて

(CX/FBT06/6/6, CRD 3, CRD 11, CRD 12, CRD 15) 

・COMPARATIVE FOOD COMPOSITION ANALYSIS OF 

STAPLE FOODS 

インドは討議資料および検討経過について説明した。

意見としては、主食作物に関する成分分析のデータは必

要であるが、 OECD新規食品に関するタスクフォースで

は成分分析、データの収集を進めている。一方、入手可

能な情報を充分活用できていないのではなLEかとの意見

もあった。

審議の結果、「議題6.主食作物の比較成分分析に関す

る討議資料J（インド提案）については、 FAOやOECD

などの他の国際機関における同作業の取り組みを踏ま

え、新規検討課題としては取り扱わないこととなった。

議論7.バイオテクノロジ一応用食品の流通後のサーベ

イランスに関する討議資料について

(CX/FBT06/6fl, CRD 04, CRD, 11, CRD 15) 

・SANITARY SURVEILLANCE AFTER PLACING ON 

THE MARKET OF FOODS DERIVED FROM 

BIOTECHNOしOGY
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メキシコは提案説明をした。意見として、栄養を高め

た植物の研究がもっと進んだ後に、その延長線で表題に

関する取り組みを進めたほうが良い。栄養のワーキング

グループで検討されてからモニタリング作業を進める。

表題の取り組みを進めるのは少し待ったほうが良い。

審議の結果、「議題7.バイオテクノロジ一応用食品

の流通後のサーベイランスに関する討議資料」（メキシ

コ提案）については、「議題5.組換えDNA植物由来食

品の安全性評価の実施に関するガイドライン付属文書：

栄養または健康に資する組換えDNA植物由来食品の安

全性評価原案Jの付属文書との関連性もあるため、新規

検討課題としては取り扱わないこととなった。

議題8.遺伝子治療または遺伝子組換えワクチン接種を

施された動物由来食品の安全性評価に関する討

議資料について

(C次／FBT06/6/8,CRD 5, CRD 11, CRD 12, CRD, 15) 

• DISCUSSION PAPER ON SAFETY ASSESS-

MENT OF FOODS DERIVED FROM ANIMALS 

EXPOSED TO PROTECTION AGAINST DISEASES 

THROUGH GENE THERAPY OR RECOMBINANT-

DNA VACCINES 

ケニアはワクチンの開発、接種されたワクチンが食品

に残存する問題を指摘し、腸内細菌への影響など、提案

を説明した。 OIEは動物の健康と食品の安全性のインタ

ーフェースおよび科学ベースに基づく動物の福祉に取り

組んでいて、残主査の安全性に関するデー夕、安全性評価

のマニュアルを見直している。 CodexはOIEに対して

2006年度バイオテクノロジ一応用食品特別部会での審議

事項を報告し、 OIEよりこの分野における活動について

情報の提供・報告を依頼することとした。

審議の結果、「議題8.遺伝子治療または遺伝子組換え

ワクチン接種を施された動物由来食品の安全性評価に関

する討議資料」（ケニア提案）については、ワクチン自

体が動物用医薬品であるとの観点から、残留動物用医薬

品部会（CCRVDF）へ付託されることとなり、新規検討

課題としては取り扱わないこととなった。

議題9.組換えDNA植物由来食品の安全性評価の実施

に関するガイドライン付属文書：組換えDNA

植物の低レベルの存在新規作業提案について

（新規議題）

(CX/FBT 06/6/1 add1 ., CRD 1, CRD 8, CRD 10, 
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CRD 11,CRD 17, CRD 18) 

• PROJECT DOCUMENT 

ANNEX TO THE GUIDELINE FOR THE CONDUCT 

OF SAFETY ASSESSMENT OF FOODS DERIVED 

FROM RECOMBINANT-DNA PLANTS ON LOW-

LEVEL PRESENCE OF RECOMBINANT-DNA PLANT 

MATERIAL 

本作業の目的は、コーデックスの組換えDNA植物由

来食品の安全性評価の実施に関するガイドライン

(CAC/GL45-2003）を検討し、組換えDNA植物の微量混

入による食品安全性問題に関する指針を提供することで

ある。各国は、組換えDNA植物（物質）が微量混入し

た食品の食品安全性評価を今後実施しなければならなく

なる。その理由は植物品種のさまざまな開発において、

同植物品種に由来する物質が極めて微量に食品に混入す

る可能性があるからである。植物品種は既に商業的には

使用されなくても、そこから生成された物質は食料の中

に微量ではあるが残り続ける。組換えDNA植物に関す

る既存のコーデックス・ガイドラインを使用し、このよ

うな組換えDNA植物（物質）の微量混入の際に適した

食品安全性の検討方法を特定することにより、このよう

な状況における食品の安全性を判定する時に普遍的に使

用できるようにする。

ニュージーランドは、カルタヘナ法の対象はLiving

Modified Organismsなので食品まで適用できないのでは

ないか、メキシコからは今回の提案はGMOの輸入国の

期待にそぐわないものであると意見表明があった。 EC

はこの提案には次のような前提条件が必要で、ある。①規

制を管理する体制（リスクマネージメント）が整備して

いること、関連する既存の情報にアクセスできること

（現実にはできなP）、②承認の状況（情報）が各国によ

り同じであること（現実は異なる）。但し、メリットは

分かるが、現実には前提条件は満たされず、大きな障害

がある。

アメリカ提案の議題9は、 11月28日から29日にわたっ

て、ステップ・パイ・ステップの安全性評価について

（リスクマネージメントは各国政府で実施）、組換え

DNA植物の低レベル存在の定義について、食品に組換

えDNA植物が低レベルで存在する場合の安全性評価に

ついて、組換えDNA植物に関する情報の交換方法につ

いて、および各国における安全性審査に関する情報を共

有するシステムについて議論された。

既に食品の安全性評価の仕組みが整備されていて詳細

な遺伝子情報の開示を求める欧州、組換えDNA植物に

関する情報（遺伝子情報、分析技術情報等）を全く保持

しない第三国の開発途上国とアメリカの間で激しい意見

の交換が行われた。

アメリカからの提案でインフォーマル・グループによ

る議題9の検討が本会議を4時間停止し、別の場所で議

題を検討し、アメリカが中心となり新規作業提案（改定

版）を作成した。 11月29日（水）午後2時30分より全体

会議は再開され、アメリカが新規作業提案（改定版）を

説明した。

新規作業提案の目的は組換えDNA植物由来物質の食

品中への微量混入に関連する食品安全性の評価法を特定

することである。開発国で安全性評価が済んだ遺伝子組

換え植物（食品）が未承認国に輸入された場合、①微量

混入する遺伝子組換え植物（食品）の安全性評価をどの

ようにするか。②輸入国でリスクアナリシス・ Annexが

適用できるかの判断をどうようにするか（但し、リスク

マネージメントは各国政府で実施する）。

逐条審議し、特に低レベルの存在については、各国の

思いの違いにより“assessmentin situations of low-level 

presence”の前にどのような形容調（adventitious,an-

intended, an-intentional）をつけるかで議論は伯仲した。

審議の結果、「議題9.組換えDNA植物由来食品の安

全性評価の実施に関するガイドライン付属文書：組換え

DNA植物の低レベルの存在新規作業提案J（アメリカ提

案）については、アメリカ、 EC（ドイツ）およびタイを

共同議長とするワーキンググループを設置（日本参加）

し、食品に組換えDNA植物が低レベルで存在する場合

の安全性評価と各国における安全性審査に関する情報を

共有するシステムについて、議論がなされることとなっ

た。なお、当該新規作業については、平成19年7月に行

なわれる第30回コーデ、ツクス総会での承認を経て、正式

に作業が開始されることになる。

議題10.次回会合の日程および開催地

第7回会議は、平成19年9月24日（月）から28日（金）

まで、日本（千葉・幕張メッセ）において開催される予

定である。

第7回会議の議題案は、下記の通りである。

「組換えDNA動物由来食品の安全性評価の実施に

関するガイドライン原則J
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「組換えDNA植物由来食品の安全性評価の実施に

関するガイドライン付属文書：栄養または健康に資

する組換えDNA植物由来食品の安全性評価原案J

「組換えDNA植物由来食品の安全性評価の実施に

関するガイドライン付属文書：組換えDNA植物の

低レベルの存在作業提案j

会議風景 （議長 ．吉倉贋氏）

The Session Scenery (Chairman ・ Dr. Hi 「oshi

Yoshikura) 
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会議風景 （参加者・ ILSIJapan) 

The Session Scenery (Participants of ILSI Japan) 
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Draft ALINORM 07/'30/34 1 

INTRODUC百ON

1. 百ieCodex ad hoc Intergovernm鍛掛 TaskForce on Fα誠sDerived :from Biot1民＇hnologyheld its Six由

S間 sionin Chiba, J，匂溜L企om27Nover搬出rto ID即 ember2006, by co町総syof恥 Governmentof Japan. 

官1eS偲sionw錦戸溜idedover by Dr.諸問S揺 Y倒誕kura,A1制 .ser,Depぽ加e国 ofFood Safety, 

Ph鑓加齢euti伺 Iand Foodお食町yBur盟、泌nis位yo~Health, Labour and WeJ急時．百ieS健吉ionw部 attended

by 176 deleg滋出repre弱n出g40membE問。f恥 Commissionand 5 i脱 ma誼onalin:知事：ovemmen:凶組d12 

non-gov1切 uner雌 observerぽ伊血ations.A complete list of抑制問指 isincluded鵠 AppendixI to他

田：por仁

OPENING OF’rBESESSION 

2. 苅eS部sionW邸 openedby Mr. Naohito T紘油部：hi,D訟郎防・General,P加盟a偲凶伺Iand Food Safe守

沼田eau,Mini錨yofH儲1th,La加町制dWei金持， whowelcomed血e戸凶cipants旬 αibaand wished a 

m問 地Im関白g.The Representatives ofFAO制 WHOalso welcomed也.eparticipants. 

ADOPTION OF 1官EAGENDA（勾：endaItem 1)1 

3. The T部主Forceagr関 dto翻 endthe Provision必Ag叩 da組 dinclude，鑓anew Item 9, the propo錨lof the 

United説銭関todiscuss偽梅田onおodsafety錨樹smentof恥 lowlevel pr関enceof問combin制，DNA

pl側 m滋町ialin food resulting :from a勾nchrono凶 at地oriz.ations.

4. The T~成 Force adopted the amended AgendaおぜieAgenda of the Session withぬeaddition of the item邸

mer説onedめove蹴 d賠numbe出 g也eProvisional Agenda Items 9伽ough11諮問：wItems 10 through 12. 

5.百ieT邸kForce noted伽 tthe decl翻 .ti.onof the division of competence be側関1也eEqro持組Comm泌物

and its Member S匂陶，部presentedin CRD 1.2 

MATI軍RSREFERRED TO・E百ETASK FORCE BY 1宮Eco決励恒SSIONAND’rHEσE湿ERCODEX 

COMMl'n冨ES(Agenda Item 2）事

6.百ieT儲kForce noted伽如formationpres鍛 蹴din document ex店事T06/6/2 co邸側血g也ema役ersof 

interest to the Codex ad hoc Inte喝OV.1聞 lUleDJ凶 T部kForce on Foods Derived :from Biotechnology矧 sing

from也.e29也 Sessionof the Codex Alimentarius Commission and the r邸 entsessions of other Codex 

Committ，田s.

REVIEW OF’I'HE WORK BY取TERNATIONAI，副官官：RGOVERN決飽NTALORGANIZATIONS 

RELATED TO FOODS DERIVED FROM BI01官CHNOLOGY(Agenda Item 3)4 

t CXJI恐T06/6/1, CX/FBT 06/6／トAdd.1

2百ieT＜部:kForce was infonned that the division of compet偲 cefor Agenda Item 9 of the adopted agenda should read: 
Europe館1仇 mmuni勿com戸t伺儲－Europe臨 Commur福竜yvote. 

3 CXIFBT 06/6/2 
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加aftALINORM 07/30/34 2 

7. 百ieT部kForce noted也einformation pr1邸 entedin document CXIFBT 06/6/3鉱J.dCRD 16 submitted by 

several in総rnationalintergovernmen雌 or伊 iizationsconcerning th柑 workrel蹴 dtoおodsderiv，吋会om

biotechnology. 

8. 官ieCodex Seerぽariatdrew the at蜘 tionof the T部 kForce to the wri恥 ncontrib凶.on:from the Secre凶 at

for the Convention on Biological Diversity (CBD）.官ieTask Force 印刷命鉱山首lirdmee也igof the 

Conferen1回 of也ePぽ経邸 serv加g錨 them関白gof the P~凶郎 to the Biosafety Protocol (COP-MOP 3) had 

agr鵠 don血edetailed req凶rementsfor docwnent説onaccomp：組~ shipments of living modified 

or伊由邸intendedfor 命側関e路おodor feed, or for品rtherproc郎副.g.百ieTask Force a1sοnoted that 

COP-MOP3 requested也eExecutive S即時鈎ryofCBD加 con伽uepu岱U並g,reinforcing, and intensi命ing

cooper泌vearrangeme脇 with路 veralinternational or伊語zationsincluding Codex. 

9. 官ieRepr邸entativeof FAO M斜ighteda number of activities carried out by PAO or jo加姐ywi也 WHO,

which included the development of several tools, such鎚組 PAO/WHOguid組問 documentaimed at 

郎副ngcou凶 iesto implement Codex food sa会ty邸側ment伊idelines,technical部sist組郎防coun凶院

槌 well槌 thedevelo戸nentof即伽orlcsfor information exchange among public and private entiti曲面

cha唱eofbio路島全yat也.eregional level.百ieRepr，邸側tative必soinfonned伽 t偽eOr：伊nizationw部， h

coopers滋onwith WHO，戸-epar吋ぬ holdan儲 Pぽtconsultation in ordぽ飴 pm吋de釦ier姫君cadvice側

specific issues which would be identified by the Task Force at the I紅白叙波間ssion.

10.官1eRepr，自問飽tiveof WHO stated白紙 ithad been carηing out a number of activiti倍加治efield of 

bio蹴 hnologyand human恥alth,among which only those related with biot舵加ology担おodproduction 

were expl翻 edin its wri臨：nco出 ib凶oncontained in CXIFBT 05/5/3.τbe Representative :further 

mentioned that all de凶ledinformation on the activiti岱 of也.eOr伊也ationin也isfield at the national組 d

跨：gionallevels was available at the WHO website. 

11.官1eR句1resenta経veof血eOr伊 地 紙ionof the Econo凶cCo ope凶 onand Development (OECD), referring 

to the written submission, highlighted some of the activiti間関dぽ悩kenby也eOECD Task Force for the 

Safety of Novel Fo吋sandF関ds.Rec開 tly,non-OECD member comr凶eswere ac経velyparticipa也igin the 

work of the Task Force, including development of consensus documents of戸rticularimpo此制民 to

developing countries, such鎚 onpapaya組 d伺 S鈍.va.Furthぽmore,work w出御rtedon the updating of 

consensus docume蹴swhich had already been published, in治eIi誹tof new scientific inおnna語on;the 

WOI対ngGroupon E加monizationof Regulatory Oversight加Biotechnology時計sedぬeOECD Guidance 

for由eD郎ignationof a Unique Identifier for Transgenic Pl組~；組da new version of OECD’s 白白h~問。f

products of modern biotechnology approved for commercial application wぉ launched.

4 CX/FBT 06/6β；αDl6(I的 1nnation会omOIB)
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12.官ieR却時制I凶 veof the World α伊也説on伽 AnimalHeal血（OIB)infonned the T槌kForce that血e

0肥 －adhoc Group on Biotechnology had s加 tedto work on reprod即：tive制加albiotechnologies, on 

vaccin1部 andon n阻 .ot邸加ology.η1ead hoc Group also I訓告edthedI減 chapteron pr泊.cipl儲 ofvet町inぽy

vaccine production in也eom Manual of Diagn侃 ticT間 ts佃 dV邸 cinesfor Tero偲凶alAnimals. Ri邸側tly,

the tenns of referen伺 of也eGroup had been revised to include 批判lo戸nentof伊idelineson the滋語mal

health risks mis泊g金側somaticcell nucle釘臨1S伽（SCN1)cloning of production釦加als組 d斜delin関

for new~加e t釦lmologies,monitoring of developm開 tson n組成記加ologyand a御ising血eOIEon 

s凶帥1leproced町田 for伽 identi盟関itionand回 cingof ar語mals組 danimal戸吋uctsresulting from 

bio蹴加iologyinterventions. While current emphasis of work w部 placedon the development of guidelin邸

on sα~cloning訟 liv1側ock,伽G拘iupw酪 plam血gぬa樹ressvaccine・relatedissues soon. 

13. The Dele伊tionof E躍。E糊 nComm凶 ty伽 nked血ein加nationalor卵胞tionsfor the訟卸値揃es

complementing the work of俗 CぽlexT槌 kFor＇偽朗 denco田昭edth儲 eor:伊語zati佃 s,especially OECD, to 

s回 :ngthenprogramm儲 relatedto加forma語onga由説ng組 dsharing. 

PROPOSED DRAFT GUIDELINE FOR’I11E CONDUCT OF FOOD S細 'ETYASSESSMENT OF 

FOODS DERIVED FROM RECOMB:闘訓T-DNAANIM必.S(Agenda Item 4)5 

14. The T槌 kForce re儲 lledthat at i悠 Fi讃iS田sionit had agr舘 dto錨也blisha physical working group, co田

chaired by Aus往alia組 dJap叫釦 elab也冨tea proposed命aft忽泌elinefor the conduct of food sate“Y 

路舗細切tof foods derived from recombinant-DNA組加als(hereinafter referr吋旬鎚噌iepropo関ddra会

guidelinめand由at秘epro戸sed的責伊i斜面.eco絢 inedin CL 2006/27-FBT W出 circulatedfor comments 

at Step 3, prior to c1仮JSide蹴 ionat Step 4 at its c滋rent関 ssion.

15.百ieDelegation of Australia.駅 北ingon behalf of柱建co-ch邸 ofthewo武inggroup制路島rringto血e

report of the wor泊 iggroup，魁酔1i悼itedsome major poin1旬 結 晶llows:i) it was a伊 edto use the existing 

plarit guideline路 atempi蹴 inelaborating the proposed的金鮮側面e；詰） it W邸 alsoagreed to follow an 

approach whereby deviations from the language 語版 pl叩 tguideline be made only when scientifi伺lly

justified on the b酪isof biolo語儲idi茸ex-en回 sbetween pl釦 itsand ar語mals.；組diii) the working group 

reco伊 ized白紙也eFi鎚ls偲 sionof the Task Force had ag11関 d白紙出ei凶.tialwork wo叫dfocus on 

developing a gt必elineおrrecombinant-DNA an加alsin general and would not ad金溜sanys戸副長cs戸ci館”

related issu田．

16.官ieTask Force congratulated the working group for its achievement and agreed to consider血eproposed 

命aftgt必de訟iecon匂ined詰Annex1 to役iereport of the wor.魁nggroup, paragraph by p釘agrapb.In doing so, 

the Task Force paid p釘ticular鉱tentionto those p釘tskept in squat右 bracketsfor which the wぽ'kinggroup 

could not reach conclusion or consensus. 

旬以006/27・・FBT;CX/FBT06/6/4; CRD 7 (Comme融合omCl)；αD9 (Commen飽食・omτbail曲。CRDlO(Comm田，ts
from Philipp蜘：）； CRD 11 (Comme蹄 fromSo曲 A邸ca）； αD12 {Commen飽食omIran）； αD  14 （白mmen飽食m
Republic of Kor，鵠〉
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17.官ieT錨kForce agreed to ensure terminological consi蜘 icythrougho国 theproposed draft伊 ideline;a 

phr路 e、応ed笛 food”W邸 rep｝釦edwith、sedas food or for food production＂加 severalparagraphs, in 

addition to other editorial ch佃 ges.Other discussion held組 damen必m成sa.gr:切 dupon on昭郎埠c

戸ragraphsare路島Uows.

Para er却1h2

18.世1eTask Force had in蜘 sivediscussion m他陣agraphof伽 proposeddraft guideline, which contained 

five di茸erentoptions in square brack抱．官ierewe間 diverseviews among memb部 onwhich o戸ionwould 

be昔ieIDOSta諮問pri必e紐正ionthe問錯。話ngbehind.

19. Se嶋崎Idele伊話。部制dobserve時銅抑制edCゆ1tion2出 itcl鵠 rly紅白山削除 legi伽 atefaぬ路加 be

鍬 組intoaccount by Codex members in the decision ma魁ngproc出 s.百倍edele.似 ions制 observersalso 

proposed旬 m制 I創出β倣 dbullet undぽrthe para伊 phand知 dele飽泊施 word“exclusively＂，泊。吋町初

詑郎sthat白epr・句oseddr城郡idelineshould not ad金関S也.e8I也nalsdeveloped for ph釘m舵 e凶儲Ior othぽ

norトfood間関釦dthatth邸e制 malsshould not et御伽おodC凶n.

20. Some other dele伊tionsW宮問。fめeop加ion翁at出念館 W槌 norationaleぬ discriminatebetween plant and 

制 malsin也isparagr柄Lthere伽 ・eproposed to剖.optO凶on3め ensureconsistency wi自由epl制

guideline. 

21. Several o曲erdelega録。m 釦pportedOptio略 4b郎鋭浴eits ch却eaup釘tdid not caぉ飽泊 statementson由e

impo.託ance,legi古田cyor n関 dfor othぽ bodiesor ins加Jmentsぬ組合間snon food錨fety」relatedfactors 

槌 socia生ed,or po低減ally部 soc加ed,w施主 Zちcombinant-DNAanimals.官制ede le伊tionsproposed deletion 

of動ethird b叫letpoint b邸 ause白色時 mightbe legitimate d間切部旬お回：sin which a co破抱ymight wish to 

apply aおod田fety部 S出 smentぬ recombinantDNA叙説malsintended for non－おodp田po鴎 s.布 e

delegations sug酔stedthat“ex cl田 ively"be m必nぬ加edifthetl語rdb叫letpointw部開匂ined.

22. A伽 alen！抑ydiscussion, the T部kForce agreed,部 acompromise，初出et縦 inOption 5 by deleting the 

word“additional" from恥 chapeau伊rt釦 ddeleting曾1ethird bullet poi抵

23.百ieT鎚kForce noted曾iat,wi白色esolution re釦bed,the docwne蹴 wouldremain silent郎防 whethぽ命e

guideline co叫dbe叩＇Pliedto也e路島全y諮 問ssme羽tof food d凶 ved念。m recombinant-DNA az由nals

intended to non－長:ioduse and that it W部関 宿elyup to member cooo剖儲 tod閃 ideon出emost appropri脱

却炉倒ch.

Paraeravh 16 

24. The T部kForce considered whether恥 twos開 tenc崎 insquare brackets should be retained, noting白紙也e

Working Group w部 of偽eview白紙 considerationof second metabolites w槌 notalways required in the 

context of recombinant-DNA animals. 

25. After some discussion, the T出kForce agreed to retain由1efirst sα1ten回鉱iddelete the second s関胸部、ω

proposed by the Represen凶 veofOlE.

Title over D訂am:ョnhs31-35 
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26.官ieT1鎚kForce a伊 ed知 am阻 d融制COV＜ぽ伊ragr混phs31-35 to勧ingit加 linewi由也Sprovisio幽 of

也関ep釘agraphs.

P紅821'滋泳37C】

27. Several dele.伊託onswere of伽 view白紙色11mol田 ularcbarac御 i泊語.onof ins剖 edmat佼ials創ido偽ぽ

relev細企 h品価組側 at伺 chh鈍rtionsi飽 including錦町O叩 dingregions should be provided if applicable, 

w地 aview初旬pr，可ni縦 lyconduc伽gs換をy邸 sessm倒 ofrecom:愉瑚武DNAar血ialsin aceα也nee叫血

伊ragr却b36 of the pl¥句>OSed伽金guideline」 祖 国edelegatio儲明間infavo町 ofre凶ning也ete輔副dedin

叫uarebrae加ts.

28. Seve措lother dele伊伽nsproposed the deletion of血et慌 tsin square匂部ketson the gro叩 d白紙也e

proVisions sho叫dF糊 ain部也es蜘 e部 inthe pl凶 guidelineexceがwheresci釦鋪callyj田 tifiedon品e

basis of biologi伺 ldi能renc儲悦tweenpl卸 主組dan加als.

29. After some disc出 sion,也eT部kForceagr港edto dele総 all盆ietext in square brackets釦 dam.end the p歯車se,

in conjunction wi也thesecond set of sq回路初ackeむら加read“orwhere scie脱出.callymo時叩1propriate".

Par孤立aoh38

30. The T郎kForce agreed知加ぽtawo吋、ewly"in the d叩e側 S制御icefor clarity飢 ddelete恥間働組.ce

ぬ milk創ide鶴湾笛 examplesin point D of貸出 paragraphand in p綿 graph45，鎚釦che叩1鑑E組側 W;部

unn郎国：saryin鐙leguide泊leapplied知創出ials訟gene四L

Para釘悶1h39

31.τbe Task Force, noting偽g主役lew町泊怒 Groupdid not have白neto discuss the square何bracke総dtex乞

agreed to the deletion of蜘etext, in view of由e釦opeof詰iegt剖eline叩plicable知 all鉱語mals.百ieT槌k

Force howe糊郎総dthat世ieexamining of new凶 .ts'lllld釘即時 thanone typical加sbandrycondition 

might be pぽticularlyrelev8l式加r即omb加釦t・DNAfish. 

P加 eraoh42

32. In reply to a prop偲 alto insert a跨伽問問如S蹴明ibilityto dis伺 se,the Task Force agr切 dthat役ieconcept 

W槌 air槌dyco嶋 崎dby B叫1抱 AandB阻 d治問fore血.erew部 noneedぬamendthe結泊．

Para釘宮nh63

33.Fぽ clarity,the T出kForce agreed to m吋ifシthe歯ial田ntenc怠 of也ispara.grョphto sta総白a生命e路島町

部 S邸 抑制should協 ethepo蜘雌for治儲eal伽滋ionsin加齢∞叫itIns泡武ionof a mゑrenceto sheddi時of.

戸臨ogensw槌 made胎蜘民condset蜘 ice.

P翻 l?raDhs64 -67 

34.百ie・Delegation of治eE問。抑制 Cornrow語tyexpressed血eview that the四 eof m砥kergenes should be 

側 .eluded恒温ieproduction of re御 前inant-DNA副 malswi貸1a view如 addr田singsafety concerns in 

rel説onto the加除g錨 onof tr滋 lS郡：n路 derived企αninserted marker genes加。 the制 malgenome and 
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propo弱 dto revisit也回eparagr叩bsfor further d回凶sionafter the o蹴 omeof釦 expertconsul凶 on句 be

convened in鎚 rly2007b田：omeavailable. 

35. Other dele伊tionsw町eof the view that the current text did not脂q凶陀revisionat録usmoment b舵 a凶 eno 

sci en銭量cjusti意図.tionexi蜘 dto apply criteria different勧 mthosein由epl翻 t忽tldeline.

36.官leTask Force agr関 d偽atit would consider the need給食lrtberwork on th1回epar司~apbsat its next s儲sion,

prior to which the r句0氏ofthe 叫 >ertconsultation should be circulated. 

Ann慌：Assessmentof oossible al財閥恥耐

37.百ieTask F切切 agreed加 theannex誠治.ched初出epl'I句。seddraft♂.Ude詰ie"Ass偲sme雌 ofPossibie 

Allerge必ciザ’，加古ig偽atthe text in the鉱mexwぉ identi伺 Ito白紙atぬ.chedto也eplant guideline, wi白血e

ex•叩ption of the deletion of回fer1開 C邸旬 glutens鵬誕材全y,which w部 considぽ吋部 notrelev：組tto the 

路i込町yぉS偲smentof recombin制－DNA阻加als.

Qu悶 IONSTO BE ADD飽 S錨IDTO AN FAO/WHO EXPERT CON：割涯.TA:.百oN'

38.官ieDele伊tionof Aus釘減免 onbe加lfof曲eco-chairs of the wo成inggroup, refc釘ringto命ereport of the 

wor陥iggroup, noted that the伽唱equestions7 raised at the Fi偽 Sessionof the T部 kForce had adequ縦：｝y

been add!宙開dduring也eco沼田 ofelaboration of the pro卯鵠d命説 guide泊施飢ddid notreq1凶飽食lrtber

consider：説onby8Ile耳町tco邸 E畑出1n.’Ibisview w槌 con.finnedby the Task F。irce.
39.官ieTask Force w錨 invitedto consider two鎚tsof明笛tionslisted加Annex2 of the report of the working 

group on: i) m枇 er組 dreporter抑偲；8Ildii) non-h出愉・leappl協議ons,wiめaview to forwarding them to 

FAO and WHO for scien鎚 cadvice. 

40. Some delegations, refl館泊gto CRD 2 prepared by Argen也民泊 conめor説onwi白 Braziland Norway, 

e湾問ssedthe view由atsome new scientific information had become available since也eCodex guidance on 
也e都国smentofall鍛苦闘cityw酪 adoptedand白紙itw舗前回開館yto review偽erelevant information and 

to部S出 S由eooed for re吋sionof役ieannex on all釘genicitya伽 chedto the proposed dr油 guideline部 well

鎚 thetwo ado抑d側delineson recombinarlt-DNA pl加its組 don recombin8Ilt・DNAmicroo培制SIDS.

古田edelegations r句u国 ted伽 tscientific advice be sought on the advances made in tlおおsessmentof 

allergenicity加 termsof bioinformatics meth吋s,in vivo and ex vivo methods組 don how to泌keinto 

account the effect of food pr侃儲sing.They also requ田tedexpert advice槌 towhether consideration should 

be given to侃戸 田sedsubstanc邸 whichmight act槌婦問釦.ts.

41. Some o偽.erdelegations, not加gthe加：port脱出 ofallerge凶city借関smentfor郷町加.gthe safety ofおods

derived会omrecombin8Ilt-DNA organisms, were of the view均成itwas not clear whether the evidence and 

information that b郎 ameavailable since the last FAO/WHO e汚泥rtconsul鎗tion訪2001w部 such白 紙恥

recommendations of the previous exp側 cα1S叫tationsshould be revisi総dright now. Several delegations 

6 CRD 2 (Comments伽 nArgentina) 

7 ALINORM 06/29/34, pぽa27

88一一ILSINo.89 



FAO/WHO合同食品規格計画第6回コーテ、ックス委員会バイオテクノロジー応用食品特別部会参加報告

獄事会ALINORM07/30/34 7 

pointed out白紙 itmight be di館叫tf町 FAOand WHO to ad合問sat once a large number of qu偲 tions

covering distinct are邸組drequiring品質：erente湾即位se.

42. The Repr国閉包説明 of FAO, sp朗話ngon behalf of FAO and WHO, recognized practical di館culti回 h

addr部 ir琴柱iosediv悦 eand complex qt蹴 tions加get恥rat a single expe託cons叫制onand requested血e

Task Force to prioritize勧 伊 館 経onsso伽 t簡 略 国E武∞邸叫飽tionto be convened in臨 ly2007 could 

組合国sthe mo：託ぽgenton田 andpro吋descien級 cadvi関 r叫叫red伽 furtherdevelopment of the戸oposed

＆幼凶malg必elinewi曲詰めeagreed愈都合ameof位ieT:部kForce. The Repre部 nta語veal関 indicated也.at

it might be po総ibleto convene another exp剖 consul縁起onat an appropriate也nedur泊gthe next biem削 n

(2008-2009) to a総 偲sotherqu回tionsincluding is組問跨latedto必lerge凶c勾．

43. A会er叩 imediscussion, the Task Force agr，館dtoforw町d儲tlythosequ田録。随時~ingmarker and reporter 

gene and E悶 1・heritめleapplications初 FAOand WHO for sci銃剣宣cadvice. The list of qu自信.onsis attached 

tothep悶：entreport槌 AppendixII. 

44.官ieTask Force noted也at偽eb邸:kground加fonn組側倒的n・britable appli問tions鎚 containedin CRD 2 

would be provided鎚 aworking document to由e伽位協倣凶時限pertc仮lS＇凶tati on. 

45.官ieTaskF町 時稽reed也atall由equ偲：tio郎 onthe list should be addr田sedby血ee有国ertcons・叫鉱山n加出e

context of the島odsa食堂yassessment of recombinant-DNA animals used部 foodor forおodproduction, 

while noting that命的 WOl泌 beno泊戸dimentfor the expe氏COllS叫縁銭on加 COilSider,where ap戸opriate,

horizon凶 酪pee怨 ofthe qu邸tio部 relatedto non-heri匂bleCOllS加lCt槌出e総chnologycould also be 

pote；説ally叩plied加 plants.

S担加sof也ePt・OD僻 edDraft Guideline for the Conduct ofF1。odSafetv Asse蝿mentof Foods Derived from 

Reeo圃binant-DNAAnimals 

46.割ieT鎚kForce noted, with s説sfaction，白紙alls舵 tionsof血epropose draft guidel泊1ewere finalized from a 

t民担語calpoint of view and we陪 r拍 dy,in principle, for adoption by the Commission, wi由治ee諸問：ptionof
mョg勾bs64-67.τ'heT鎚kForce偽鍋品reno鎗dthat at its ne剖 S部si9n,discussion shouldおcuson：りめe

section of伽む路ofA誠泌氏R邸i蜘 iceM鉱kerGenes (paragraphs 64-6＇η；and ii) any o血管制問削erお

ね即時拙y句 accommodatenon bぽitable句pU伺 :tions,if possible and a践的priat民側lyt紘ingin匂 acco叩主

也eo叫芯omeoftheh吋lC倒討nge呼釘tcons叫tation.

47.百ieT出kFo即ea伊 dto m知mせ1eS館経onon ''U関 ofAntibiotic R怠si銑釦閃 MarkerGenes" (paragr却hs

64-67) to Sおp3伽 comments蹴 dhold the remai国ngs即恥nsof the propo舘 d的食 guidelineat S崎 4.

百ieProposed Draft Guideline，部組組側 byせleCUII加士郎sion,is attached知設iepr田entreport鎚

Appendixm. 

PROPOSED DRAFf ANNEX TO THE GUIDEL闘EFOR’E官ECONDUCT OF FOOD SAFETY 

AS錦 S勤邸NTOF FOOD⑤ D忍脳VEDFROM RECO為館副ANT-DNAPLANTS: FOOD SAFETY 
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ASSESS島飽NTOF FOODS DERIVED FROM RECOMBINANT-DNA PLANTS MODll積EDFOR 

NUTRITIONAL OR HEALTH BENEFITS (Agenda Item 5)8 

48.祐eTask Force 間関lled白紙偽eFi蝕おssionof the Task Force had decided to initiate new work on也e

develo抑 e戚 ofan annex to the Pl組 tGuidelim与whichwould provide further guidance on tl路島odsafety 

部S偲 smentof品。也derived伽 mz切 ombinant心NApl佃~m吋ifiedfor nu凶tionalorb開lthbenefits，組dto 

出鎗blishan el配位onicwor駈碍groupled by Canada加 formulatea scoping docum創設tobe presented at血e

pr田e凶 S回sion.百1eT部kForce伽 therre回lled白紙 thenew work w槌 subsequentlyapproved by也e

Co踊mission.

49. The Delegation of Canada introduced the report of白eelectro凶cWO政泊ggroup・ co胸 inedin CX/FBT 

06/6/5 and briefly explained the process by which血escoping document co蹴 ined加治eAppendi＇岱s・to the 

document W錨 P指：pared.Many delegations e得)11田sedtheなappr＇邸iationto the wo北 by也eel即位・onic

working group and旬 Canada’scontribution to this proc回s,reco伊ized由epro甲ectivevalue of the 

pr，句>OSed的 ftAnnex and agreed to命的erproceed wi昔1thewo成 preferably白rou出品e偲鎗blishmentof a 

physical work・ ng group. The T偲 kForce noted伽 ttherew，酪generalagr切 menton pursuing the work on the 

b部：isof the prop邸 ed甜 uct町efor the Annex and invited delegationsめ provide伽也ercomments on the 

scoping docume此

50. Several delegations s凶：ed治at也esp郎ial時金時neeto developing coun位iesin the context of stability of the 

level of expre路ionof a戸rticular住aitw邸 inappropriate，部 themost加pぽ加itfactor w邸 theagriか

偲olo単位Ico怠C起訴onsof the place in qu隠 tionandnot也edevelopment sta知sof the com政yconcerned. 

51.百1eDelegation of Argentina, s戸紘ing儲 Coordinatorfor Latin America and the Caribbean, proposed也at

the Annex should addr部 snot only staple crops but all crops. 

52.百eDele伊tionof治eE町opeanCommunity, referring to i飴writtencomments ・con鎗inedin CX/FBT 06/6/5・

Add.I，脳出lightedthe impo尚 neeof (I) comparative animal feeding study and (2) sel民話onof也emost 

appropria:総 comparator.In由isre伊rd，詮ieongoing work by the Euro戸溜iFood Saた：tyAuthority would be 

of加 敏 郎tto the Task Force. 

53.官ieDele伊tionof Mexico, referring to the pro吋sionsof伊ragrヨ1ph20 of the Principl郎 fortheおskAnalysis

of the Foods Derived from Modem Biotechnology (CAC/GL 44”2003), pointed outめatany ri北部sessment

might f，儲:veunc飢 ai凶出掛tonu凶entintake白血泌総釦dide副長回tionofh回l也risksand benefits, which 

could not n邸 e路arilybe verified prior to the組むyinぬ marketof偽eproducts，釦d白紙負x血erstudy, 

inclu必ngpost-market monitoring, might be問quiredwhere such approach was scientifically justi誼ed.

8 CX/FBT 06/6/5; CX定BT061615・Add.I (Co罰蹴協会vmArge涜tir.a,A出制ia,CostaR.i錨，Euro戸館Conun油i弘 Japa.•.
Kenya』Mexico,New Z叫釦d佃 dthe United 8制：esof Am悦回.）；CRD 9 (Comm伺 its:from官凶l飢 d);CRD 10 (Comments 
from Philippin闘）；CRD 11 (Comm叙酪fromSouth A創儲）；CRD 12 (Comments from Iran); ＜京D15 (Comments from 
Indonesia) 
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54.官ieDelegation of New Zeal組 dpo in鈴dout that也eAnnex w部 being<level叩ed舗伊rtof也e錨 fety

部S偲smentguidel註ieand也at也eoutcome of this new work should exclusively focus on the gui伽邸eon 

how to conduct risk舗 se路m回 its.

S旬知， ofthe 1>ro1>osed draft Anne玄旬 theGuide滋nefor曲eConduct of F，的dSafetv A路儲smentofFi。ods
Derived fr可＞mR舵 ombinant-DNAPlants: F＇加dSafetv A鑓田smentof Foods Derived from It舵 ombin組 t-

DNA E円＇lantsMod磁.edfor Nu仕掛onalorH朗 1也 Benefits

55.官1eCommit防eagreed to問：twn貸ieproposed伽 ftAnnex to Step 2 forお吋ierdrafting by a physi儲 l

W侃女加ggrot場ledby Canada, co・chair吋 byArgent加aand New Z儲 land,and open to all the m聞 ibersand 

observers9.官iewor.泊iggroup would戸eparethe proposed draft Annex加治ePlant Guideline on the basis 

of the report of the pre討ousel釘位。nicWOI魁nggroup釦 d也ec偲盟ientsat Step 3 con凶ned加documents

ex庄司BT06/6β 組 dex厄BT06/6/5-Add.1， 部 well郎 commentsprovided during由epresent S隠 sion.百ie

WOI'.油 iggroup, which would probably meet in 0低awa泊earlyApril 2007, would work prinlarily in English, 

however, sul重郎t句命e郡・ailabilityof z明 Oぽ切らな滋isla話onof the working documents into Fren h and 

Sp制 shwould be considered.百1eproposed的食 Anne＞ら PII叩aredby也eworking group, would be 

cireulated for comments at説ep3, well担adv組問。.fthenext S回sionof the T部kForce, and be considered 

bythene滋 S時sionof恥 TaskForce at S均 4.

COMP.繊細VEFOOD COMPOSIDON ANALYSIS OF STAPLE FOODS (Agenda Item 61ち

56.官1eDele伊tionof India, referring to wo泳加gdocumei戎 CXIFBT06/6/6, expl必ned校iebac.同~ound,

objectives姐 dexpected bene宣伝 ofthe proposal.官ieDelegation obsぽvedthat也e詑 W町ethe limi包副onsin 

e活必ngknowledge on compositional anal戸isof genetically en償問red蜘 piecro戸， .namelym齢；ro-and 

miはか郎肘.ents,inherent plant toxins，組tiヂm凶e附， plantmetaboli臨釦dallergens.τbe Dele伊tionwas of 

the view that the油1senceof globally ac回 p帥，Jear凶戸icalmethods forおodconsumption鉱潟lysis

constitu凶 釦ob蹴 cle知 conducting自由em凶戸隠．

57.百ieRep間関nt説veof OECD informed the T酪 kForce也atthe OECD had already produced a number of 

con sens邸 documentsco蹴 i語ngcompositional and other relevant information for由es蝕pleαopslisted in 

the annex of docurner氏CX/FBT06/6/3, inclu品ngwheat, maize and rice, and that the OECD TぉkForce had 

started discussion on how to叩date出回edoc um叩 tsto make them mo問 complete.The Repr田偲ltative

9官iefollowing members and observ儲 蹴pl'悶 edtheir interest in t曲・ng part in the wor対nggroup: Argen伽.a,Au甜alia,
Belgi滋n,Brazil, C叩ada,C出 a.Euro抑制Community,France, Germany, India, Italy, Japan, Mexico, New Zealand, 
Norway, Paraguay, Philippines, Republic ofKorea. South A会ica,Sweden，功ailand,United S加t郎 ofAmerica, 49P, BIO, 
α，。opLife l蹴 ma企ional,ETA, EUROPABIO阻 dIICA 

10 CXIFBT 06/6/6; CRD 3 (comments from Mexico); CRD 11 (comments from Sou血A脳ca);CRD 12 (comments fi"om 
Iran); CRD 15 (commen絡会omIndonesia) 
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welcomed inぽ伺singpぽticip説onof non OECD memb剣3泊 thework of the OECD Task Force on 

consensus documents. 

58. The Represell!肱tiveof PAO翻 ted秘atunder the coordination of the Intern組onalNetwork of Food Da・抱

Systems但'IFOODS），也eFAO had produced a number ofお叫com卯sitiontabl邸 usingda飽食'Omdi笠erent

parts of the world and that治esewere available to all members of PAO.百ieRep間 関nt説明sugg儲 ted偽at

Codex should not duplicate the existing or ongo加gwork of other international organiz.ations.官:teTask 

Force also noted白紙 anumber of methods of analysis for nutrients were alr・個々 includedin the Codex 

Alim en：偽riusand other international public説.ons.

59. A金.ersome disc凶 sion,the Task Force decided nσt to initiate new w彼女i白血isa:rea. 

SANITARY SURVEII孟..ANCEAFTER PLACING ON’l'HE MAR底ETOF FOODS DERIVED FROM 

BIO'官官CHNOLOGY(Agenda I総m7)11 

60. The Delegation of M凶 co,re知 ingto working do側 iell!tCX/FBT 06必n'explained that the o吋ectiveof 

省ieproposed new work pr吋郎tW部 tofacil加tethe collection of scientific information which could suppo氏

the overall risk analysis process釦 dthe monitoring of effects on specific human grou戸 ∞ 宙 服n泊g

nu凶tiouslyeI蜘need品吋s.

61. The Task Force, noting白紙偽ematter could be covered, at l伺 stp釘tly,by ano血erongoing work of血.eTask

Force (see A抑 daItem 5 of the present report), d民 idedn低 toinitiate new work. 

DISCUSSION PAPER ON SAFETY ASSESS島也NTOF FOODS DERIVED FROM ANIMALS 

EXPOSED TO PROTECTION AGAINST DISEASES ’E百ROUGH GENE 1百ERAPY OR 

RECOMBl1河ANT-DNAVACC四ES(Agenda Item 8)12 

62. The T部 kFo民erecalled that也SFi却iS田sionof the Task Force had considered the proposal by k聞 yaon 

お加rework for也esa島町yassessment ofあodsderived from徳的alse却osedto protection a斜部tdis間借

伽oughgene therapy or recombina説・DNAvaccin回阻dhad d民 idedto invite Kenya to submit a discussion 

P却er釦 thepresent S回 sionin order to白地erconsid町 them鋭：er,no出；g詑:ratOIE had ongoing work on the 

application of治問e鈴chniques13.

63.世ieDelegation of Kenya introduced document CXIFBT 06/6/8 to the Task Force and 甜 偲sed也atpossible 

risks to human health by the叩plicationof血 蹴 蜘 ；hniqu回 shouldbe c抑 制lyexan血eddめ.oughthe 

II CXIFBT06必n;CRD 4 (Comm間飽食omKenya加 dPeru); CRD 11 (Comments ftom M凶 co);CRD12 (Comments 
from昔前i);CRD 15 (Comments食omindon鎚同

12 CX/FBT 061618; CRD 5 (Comm聞 tsfrom Al伊 rtina,Kenya, M剖 co,and the United S鎗出ofAm頃儲〉；保Dll
(Commer出会m So叫 iA街伺）；αD12 (Comments from Ir拙 hαD15（白mme協会。mIn don回 ia)

13 ALINORM 06/29/34，戸ras63-66 
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possibility of such occm官邸借 mightbe very low.主'beDele伊鍾on紅白erpointed out that治S郎 tiviti倍。f

OIEwe問 cen段edon剖加ialb儲 i由飢d白紙血e槌 pectof food safety should be addr槌 sedbyCode＞ι

64.τ'be T邸kFor1問 e却問sedits appreciation釦位協contributionof Kenya in developing the discussion p句er.

65.百ieTask F町・ceno鈴dthat the s油groupof vaccine es凶 hshedunder the om ad hoc Group on 
Bio・附 mologyw鎚 work泊igin this area and that the mandate of om included food safety槌戸協錨 they

relate to創設ma1h叫也’TheTask Force furth町 recalledits earlier decision to include 齢、on占師table

applications悼面白equ倒 ODSad金槌sedto也eFAO/WliO e：却制 consul凶 onto be held h伺rly2007, 

which could partly cover the issu関恒明郎tion.

66. While some dele伊伽isreco割z.ed也atthere was c倒 in恒formationgap to be filled加的鉱閉， several

delegations believed世iattheprop関 edwo北 wouldbe more appropriately done by OIB and did not support 

the work by伽 T笛kF町田.Some delegations believed that也俄W錨 noel儲 rj国語fie必onfor d凶 lingwi由

recombinant-DNA vaccin回 di偽rentlyfrom也econventional on邸組d白紙 theapproval system for 

phanna1儲：uticals田:uallyhad r句~知也efood回fetydimension. 

67.A飴rsome discu部ion,恥 T部kForce decided not to泊itia:匂御 newwork ar叫 agreed加 monitorthe 

progre路 of出eongoing work by OIE. In偽isre伊rd,the Task Force d民 idedto request伽 CodexS侃附制緩

to liaise with OIE so也ata毘：portofOIB’s activiti関 in也is釘明wouldbe submitted to the next s時 sionof

the Task Force, while illD側主張ingOIE of the鉱 pee凶 onof the Task Force on枇 ongoingw批 oftheadhoc

Group.百eTask Force倣伽ragr田 d命atthis mat恰ralso be referred to the Committee on Residu回 of

Vete出向Drugsin Foo也forinfぽ m必組組dadvice部 appropriate.

Discu錨ionPaper on Food Safety Ass槌 smentof the Low-Level P問 senceof R舵 ombi狙ant-DNA Plant 

Material泊FoodR錨ultingfrom Asynchronous Au曲orizations(Agenda Item 9)14 

68.百ieDelegation of偽eUnited S鎗慨 referringto docmnent CX/FBT 06/6/1 Add.l, pm刈 eda brief齢 count

of也eproposal, wh邸 eobjective would be to provide gt必anceon theおod路島ty部 se田mentof foo也

derived企omr民 ombinant-DNAplants in which those pl加 tshave already been au血orizedin one or more 

coun話回 forcommercial国tionfor food use based on組邸時smentaccording to the C吋exGuidelineおr

伽 Conductof Food Safety Ass錨抑制 ofFood Derived蜘 mRecombinant-DNA Plat蜘（CAC/GL45-

2003), but are uninte：凶onallypresent in low levels inおodin COutl'肘郎 hwhich the r問。mbinantDNA 

pl釦 ts蹴 notauthorized. 

69. Many delegations strongly 路 commendedthat new work be started by the T部kForce in也isar港＆官ie

Delegation of Mexico did not suppo式首iecontent of the propo副会om恥 UnitedS飽加b即 auseimpo武ing

14 CXIFBT 06/6/1”Add.I; CRD 6 (Commen:包含'OtnM倒的； αD8 (Comm聞 tsfrom CI)；ぼD10 (Comme脳 from
Philipp in田）；α D11 (Comme脳会。mSouめA創c畠）；偲D13 (Comments企・omEC)；αD  17 (Proposed proj倒 document
prepared by the in-seぉionphysi伺 .Iworking group）；αD  18伊開会制msof referen白戸句ar・叫・bythe in-session physi<岨l
working group) 
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countries’con回mswith m伊rdto the con鈎minationwith recombinant-DNA plants白紙wereunau血.orized

by釦yregulatory authority were not adequately 組合邸sed.Some delegations and obseiv的 objectedto也e

国 eof伽倒m”都戸.chronous”sincethe term impliedめatぬerecomb泊釦tDNA plant in qu偲話onwould 

later be at地orisedby both e湾>Ortingand importing cow制問.II廼t伺 d,it W邸 proposed・to refer to 

“錨戸服部討cauthorisations”，Some observers statedめattherew：邸noneed for new work by Codex since the 

企・ameworkof the Conv1叩 tionon Biologi伺lDiversity釦 dits Biosafety Clearing-House already provided 

脚色Iins加JDlentsfor information shぽing,and that universal applicほionof the Codex food s棋聖y

ass岱smentguideline組 d抱ictSegre酔:ti.onofあodcrops could only prevent occaTfence of adventitious 

戸e関neeof unauthorized r民 ombin仮設・DNAplants inおod.

70. Several deleg説onswere of the opinion that the銅剣ishmentof m郎加出：msおrd蹴 sharingand 

並fonnationexchange wo叫dbe a key知 ensuringtheおodsa島ty泊 si加ationsof魚elow-level. presence of 

unau血orizedrecombinant DNA-pl釦~and白紙 theBiosaたtyClearing-House did not seiveぬisp田po関節it

had been d儲ignedto d儲 Iexclusively wi也 livingmodified organisms.百leDelegation of恥 European

Commw語.typointed Ot政治atthere w邸 加s由msatisfactory progr邸sin co胞な即由lgdatぬasesand relevant 

m回 hanismsto make infonnation available for也ispurpose加 d也.ereW＜部 theneed to share, among 

regula旬＇l"Yau伽創部， relevantinformation including dei倒 onme血.ods,mol邸叫archaracterizations and 

御伽gprotocols. 

71.百eRep11儲 entativeof F AO indi伺凶thatFAOW郡伊句aredto cons叫twi也otherinternational bodies such 

槌 CBDandOECD，邸 well部 ind・四位yconsぽtiumswith a view知 d郎i伊ingand郎幼lishingad翻輔・Sharing

mechanism while giving due consid釘説onsto the protection of confidential information. Several obseivers 

repre鴎凶ngdevelopers of r即 倒 的inant-DNApl滋抱 expressedtheir willin伊部sand commitment to 

contributing加 infonnationshぽingP11呼ectsby pro対dingrelevant也低 h偽iscontext, reference w部 also

made to the ILSI da泊b邸 eon commercially available genetically modified crops. 

72. Tore邸 :hconse邸 uson血escope and other content of the pr<場町tdocmner戎fornew wor弘治eT錨 kFor，切

agreed to回飴blishan in-s田sionphysical wor凶iggroup15.百ieworking group submit凶 arevised proj回 t

docum偲 tcon鎗inedin CRD 17, on the b槌 isof which the Task Force pursued its deliberation. 

73. A食：ersome discussion, during which some editorial and otbぽ鉱nendmentswere made.，由eT錨 kForce 

agreed on a F吋田tdocument for和協ework: Ann偲 tothe Guideline for the Conduct of Food S必：ty

A路es叡nentof Foo也 Derived音。mR伐 ombinant-iNA Pl如 .tson Low-Level Pr郎enceof R釦 ombin創戒繍

ISαiaired by the United鋭泌総 ofAmeri儲・ Thefollowing membぽS制 dob舘rveαpむticipatedin the in-session physical 
wor脳nggroup:Ar吉田itina,A邸側ia,A田偏a,Belgium, C組 ada,Brazil, C泌na,Cosぬ脳ca,Denm鍛えEuro戸an
Finl油 d.Fri組 問GecIIl踊 y，量民Jap組，K鵠 ya,古車il組d,Me話co.Ne-w Zeal組d,Nigeria, Norway, Phi益pp缶詰，Republicof 
Korea, South A会ica,Sweden, Switzerland. the United S句 協 ofAmerica. 49P. BIO, CI. CropLife International, ET A. 
EUROPABIO, ICA and IlCA 
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DNA Pl組 tMatぽialand agr1偲 d加 fo：抑制theproject document （：出渇chedto也isrepo託 箇Appα凶ixIV) to 

枇E~倒rtive ComI凶鋭部forcritical re対ew組 dfぽ approvalby也en側 S邸sionof伽 Commissionin July 

2007. 

74. In order句評侃邸dwith由eelaboration of the propo掠 ddraft Annex wi也outdelay組 dto complete the work 

wi創 nthe伽 e量ameoftheT出kForce, the Task Force agr1明 dto舘崎lisha ph:ysical wo出nggro叩 onlow-

level presen問。fr民omb泊制－DNAplat武m紙ぽial,chaired by也.eUni鎗d銃at白血dco-chaired by Germany 

andThail；飢d16.Its tiぽmsof referen侃 wereagreed部品Uows:

• To develop recommendations to the Task Force on perゐn凶nga姐fety鰯館組問tinsi胞舗ionsof low-

level戸時間.ceinw誕ch位協recombinant幽DNAplant has alre凶.ybeen fo盟叫tobe safe by one or more 

COUI制時throughan路部smentperおinnedaccording加悦CodexPlant Guideline, but也eimpo雌ng

country has not determ加edits food safety，釦don也ere似sitedata and iぱ侃ロ組onsharing sy,誕emsto 

facilitate this pr似溺$11.

・The W由主ingGroup will: 

” Identify and incorporate into a dr寝食annex也erelevants伺 tionsof the Pl組 tGuideline田sentialto 

the鈍fety邸側sm＇叩itin situations oflow輔levelpresen儒；and

- Identify infぽ mation-s加 ingm邸 b笹山msto faci泌 総 説lizationof也eAnnex and to det1開制e

wheth1ぽ itshould apply, and the data n田 部 鎚y加 conduct釦邸S儲 sme成 of島odsafety in the 

tmpo均時COUI出y.

• The 金mt釦 nexwould not: 

鴫 Addr部 srisk m街路.gementm伺叙ぽ時；nationalau血.oriti1時 willdetermine when a recombinant-DNA 

plant material is present at a level low enough for命isAnnex to be appro戸縦．

- Preclude national a揺ioritiesfrom conducting aおllrisk部 sessment;coun悦田 C釦 d邸 idewhen 

8lld how to use the Annex wi治加thecontext ofぜieir路gulatorysystems. 

- El加iinate設ieresponsibility of凶 u蜘ies,e喝>0rteぉ， mdwhen applicable, national compeお:nt

au偽ぽitiesto continue to meet coun凶ぱ問lev釦timport requiremen包， includingin relation to 

unapproved r郎。mbin組トDNAmaterial. 

16 The following members and observer冨叫r鰯 edtheir in旬開tin旬kingpartおIthewor.拍司ggroup: A唱entina,Au副詞ia,
A羽凶a.Belgium, Brazil, Canada，αrile, China, India, Iran, Ire！叩d,Italy, Philippines, Co抱踏切， Denmark,Euro抑制

Comm凶 .ty,Gre齢、Germ組ry,Japan, K1四，ya.M回ico,F泊land,Fr胡 ce,Mali, Norway, Par富.guay,South Afiica. Sweden, 
Swi回 d卸 d,百mil祖 d,the United S凶 e宮ofAm説明，ETA, CropLife International，α，BIO, 49P, EUROPABIO, TICA 

17百1e伊 idan関 wouldnot be intended for a recomb泊制:t-DNApl叩 tthat W総 notauthorized in an impo氏ingcountryぉ a
r邸 ultof白紙cou凶 y’sfood担fety銭関ssment
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75. The T槌 kForce agr田 dthat the physical wor蜘 g伊 upwo叫d質問tm蹴 d也.er加Jan脚 yorFe肱uary2007

in the Uni附 St刻郎， usingEnglish, French釦 dS戸nish部 workingIan伊ag問・ Germanyexpressed its 

willingness加 hosta鵠 condm関曲igofthewぽkinggrouぁifreq凶red.

S組組softbePron倒 edDraftAnn偲 onthe Low-Level Pr鴎 en舵 ofRecombinanトDNAPlant Material 

7ふτbeT邸kForceagr制由at世iepr，句>OSed伽食annex加 beelaborated W也.eworlc担ggroup at Step 2 would 

becirc叫a豊島dfor comments at S均 3，戸orto consideration by也e~ Session of御 TaskForce at 邸中4.

σrn:ERBU鍛NESSA..JID FUTURE WORK (Agenda Item 10) 

77.百 eTask For関 notedthat there w部 nor珂 restto di釦凶sadditional m端部under由isAgenda Item. 

DA:官官ANDPLACE OF THE NEXT SESSION (Agenda Item 11) 

78. The 7th S郎 ionof the T路kForce w都知凶velyscheduled to鎗keplace from 24・28September 2007 in 

Chiba, Japan, st利郎tto further c側面mationby偽ehost government in cons叫tati侃 wi由 theCodex 

Secretariat. 

略歴

唐津昌彦（からさわまさひこ）

1977年 昧の素株式会社入社

2002年 間品質保証部製品評価グループ
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2007年度ILSI本部総会報告

総会出席者

2007年度のILSIAnnual Meeting （総会）が1月19日（金）から25日（木）、 Mexico,CancunのFiestaAmericana 

Condesa Hotelで開催された。日本からは総勢10名が参加した。

メキシコのカンクンと言えば有名なリゾート地でユカタン半島の先端halこ位置し、会場となったホテルはそのまた先

端、内海と外海に挟まれ、リング状のリゾートホテル街道にあった。しかも日帰り圏内には、「マヤ遺跡j等もあり、観

光地としては申し分のないところ。しかしながら筆者は、無粋にも、会議に専念しており、カンクンについては乙れで

全てである。

ユカタン半島 （Peninsulade Yucatan）はメキシコ、グアテマラ、ベリーズにまたがり、メキシコ湾とカリブ海との聞

に突き出ている半島である。因みにユカタンとは現地の言葉で「お前は何を言っているのか」という意味で、吏易

商人が地名を聞いたときに現地人が答えたものを勘違いして伝えた、とされている。

さて本題。私はILSIJapanの事務局長を拝命してやっと8か月が経った所で、立場上、以下の各Branchの会合に参加

した。なお、 ILSIのBranchは全世界で14となっているが、今総会では、インド、東南アジア、中国、日本、ラテンアメ

リカ合同およびヨーロッパの6Branchの会議のみであった。このうちILSILatin America Branches Meeting については、

日本のLuncheonMee出gと同時開催となったため参加できなかった。

なお、通常、本部役員の会議であるが、今回は各Branchの事務局長の参加が要請された‘ILSIBoard of Trustees 

Global Scientific Leadership Committee，の会議に出席したので、この会議についても簡単に触れた。

その他の会議についても例年通り、参加者各位にご報告いただいた。

(ILSIJapan 浜野弘昭）

Report from ILSI Annual Meeting 2007 Participants of Annual Meeting 
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DATE/TIME MEETING 女印：報告のあるもの（項目番号） 執筆者

1/18 

8:30紅n-5:30pm ILSI Board of Trust田 sS仕ategic 女（2) 石井

Planning Meeting 

1/19 

8:30 am -5:00 pm ILSI Branches Meeting 女（8) 浜野

5:00 pm -6:00 pm ILSI New Trustees Orien切.tion 

5:00 pm -7:30 pm ILSI Research Foundation 

Scientific Advisors Meeting 

1/20 

8:00 am -12:00pm ILSI Research Foundation Board 

of Trustees Meeting 

9:00 am -12:00pm Asia Branches Meeting 宮崎 (9) 浜野

1:00 pm -5:00 pm ILSI Board of Trustβes 女（3) 石井

3:00 pm -5:00 pm Carbohydrates Forum 女（7) 熊井

1/21 

8:00 am -9:30 am ILSI India Breakfast Meeting 女 (lo) 浜野

8:00 am -12:00 pm ILSI North America Board of 

Trustees 

12:00 pm -2:00 pm ILSI Southeast Asia Region 安（11) 浜野

Meeting 

12:30 pm -1:30 pm ILSI First Timers Orientation 女（5) 高橋

2:00 pm -5:00 pm ILSI Assembly of Members 

5:00 pm -6:00 pm HESI New Trustees Orientation 

5:00 pm 6:00 pm ILSI Nor廿iAmericaNew Trustees 

Orientation 

7:00 pm -9:00 pm Opening Reception 

1/22 

8:00 am -11:30 am HESI Assembly of Members 

8:00 am -12:00 pm ILSI NA Assembly of Members 

and FNSP Meeting 

12:00 pm -2:00 pm ILSI Focal Point in China Meeting 女 (12) 浜野

2:00 pm 4:00 pm ILSI Executive Committee Meeting 女（1) 木村

2:00 pm -5:30 pm ILSI No叶iAmerica Scientific 

Session: Nanotechnology 

Implications for Food, Food 

ngredient, and Food Packaging 

2:00 pm -5:30 pm HESI Scientific Session: Sensitive 
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Populations 

1/23. 

7:00 am -8:30 am ILSI North America FNSP 

Leadership Breakfast 

8:30 am -12:00 pm ILSI North America Scientific 女 (15-1) 桑田

Session: Inflammation & Diet 

8:30 am -12:00 pm ILSI Research Foundation 女（15-2) 高梨

Scientific Session: Evidence-

Based Approaches to Scientific 

Evaluation and Applications in 

Public Health 

8:30 am 12:00 pm HESI Emerging Issues Meeting 

12:00 am -2:00 am ILSI Japan Lunch 責任3) 浜野

12:00 pm -2:00 pm ILSI Latin America Branches 

Meeting 

2:00 pm 5:30 pm HESI Scientific Session: State-of-

the-Science within HESI 

2:00 pm -5:30 pm ILSI International Organizations 女（6) 石井

Committee Meeting 

5:30 pm 7:30 pm ILSI International Food 

Biotechnology Committee Meeting 

1/24 

7:00創n-8:30pm ILSI Global Scientific Leadership 女（4) 浜野

Committee Breakfast 

8:30 am -1:00 pm HESI Board of Trustees Meeting 

8:30 am 12:00 pm ILSI Nor仕1America Scientific 女 (15-3) 松尾

Session: Sleep & Obesity 

12:00 pm -2:00 pm ILSI Europe Meeting 女（14) 浜野

2:00 pm -5:30 pm ILSI North America Scientific 女（15-4) 桑田

Session: Pre-& Probiotics: Help 

or Hype? 

5:30 pm-7:00 pm ILSI I IFIC Meeting 

7:00pm- Closing Reception 

1/25 

8:00 am -10:00 am 2008 ILSI North America Scientific 

Program Planning Committee 

Meeting 

10:00 am -4:30 pm HESI Non-Clinical/Clinical Safety 

Correlations Technical Committee 
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1. ILSI Executive Committee Meeting 

（執行委員会）

Executive Committeeのメンバー9名とDr.Suzie H紅ris

および事務局メンバーが出席した会議で、出席メンバー

は次の通りである。 Dr.Harvey Anderson (University of 

Toronto）、 Mr.Howard Delany (ILSI Southeast Asia 

Region）、 Dr.Gary Henderson (ILSI President）、 Dr.

Shuichi k泊mra(Showa women’s University）、 Dr.Mike 

Knowles (Coca-Cola Europe, Eurasia and Middle East）、

Dr. William Robinson (Novartis Pharmaceuticals 

Corporation）、 Mr.John Ruff (New ILSI President, Kraft 

Foods Inc.）、 Dr.Sara Valdes (Universidad Nacional 

Autonoma de Mexico）、 Dr.Barry Zoumas (Pennsylvania 

State University）。

前回10月4日の電話会議の議事録を了承したあと、今

後の方針についてディスカッションが行われた。

理事会や総会で出された種々の問題点が話題になった

が、今度の総会で最も力を注いだ2007年から2009年ま

での聞でのILSI活動の中心課題となる「PublicHealthへ
のILSIの取り組みのStrategicMapJ についてのディスカ

ッションが大きな中心となった。

私は大学の行事の関係で、今年は少し遅れて参加しょ

うかとJ思っていたところ、本部からの催促で総会の一目

前の「StrategicMapJ作りのワークショップに出ざるを

得なくなり、初めの予定より二日前に日本を発つことに

なったが、乙のS仕ategicMap は理事会や会員総会で大き

な中心話題となり、そして執行委員会では、さらにこの

実行をどう進めるかが中心話題となった。すなわち、

「人類の健康と環境に対するILSIのグローパルなサイエ

ンスを介しての寄与」をどのように進めたらよいか、そ

の戦略の骨子についての議論である（図1）。この目標に

迫るには4つの中心テーマが考えられている。第ーは重

要な科学的な問題をとりあげて解明すること、第二は、

Public Health政策をサポートするためのベストなサイエ

ンス情報を発信すること、第三は、産・宮・学の共同体

制を拡大強化すること、そして第四は、 ILSI各組織の役

割を明確に認識するとともにそれら組織聞での協調をは
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かる、ことである。

さらに、これら4つのテーマを遂行するためのそれぞ

れのスケジュール・マップのようなものが提案され、こ

れもワークショップで検討されて修正案ができた。図1

に示す通りである。これらの中で重点と考えるのはどれ

かということで、それぞれの意見を集約した結果がある。

すなわち、第一のテーマでは一番目のボックスにある

「取り組むべきそれぞれの国あるいはグローパルなkeyと

なる課題を選択する」ことが最も重要だとしている意見

が多かった。このようにして、第二のテーマでは二番目

のボックスの「先取りしたコミュニケーションの機会を

優先するJことが重要、第三のテーマでは、二番目のボ

ックスにある「共同体制を組みたいと考えている学や官

にとって魅力的な課題を見出す」ことが重要、第四のテ

ーマでは、三番目のボックスにある円LSI各組織聞の競

合を少なくし相乗作用を高める」ことが重要、となって

いる。もちろんその他の項目もそれなりに重要であるこ

とは言うまでもない。

それぞれのテーマについて、執行委員が中心となって

取り組む必要があるということで、その分担を決めるこ

ととなり、私はDr.Harvey Anderson, Dr. Sara Valdesと

ともに、三番目の産・官・学の結びつきを拡大し強める

テーマにかかわるごととなった。日本にとって最も難し

い問題であるが、この機会にいろいろ考えてみたいと思

っている。

なお、執行委員会は年次総会時以外に3回の電話会議

をする乙とになり、 4月早々に第1回の電話会議が決まっ

ている。理事会も年次総会以外に一度は電話会議が予定

されており、 4つのテーマについてのディスカッション

を含めると今年も忙しくなるものと覚悟をしている。

なお、 ILSIの新会長となったMr.John Ruffは、日本の

ILSIメンバーと是非話をしたいと来日意欲を強く持って

おり、 10月に国連大学で行う「栄養とエイジングj国際

会議に出て来ることになったので、これを、 ILSIJapan 

を理解してもらうための交流の場にしたいと考えてい

る。

ILSI Japanの、活動は他支部と異なる点、が多くあり、言

語の違LEから必ずしも充分に理解されていない面が多い
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図l ILSI Strategic Plan: 2007-2009 

ことを、この本部総会でいつも感じる。しかし ILSI

Japanの、活動は決して他支部に劣っているわけではない。

日本の活動を少しでも本部や他支部に紹介することを今

年は心がけたいと考えているのでご協力を賜りたい。

今年は、会議が土曜日、日曜日にもあって、その上さ

まざまな会議があり、 ScientificSessionにもあまり出席

できず、ただ朝夕に窓から美しい海を眺めるだけで終わ

ってしまった印象が残ったのは残念であった。

OLSIJapan理事長木村修一）

2. ILSI Board of Trustees Strategic 

Planning Meeting 

(ILSI本部理事会戦略会議）

本部年会の始まる前日一日をかけて、理事全員による

戦略会議が開催された。目的は2004/2006三か年計画

(S仕ategicMap: 2004/2006）を見直し、新たに2007/2009

三か年計画（S仕ategicMap: 2007 /2009）を作成すること

で、外部コンサルタントが進行役となり討議が行われた。

当初、事務局は小幅な字句の修正を想定していた模様
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ILSI Strategic Map: 2003圃 2005

Assure ILSI Relevance 
and Impact to Key Stakeholders 

in a Changing Environment 

変わ4月号。景境の中で、主要な関係者に対して
!LSIの社会的適合性｛存在意義）と影響力を保証する

Provide Scientific 
Leadership 

in Response to 
Emerging Global 

Issues 

台頭する世界的な
問題への対処に
科学的指導力を

発揮する

Enhance Synergy 
of ILSI 

Organization 
Globally 

Strengthen 
Leadership at 
All Levels 

国際的却しSI組織の 全てのレベルで
相乗作用を向上する 指導力を強化する

」ごL

Secure and Align 
Financial 
Resources 

財源を確保し
調整する

図2 ILSI Strategic Map. 2003-2005 

ILSI Strategic Map: 2007・2009

Enhanc泡 ILSI'sGlobal Scientific 
Contribution to Human Health and the 

Environment 

人々の健康と環境に対する！LSIの国際的かつ科学的貢献を強化する

Prioritize and 
Resolve Scientific 

Issues 

科学的問題の
優先順位を決め
これを解決する

Communicate 
Best Science to 
Suppo伐Public
Health Policy 

Expand and 
Strengthen the 
Tri pa比iteGlobal 

Network 

Define Roles 
and Increase 
Coordination of 
ILSI Entities 

公の健康政策を支援産官学聞の国際的な ILSI各組織の
するために、最善の ネッドフークを拡大し 役割を明確にし

科学的知見を伝達する 強化する 協力を促進する

Secure and Deploy Financial Resources 

財源を確保l劫果的に配分する

図3 ILSI Strategic Map : 2007・2009
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だが、疑問・反論や新たな提案が相次ぎ、活発な討議の

結果かなり大幅な変更となった。本質的な問題では討議

に参加できるが、英語の一つ一つの言葉の持つ意味合い

の微妙な遠いを重視し侃々誇々の討議を繰り返す多くの

場面では、 Nativeではない日本人としては関心はあるも

のの口を挟む余地は無かった。

三か年計画は目標（Challenge）、戦略（S廿ategy）、行

動計画（ActionPlan）から構成されている。添付

2004/2006および2007/2009三か年計画の目標と戦略部

分を参照。主な変更点は以下の通り。

1.目標が「人々の健康と環境に対するILSIの国際的かっ

科学的貢献を強化する」（EnhanceILSI’s Global 

Scientific Contribution to Human Health and the 

Environment）に変わった。 2004/2006三か年計画で

は「主要な関係者に対してILSIの社会的適合性（存在

意義）を保障するj(Assure ILSI Relevance and 

Impact to Key Stakeholders in a Challenging 

Environment）が目標だった。これは、 2004年当時は

財政再建がILSIの最大の命題であったため、 ILSIの価

値を高めて関係者に理解してもらうことが最優先とさ

れたもので、科学はこの目標を達成するための4つの

戦略のひとつとなっていた。今回は、本来ILSIの目標

は科学的貢献であるとの点で意見が一致した。

2.2004/2006三か年計画では財源の確保が戦略の中に入

っていたが、これは基本的にどの戦略にも関わる事項

として2007/2009三か年計画では別枠となった。

3.新たに「公の健康政策を支援するjが戦略の中に入っ

た。 Iρbbyingを禁ず、るILSIの基本方針を前提として、

多くの選択肢の中からCommunicateを選び出し、これ

はLobbyingとは異なるとするまでの議論は、感心し

つつも理解しがたい部分もあった。

4.新たに「産官学の国際的なネットワークJが戦略に入

った。この背景にはILSIJapanの「残念ながら日本で

は官との協力関係があまり進んでいなLE」との報告が

存在し、他のいくつかの地域にも共通する問題である

ため、何らかのサポートをしたいとの執行部の意図が

見える。因みに、この戦略を推進するために新たに設

置される委員会は執行部の要請により木村理事長が主

導されることになった。

（昧の素株式会社石井幹行）

2007年度ILSI本部総会報告

3. ILSI Board of Trustees (ILSI本部理事会）

( 1）プレジデント報告（OngoingPresident’s Report) 

この年会で4年間務めたプレジデントから退任する

Mr. Hendersonがこの1年の活動報告を行った。本部職

員の大幅削減（23人→11人）および出版物の販促活動の

成功などにより、財務状況が改善したことを印象付ける

内容だった。

(2）選挙管理委員会報告（Reportof the Nomination 

Review Committee) 

1) ILSI本部の理事の任期は3年で、毎年およそ3分の

1が改選される。今年は再選7人、新任5人の候補

者が提案され、原案通り総会に提案することが承

認された。日本関係者は木村理事長および石井評

議員の2名。

2）プレジデント候補者としてMr.John Ruff (Kraft) 

が、パイスプレジデント候補者としてDr.Michael 

Knowles (Coca Cola Greater Europe）が提案され

承認された。任期はこの年会終了時から2009年の

年会終了まで。また、木村理事長が任期1年の執行

委員として再任された。

3) Research Foundation (RF）の理事候補者5人が提

案され承認された。なおRF理事の定員は、 2007年

からは2名増え11名となった。

(3）財務監査委員会報告（Reportof the Financial 

Oversight Committee) 

1) 2011年に本部の賃貸契約が切れることに備えて、

2006年から資産減価償却の費用を計上することに

した。

2）基金募集活動の費用を2006年にはRFからの寄付金

として本部予算に繰り入れていたが、 2007年から

はこの活動そのものをRFに移すこととした。これ

により本部費用は各支部への賦課金と寄付金の範

囲で活動することになる。

3）販促活動が成功して出版事業が黒字となった。こ

れにより昨年廃止することを決定した出版事業予

算が復活した。

4）本部は北米に拠点を持つ北米支部、 HESI、RFと人

件費など各種費用を分担している。 2007年は本部

有給職員を大幅に削減することにより予算を削減
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した。

(4）国際リーダーシップ委員会の勧告に基づく活動

(Action on Recommendations from the Global 

Leade陪 hipCommittee) 

1）世界各地で近隣支部聞の協力が進んだ。

2) ILSIが科学的出版物を出す際のガイドラインを採

択した。これは全ての支部にも適用される。

(5）組織成長・有効性委員会の勧告に基づく活動

( Action on Recommendations from the 

Organization Development and Effectiveness 

Committee) 

1）アジア、南米、欧州アフリカのそれぞれの地域支

部聞の活動が簡単に紹介された。

(6）出版・交流委員会の勧告に基づく活動（Actionon 

Recommendations from the Publications/ 

Communications Committee) 

1）最新栄養学第9版（Recent胎iowledgein Nutrition: 

PKN-9）販売が予想以上に好調で、既に632部売れ

た。

2) PKN-9とNutritionReviewsの広告を作成し、栄養

関係学会からメールリストの提供を受けるなどの

協力を得てダイレクトメールとして発送した。

3) Nutrition Reviewsの販売をBlackwellPublishing社

に委託し、契約金として25万ドルを受け取った。

4) Nestle Foundationから2,200部のPKN-8を発展途上

国の大学に送る送料の寄付を受けた。まだ余地が

あるので該当機関があれば紹介してほしいとのこ

と。

5）本部のウェブの予算は維持管理分しか用意してい

ない。各支部はそれぞれの部分について自由に改

訂することができる。

(7) ILSIブランド報告に基づく活動（Actionon 

Recommendations from the ILSI Branding 

Report) 

1) ILSIブランド強化および情報発信プロジェクトの

一部第1段階： ILSIブランドの説明および第2段

階：内外関係者のインタビューの結果が紹介され

た。
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2）今後第3段階として外部にILSIブランドを説明する

ための戦略が提唱される予定。

(8) 2007年ILSI予算の承認（Adoptionof the ILSI 

Budget for 2007) 

1) 2006年の決算および2007年の予算が提案通り承認

された。

(9) Research Foundation報告（Reportfrom the ILSI 

Research Foundation) 

1）構成する3組織（RiskScience Institute, Human 

Nutrition Institute, Center for Health Promotion）の

活動が簡単に報告された。

2) RFは引き続き各支部からの研究提案を受け付けて

いる。

（昧の素株式会社石井幹行）

4. ILSI Global Scientific Leadership 

Committee Breakfast 

Agenda 

I. Welcome and Introductions 

II. Approval of Minutes from the December 18, 2006, 

Conference Call 

III. Discussion of Guidelines for Publication of II-SI-Generated 

Science 

W. Discussion of Scientific Leadership Components of 

New Strategic Map 

V. Discussion of Progress in Reaching out to Scientific 

Leaders outside of the Current HSI Network 

VI. Next Steps 

VIl. Adjournment 

通常、本部役員の会議であるが、今回は各Branchの

事務局長の参加が要請された。新Presidentのもとで新

たに提唱された‘NewStrategic Map' （図1) (101頁参照）

について、 4つの柱、即ち、

①叶ioritizeand Resolve Scientific Issues （科学的な諸

問題の優先順位づけと問題解決）

②Communicate Best Science to support Public Health 



Policy （公衆の保健衛生の基となる最良の科学との

連携）

③Expand and Strengthen the Tripartite Global 

Network (WHO, FAO等国際機関、科学会、各支部

を包含したネットワークの拡大と強化）

④Define Roles and Increase Coordination of ILSI 

Entities (ILSI各支部の役割の明確化と連携の強化）

のうち、特に、‘③ ScientificLeadership Components of 

New S仕ategicMap，を中心とした検討。今後、各支部か

らのインプット／修正を経て最終案を作成予定である。

(ILSIJapan 浜野弘昭）

5. ILSI Fi陪 tTimers Orientation 

2007年1月18日から25日にメキシコのカンクンにて開

催された2007年度ILSI本部総会に参加してきた。

初めてなので何が行われるか不安だったが、おおよそ

下記3点が並行して進行し自己の判断で参加したいセッ

ションに参加するという総会だった。

1）議決（プレジデントや各委員会の議長を決定する）

2) Scientific Session （睡眠と肥満など栄養と健康に

関する話題が主だった）

3）親睦（各支部の委員会や、各支部の活動報告で、

ILSIJapanは1月23日にIλmcheonMee出gを聞き、

2006年度の活動報告と2007年度の活動計画とを説

明したあと、①肥満タスクフォース②GRプロジ

ェクト③CHP活動報告を披露した）

私が参加した、 ILSIFirst Timers Orientation は、この

「3）親睦Jを最も重視した会だった。

本当の新人さんは約8名参加され、それに加えて参加

した先輩会員約8名から指導を受けた。隣の席で一緒に

昼食をさせていただいた ILSINorth Americaの

Executive Director （事務局長） Ms. Sharon Weissが印

象深く記憶に残っている。

内容は

I) ILSIとは何か

II) ILSIの年次総会とは何か

III) ILSIのGeographicBranchesはどうなっているか

N) ILSI HESIとは何か

V) International Committees はどうなってLEるか

VI) ILSI Research Foundationは何をしてpるのか
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というもので、まさにILSIの「イロハ」を学習すること

ができた。

特にILSIHESIにて製薬会社が主となり農薬やGMO

などの安全性研究が行われていることが新鮮だった。乙

の日本版を創立すれば、 ILSIJapanの会員として製薬会

社に参画していただき、研究機構の活動がさらに活発に

なるのではないかとd思った。またILSIJapan CHPの源流

がILSIResearch FoundationのCenterfor Health 

Promotionにあることや、私が所属する食品微生物研究

部会でも問題視しているリステリアの危険性などが同じ

くILSIResearch FoundationのRiskScience Instituteにて

取り上げられていることなども理解できた。

強く感じたことは、年1回だけでなく日常的に国際的

なコミュニケーションを取るべきだということである。

年に2回、盛夏を昧わったようなメキシコの好天と現地

産のテキーラも楽しみの一部だった。

（株式会社ニチレイフーズ高橋観二郎）

6. ILSI International Organizations 

Committee Meeting 

(ILSI国際組織委員会）

(1) ILSI国際組織委員会（IOC）の概要

IOCはILSI本部が事務局を務める3委員会の中のひと

つで、主としてFAO、WHOとの協力を推進することを

目的としている。 ILSI本部事務局長と共に協力活動の計

画を立案、 FAO、WHOに提案し、かつ財源を提供する

ことにより、 ILSI各支部の協力を得てこれを実施してき

た。科学研究の推進を目的とするResearchFoundation 

と並んで、 NGOであるILSIの信頼性を高め、影響力を

確保するための重要な活動を行っている組織である。

IOCの経費は、本部委員会の伝統として独立採算制で

あり、全てメンバーの会費および寄付金により賄われて

i Eる。年間経費は活動計画の規模により変動が大きいが、

最近はUS$53K／年～250K／年である。現在のメンバー

はCocaCola, Kraft Foods, DSM, Mars, Nestle, Senomyx, 

叶octor& Gamble, Unileverの8社で、残念ながら日本の

会社はメンバーに入っていない。このためIOC活動の状

況は年会の場でしか聞くことができず、 ILSIJapanから

本部活動の重要部分が見えにくい原因のひとつとなって

pるように思われる。
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(2) 2006年活動報告

FAOとの関係は、 FAOが2005年冬にサインするはず

だったMemorandumof Understanding (MOU）にまだ

サインしていないため、ほとんど進展していない。近い

うちにDirectorGeneralが吏代するとの噂があるので変

化があることを期待している。 WHO関係では下記の報

告があった。

1) Research Foundationの Dr.Olinは引き続き

International Program on Chemical Safety (IPCS) 

の運営委員会（SteeringCommittee）に参加し、

IPCSの各種活動に主導的役割を果たしている。

2) IOCIま食中毒のデータ収集に関する発展途上国の

ためのガイダンスを作成する専門家ワーキンググ

ループをサポートした。この成果は近日中に

Journal of Food Protectionに掲載される予定。

3) Healthy L江estyle,Healthy Peopleは、 ILSIがWHO

のPan-AmericanHealth Organization (PAHO）お

よび米国の Centersfor Disease Control and 

Preventionと協力して、ブラジル、チリ、メキシ

コで進めているプログラムである。適切な食生活

および運動に関する研究の推進と情報の普及活動

を行っており、 ILSIの南米3支部も協力している。

4) ILSIもスポンサーとなった飲料水中のカルシウム

とマグネシウムに関するシンポジウムの成果が

WHOの専門家会議の資料となった。これは今後

WHO Drinking Water Standardsを改定する際に使

用される可能性がある。

(3) 2007年活動計画

1) FAOがMOUにサインするまでFAOとの協力は限

られたものになる。

2) WHOとの協力活動は今後も継続する。 WHOによ

るILSIのNGOステータスの再評価が2009年に予定

されている。 IPCSプロジェクトを除く他のプロジ

ェクトはそれまでに期限が来てしまうので、今後2

年の聞に新たな協力活動の開発を進める必要があ

る。

（昧の素株式会社石井幹行）
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7. International Carbohydrates Coordi-

nating Committee Meeting 

ILSI North America Technical Committee on 

Carbohydrateの主催でILSINorth America、ILSIEurope 

のメンバーを中心に、約40名が参加した。 ILSIJapanか

らは浜野弘昭事務局長と筆者が参加した。会議は5題の

プレゼンテーションと各支部の討論で進められた。プレ

ゼンは事前に時間厳守を宣言され、タイムキープによる

打ち切りもあり得るとの厳しいものであった。 JIFSAN

(Joint Institute for Food Safety and Applied Nutrition）、

元Universityof MarylandのDr.Dave Linebackによる軽

快な司会で会議は進行し、定刻に終了した。以下に各

Branchのフ。レゼンテーション内容を記す。

①ILSI Brasil, Dr. Mauro Fisbergの報告

2006年5月、サンパウロで行われたCarbohydrates

ワークショップとブラジル広告についての公開協議

についての報告。機能性食品や食品中の砂糖含量に

ついて協議された。ブラジルでも肥満の問題は重要

視され、食生活の改善が提案されている。

②ILSI Europe, Dr. Julian Stowellの報告

炭水化物タスクフォースおよびメタボリツクシンド

ローム・タスクフォースの報告。食生活と健康に関

するメタアナリシスが中心であった。また、演者ら

が執筆したILSIEurope CONCISE MONOGRAPHシ

リーズの「DIETARYFIBREJ発行のアナウンスが

あった。食物繊維の定義、種類、分析法、生理作用、

健康への関与と多岐にわたるものである。尚、同誌

はPDF化され、 ILSIサイト内のILSIEuropeホーム

ページで入手できる。

③ILSI]apan熊井英志の報告

食品のグルコース遊離率（GR）を指標とした、食

後血糖値を推定するinvitroの測定法（GR法）を開

発した。実際の消化プロセスを考慮し、破砕条件、

酵素条件を検討したところ、 GIと相闘を持つ食品の

測定が可能となった。この方法で「食事（ハンバー

グ定食）Jを測定したところ、食事のGRと構成する

食品のGRから求めた理論値とほぼ一致するという

興味深い結果が得られた。

④ILSI Mexico, Dr. Mariano Garcia-Garibayの報告

ヨーグルトのスタータ一等に用いられている乳酸菌

は菌体外に機能性多糖を分泌することが知られてい



る。分泌多糖の収量を上げるために培養環境、培養

条件を検討したところ、この多糖は乳精の構成成分

であるグルコースを不リ用していることが半リ明した。

腸内ビフィズス菌増殖等の機能についても期待され

る。

⑤ ILSI North America, Dr. Mru也neBuyckxの報告

High-Fructose Com Syrup (HFCS）摂取の増加は、

肥満、 2型糖原病、中性脂肪上昇に関与するとの報

告がある。一方で、 ADA(The American Dietetic 

Association）の見解は推奨量であれば安全であると

結論している。さらに、 HFCS摂取と肥満のリンク

は誤った解釈や証明されていない理論に基づいてい

たり、単なる偶然の結果であると指摘する多くの科

学者がいる。両者に因果関係はない。また、 ILSI

North Americaで、はHFCSの肥満病因論に関するワ

ークショップの開催を予定している。

（明治乳業株式会社熊井英志）

8. ILSI Branches Meeting 

Agenda 

I. Welcome II. President’s Report III . !LSI Vice-

President’s Report on仕ie!LSI Board Retreat 

N. Roundtable Discussions 

oMarketing ILSI oEnhancing use of the ILSI website 

OBuilding stronger relationship with WHO and FAO 

OBuilding collaboration with the ILSI Research 

Foundation 

V. Plenary summary of the roundtables加 dQ&A 

VI. Future !LSI Activities on Global Issues 

oOverweight/obesity oRisk Assessment 

OFunctional Foods oBiotechnology 

W. Plenary Summary of Key Topics Discussion 

四.Adjournment 

終日の会議であった。午前中は、新PresidentのMr.

John Ruffの挨拶その他の報告に続き、 4グループに分か

れての討議。筆者は‘Enhancinguse of the ILSI website’ 

のグループに参加。 ILSI内および外とのウェブサイトを

通じたコミュニケーションをLEかに効果的にするか。

ILSI Japanにおいても、 2007年の重要課題である。午後

は、 ILSIの重要課題としての‘Overweight/obesity’につ
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いて、国際会議、調査、消費者意識、開発途上国等の諸

問題についての各Branchの取り組みについての討議が

行われた。

(ILSIJapan 浜野弘昭）

9. Asia Branches Meeting 

Agenda 

I . Welcome II. Asia Branch Collaboration 

III. Models for Scientific Collaboration in Asia 

N. Regional Communications: 2007 & Beyond 

V. Public Health Issues in Asia 

羽.Update on Obesity Collaboration among !LSI Asian 

Branches 

oF/PinChina Olndia OJapan oKorea oSEARegion 

vn. Disα1ssion on Proposed Activities for Collaboration 

Vlll. The Collaboration Challenges 

JX. Closing Remarks 

アジアの各Branch（インド、韓国、中園、東南アジ

ア、日本）合同のもので、 2001年以来の会議である。

SEA Region Branchが極めて積極的に会議をChairし、主

な課題はアジア各Branchの℃ollaboration’と‘Obesity’。

日本からは、肥満タスクフォースの、活動報告を行った。

(ILSIJapan 浜野弘昭）

10. ILSI India Breakfast Meeting 

Agenda 

I. Welcome and Introductions II. Presentation on !LSI-India 

Activities in 2006 and Plans for 2007 ill . Discussions 

N. Observations and Vote ofThanks 

2006年の活動報告と2007年の計画。例年通り、セミ

ナーや国際会議を中心とした活動で、主なテーマは、

‘Nutrition and Bone Health＇，‘Packaging for Food Safety', 

‘Nutrition and Physical Activities＇，‘Obesity in Children' 

そして‘Biotechnology’と多岐にわたっている。政府機関

も関わっており、運営資金についてはかなりの部分を

ILSI本部やWHO等に依存している。

(ILSI Japan 浜野弘昭）
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11. ILSI Southeast Asia Region Meeting 

Agenda 

I Welcome II. II.SI SEA Region -A Journey through Time 

OWho we are? a What have done? 

a What do we want to achieve? 

III. Meeting the Challenges of A Dynamic Region 

N. A Snapshot of Our Key Programs 

V. ILSI SEA Region 2007: A Year of Evolution 

VI. Maximize II.SI SEA Region’s Value to Your Company 

VII. Discussion VIII. Closing Remarks 

2006年の活動報告と 2007年の計画について紹介。極

めて積極的な活動を展開している。今年2007年を‘Year

of Evolution，と位置づけ、官owto泊creaseawareness of 

!LSI as being useful/helpful？に‘Howto maintain 

membership having them active？’等、日本の場合と同様

な課題を挙げている。

(ILSI Japan 浜野弘昭）

12. ILSI Focal Point in China Annual 

Business Meeting 

Agenda 

I Welcome II Highlight of 2006 and Plan for 2007 

III. Comments N. 2006 Financial Report and 2007 Budget 

V. Discussion and Q&A 

VI. Closing Remark VII. Adjournment 

会員企業は28社とかなりの組織であるが、会費収入は、

年間予算がおよそ30万米ドルに対して約半分程度。残り

をILSI本部、民間の財団（カルフール財団等）からの援

助に依存している。国際会議、‘Conferenceon Obesity 

and Related Diseases Control in China，の成功を報告。

(ILSIJapan 浜野弘昭）

13. I LSI Japan Luncheon Meeting 

Today’s Menu 

I Welcome II 2006 Accomplishments & 2007 Plans 

III. Reports仕omTask Forces 

cObesityTask Force cGJucose Releasing Rate (GR) 
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cCHP Activities in the Field 

IV. Invitation to the 5th International Conference on 

‘Nutrition and aging’ V Closing 

当初のスケジュールでは早朝の朝食会議であったが、

希望により畳食会議となった。その結果として、 Latin

America Branches Meetingと重複してしまったことは残

念であった。参加者は、我々を除いて約20人、予想通り

であった。

2006年の活動報告と 2007年の計画について簡単に紹

介した後、「肥満j、「GRJタスクフォースおよび「CHP」

の活動、最後に、今秋の「第5回栄養とエイジング国際

会議Jの案内を報告した。「肥満Jについての報告書に

ついては英語版の出版が強く期待された。また、「第5回

栄養とエイジング国際会議jについては、中園、韓国、

東南アジアからの参加希望の表明があった。

/LSI Japan Luncheon Meeting 2007 

Todav 's Menu 

I. J伊elcome
2. 2006 Accomplishments & 2007 Plans 

3. Reports from Task Forces 
3・I.Obesity Task Force 
3-2. Glucose Releasing Rate (GR) 
3-3. CHP Activities i11 tire Field 

4. Invitation to The 51" International 
Co，ぴ'erenceon‘Nutrition and Aging’ 

(ILSI Japan 浜野弘昭）



14. I LSI Europe Meeting 

Agenda 

I.In廿oduction II . Risk/benefit Assessment 

ORisk assessment highlights 

OFunctional foods/nutritional profiling 

ORisk-benefit analysis for foods (BRAFO) 

ill. Diet, Health & Disease 

OHarmonizing nutrient recommendations (EURRECA) 

OChildren’s nutrition and development 

oWeight management 

N. Social aspects oconsumer science 

V. Food chain OMicrobiology 

礼 Discussion

ILSI Europe は1986年に設立され、 51社の会員企業か

らなる大きな組織である。‘Risk-benefitAssessment’、

‘Food Cain/Safety /Microbiology’、‘SocialAspects/ 

Consumer Behavioral Science’、‘Diet/Weight

Control/Heal白＆ Disease，を主要テーマとして多くのタ

スクフォース活動を実施し、今会議では主なタスクフォ

ースのリーダーによる活動内容の紹介がなされた。特に、

消費者との関わりに関するテーマは、かなり困難な問題

と思われ、会議中にもそういった議論が出たが、今後の

ILSIJapanのテーマとしても注目に値するものである。

(ILSIJapan 浜野弘昭）

15. Scientific Session 

( 1 ) Inflammation & Diet （炎症と食餌）

1) Inflammation and Health: State-of-the-Science （炎症

と健康現状と展望）

Catherine]. Field, Ph.D., RD. 

(University of Alberta, Canada) 

最近の実験的あるいは、臨床治験や疫学研究の結果か

ら考察すると、アテローム性動脈硬化症の発症プロセス

に免疫系が主要な役割を演じていることが明らかになっ

てきた。多くの細胞と炎症反応のメディエーターがアテ

ローム性動脈硬化症に関与している。炎症は真っ先に表

われる急性かつ急激な反応であり、もっぱら非リンパ系

組織を介して伝達される。それは各種のストレッサーに
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より引き起こされる自己制御プロセスであり、それらの

ストレッサーは細胞からサイトカイン OL-1、IL-6、

TNF-a）を分泌させ、それによって肝臓における急性

期タンパクの合成を促す。慢性的な炎症は免疫系の過剰

な活性化と制御の乱れによって生じる。心臓血管系疾患

の進行に自然免疫系と獲得免疫系が関与していることを

示す多数の報告があり、従来からのリスクファクター

（喫煙習慣、血圧、コレステロール、糖尿病）に加えて

炎症マーカーの役割を考慮する必要がある。最近10年間、

多数の研究が心臓病リスクの早期検出のための炎症性バ

イオマーカーの同定に費やされてきた。長期間の前向き

研究から、心臓病発症予知のための炎症性バイオマーカ

ーが同定された。

CRP : C-reactive protein (CRP）は肝臓、しかもおそ

らくは肝臓の局所内皮細胞で合成される急性期

タンパクで、サイトカインIL-6に応答する。急

性炎症で血中濃度は100倍に急上昇する。炎症

反応でCRPは古典的補体プロセスの活性化に主

要な役割を果たしている。最近になり、慢性炎

症の際に生じる血中の微妙な変化を検出するた

めの高感度分析法が開発された。臨床的には

CRPの血中半減期が長く、日内変動がないこと

から他の炎症マーカーより診断上好適で、ある。

この高感度CRP分析法が心臓病の予知マーカー

になりうることが報告された。心臓病のリスク

を評価する上で、低密度リポタンパクコレステ

ロールのような既に確立したバイオマーカーに

追加することは、意味があるかもしれない。炎

症の際、合成される他の急性期タンパク（例え

ば、フィブリノゲン、血清アミロイドA）もま

た心臓病へのリスクファクターになりうること

が広範に研究されてきている。

MCP-1 : Monocyte Chemoat凶 ctantProtein (MCP-1) 

は、進行するアテロームに単球を補充する役

割のケモカインであり、血中のMCP-1濃度が

心臓病リスクに関係するとの研究がある。

sCD40L : Soluble CD40 Ligand (sCD40L）は、内皮

細胞や平滑筋細胞、活性化された単球、マ

クロファージ、血小板の、表面に見出され

るCD40Lから切り出された生理活性フラグ

メントである。プラークの破壊のメディエ

ーターとして、プロ炎症性マーカーとみな
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される。 sCD40L濃度と心臓病の関係したリ

スクを示す研究がある。

MPO : Myeloperoxidase (MPO）は活性化された好

中球、単球、マクロファージによって分泌さ

れ、過酸化水素と塩素を過塩素酸に転換する

触媒である。 MPOはアテローム性動脈硬化症

における伝達ステップである低密度リボタン

パクの酸化に関係している。最近、 MPOの血

中濃度とアテローム性動脈硬化症との関連を

示すデータが出てきている。

その他、全白血球数、 VCAM-1、ICAM-1、E-

セレクチン、 P－セレクチンと心臓病との関係が

研究されている。

サイトカイン：心臓病の進行において、サイトカイン

類も好適なマーカーである。 IL-6は、

糖尿病、心臓病からの死亡に深く関与

するマーカーである。その他のIL・18、

IL-1 f3、TNF-aのプロ急性サイトカイ

ンの血中レベルは心臓病の進行と共に

増加する。

これまでのところ、バイオマーカーが発見されるには、

既知のタンパクの測定に依るところが大きい。今後のプ

ロテオミクスの進歩により新規のマーカーが見出される

かもしれない。アテローム性動脈硬化症における炎症性

回路の理解が深まれば、現在の治療における更なる作用

機序の解明が進み、発症抑制をターゲットとした治療と

予防戦略が見えてくるであろう。

2) Obesity and the Role of Adipose Tissue in 

Inflammation and Metabolism 

（炎症と代謝における肥満と脂肪細胞の役割）

Andrew S. Greenberg, M.D., Ph.D. 

(Tufts University, USA) 

脂肪細胞が単なるエネルギーの貯蔵器官ではないとい

う理論がレプチンとアディポネクチンなどのホルモンの

発見以降、見直されてきた。脂肪細胞は、全身の生理を

制御する多様な代謝の役割を担う内分泌器官とみなせ

る。痩せた個体が有する小さい脂肪細胞は、代謝のホメ

オスタシスを向上するが、巨大化した指肪細胞を有する

肥満のヒトでは、脂肪細胞はマクロファージを誘導し、

炎症ならびにインシュリン抵抗性を高める多数の因子の

放出を促進する。運動は、筋肉その他の組織における

AMP活性化タンパクキナーゼを活性化する。すなわち
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脂肪酸化とグルコースの運搬を増進する経路を活性化す

るのである。この代謝経路は、 thiazolidinedionesのよう

な抗精尿病薬によっても活性化される。脂肪細胞が、一

種の内分泌器官との理解が高まることは、肥満も炎症反

応のーっとして理解されつつある。

3) The Role of Dietary Factors in the Modulation of 

Inflammation 

（炎症の修飾因子としての食物成分の役割）

IshwarlalJialal, M.D., Ph.D. 

(University of Calfomia, Davis Medical Center, USA) 

脂肪線条の開始から急性冠症候群の発症に至るまでの

アテローム性動脈硬化症の全ステップに、炎症が重要な

役割を果たしている。種々の研究により、心血管系疾患

の発症を予見できる多様なマーカーが見つかっている。

例えば、細胞増殖因子、サイトカイン、ケモカイン、急

性期の反応物質としては、フィブリノゲン、血清アミロ

イドAとC一反応性タンパク（CRP) （肺炎球菌のC多糖

体と結：合するため、この名称がある。）などがそれに当

たる。前向き研究によって得られた多数の既報のデータ

によって、 CRPが心血管系疾患のリスク・マーカーとし

ての役割を果たしうることが裏づけられている。従来の

リスク・ファクターに関しては問題の見られない、一見、

健康なヒトにおけるCVDの将来的なリスクも、 CRPに

よって予見しうることが、世界各地の多数の研究によっ

てはっきりと立証されている。また、 CRPおよびその他

の炎症のバイオマーカーに及ぼす減量の影響が研究され

てきた。その結果、減量はCRPのような炎症のバイオマ

ーカーの数値を減少させるのに最適な、非薬理学的手法

であると考えられる。種々の規定食（低脂肪、高タンパ

夕、あるいは低カロリー）と、運動あるいは栄養カウン

セリングとの組み合わせにより、 3～15kg減量するとそ

の結果として、 7～48%CRPや炎症促進性サイトカイン

の低下をもたらす。 CRPの低下と体重減少の聞には強い

相関（行＝0.87、Pく0.05）が認められた。いくつかの観察

研究では、飽和脂肪酸とトランス脂肪酸に富む食事と炎

症性バイオマーカーの聞には正の相闘が報告されてい

る。飽和脂肪酸とトランス脂肪酸を用いた介入試験では、

若干の矛盾する結果が出ている。モノ不飽和脂肪酸に関

しては、例えばオレイン酸に富む食事によって、高脂肪

食や、飽和脂肪酸もしくはトランス脂肪酸の代用品によ

る炎症促進効果が実際に相殺される。いくつかの疫学研

究は、魚の摂取や魚油（EPAとDHA）消費と炎症パイ



オマーカーとの聞に負の相闘を報告しているが、介入試

験ではまだ確認されていない。魚油の補強試験の多くは、

何の効果も示していなかった。 N・3系脂肪酸のうちでは、

日ーリノレン酸が抗炎症性作用を示した。しかしながら、

共役リノール酸（Cl.A）はCRP濃度を高くする作用があ

るので、 Cl.Aの作用メカニズムやCl.Aのアイソマーの反

応が確認されるまでは、ヒトへのCl.A投与は推奨されな

い。炎症の食事による改善は、例えば、大豆、高粘度の

食物繊維、植物性ステロールやアーモンド油が炎症バイ

オマーカーを低下させる。炭水化物に関しては、精製し

た炭水化物より複合炭水化物や食物繊維は良い選択であ

ろうが、抗炎症の本質的な役割がさらに研究されなけれ

ばならない。さらに、地中海食の必須の要素である赤ワ

インの消費（1～2グラス／日）が炎症の低下に関連して

いる。アルギニンを高濃度合むナッツや魚が、炎症マー

カーの低下に関連して、心臓血管系疾患のリスクも下げ

る。しかしながら、大豆イソフラボン、大豆タンパクは

炎症のバイオマーカーに何の影響をもたらさなかった。

種々のマイクロニュートリエント（微量栄養素）

RRR一αートコフェロ －）レ、ミックストコフエロ －）レ

は抗炎症作用を有するが、他の微量栄養素については対

応充分なデータがない。フラボノイトとカテキン類につ

いても研究が進められている。いずれにしろ、炎症性バ

イオマーカーに対する個別の食物成分の役割を明確にす

る研究や、減量の抗炎症作用機序を明らかにする研究が

さらに必要である。

4) Food and Chronic Low Grade Inflammation （食物

と慢性の軽度の炎症）

David R. Jacobs, Ph.D. 

(University of Minnesota, USA) 

炎症はある種の生物学的脅威に対する免疫系の有用な

反応と考えられる。例えば、ケガからの回復や菌の感染

のケースでの体温の上昇、疲労による眼の赤化、腫れや

発熱である。急性反応では、バランスを取るように組織

を援助する。急性反応での多数の生物学的変化、例えば、

T細胞、 B細胞の産生や脂肪細胞によるサイトカインの

分泌を通じて変化する。

これらの変化は、血清コレステロールの低減化、中性

脂質の上昇、 CRPの増加と差し迫った脅威に対してL功ミ

に生体が対応すべきかのシグナルとしての多数のサイト

カインを放出する。しかしながら、軽い炎症でも永く続

くと、問題が深刻になる。例えば継続的な感染、リウマ
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チ性動脈硬化症、痛風、肺疾患、気腫、ぜんそく、虚血

再還流障害、潰蕩性大腸炎、クローン病、 I型、 E型糖

尿病、神経変成疾患、がん、動脈硬化症発症は、酸化ス

トレスに誘導される反応に類似している。炎症に対する

細胞の応答は活性酸素を産生し、窒素酸化物を産生する。

食物と炎症の領域での他の研究は、この種の慢性の軽度

な炎症と酸化ストレスに関連している。食事パターンと、

慢性で軽度な炎症のマーカーの推移を扱った文献があ

る。欧米風の食餌と規則正しい食事あるいは地中海食は

関連があるようで、欧米風の食餌は、慢性で軽度な炎症

と酸化ストレスを増加させるが、地中海食は反対の反応

を示す。

多数の研究者が既に多くの食素材の抗酸化機能を解明

してきた。抗酸化物質は生理活性があり、慢性の軽度炎

症を減少させることが期待される。循環血流中のカロテ

ノイドは非喫煙者の糖尿病発症頻度を低減し、明らかに

望ましい炎症状態の低減に関係している。どのような食

物、食物の組み合わせが、血中カロテノイド濃度を高く

維持するか、高カロテノイド食物のみならず、多くの他

の“健康な”食素材も血中カロテノイド維持に良い結果

をもたらす。興味深いことに、リコピンの血中挙動は他

のカロテノイドと異なり、“FastFood”食と関連するよ

うな傾向が見られた。炎症性疾患による死亡率が、全粒

穀類の摂取と逆相関していた事実を伝えている。

（明治乳業株式会社桑田有）

( 2) Evidence-Based Approaches to Scientific 

Evaluation and Applications to Public Health 

（科学的評価のためのデピデンスに基づくアプロー

チと公衆衛生への応用）

本セッションでは、毒性学、栄養学、運動疫学等の公

衆衛生に関わる課題へのEBMの応用ついて、講演が行

われた。

EBM (Evidence-based Medicine）は、近年艮く聞か

れる言葉であるが、日本では、「根拠に基づいた医療」

あるいは、「エビデンスに基づく医療」と訳されている。

これは、医療に科学的手法を取り入れようとする運動の

ひとつである。また、メタアナリシスとは、過去に独立

して行われた複数の信頼できる臨床研究のデータを統合

して、統計を行う手法である。強力なエピデンスを得る

ための有効な手段であるといわれている。
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1) Evidence-based Toxicology: Application to 

Toxicologic Risk Assessment 

（エピデンスに基づく毒性学：毒性リスクアセスメ

ントへの応用）

Ph坦Guzelian,M.D. 

(Colorado Health Sciences Center, USA) 

Guzelian教授は、講演の中で、従来、医療行為の判断

は、多くの部分を医療者の経験や権威者の提言、あるい

は生理学的原則・知識に基づいた判断に従って下される

といった状況が長く続いてきたと述べられた。しかし

1980年代より、医療行為における治療法の選択などにあ

たっては、理論や経験や権威者の判断ではなく、確固と

した疫学的証拠に基づき、科学的に最良の判断をすべき

であるという議論が高まってきた。

Guzelian教授らは、毒性学上の課題もEvidence-based

toxicology (EBT）を用いた取り組みにより解決できる

のではなL功、ということを提案してきた。

そして、一般的な毒性学上の課題を解く鍵として、教

授は、 12のステップからなる3段階の枠組みを簡潔に示

された。

I.妥当なデータによる評価（1.情報源、 2.暴露、 3.

投与量、 4.診断）

II .先行研究からみた評価（5.質問紙の構成、 6.参考

文献の構成、 7.文献レビュー）

III.結論に至るまでの構成（8.一般的な因果関係ー大

枠の問いに対する答え、 9.投与量に対する応答、

10.タイミング、 11.他の要因、 12.一貫性）

さらに、次の段階は、現在はまだ数少ない環境毒性学

におけるヒトへの介入試験に対しEBMアプローチを適

用することであると述べられた。教授は、メタアナリシ

スを含むシステマティックなレビューは、課題に対して

明確な解釈を示すのに有効であり、また、この手法は、

明白な手順により行われ、また他者によっても再現可能

であることを示された。

最終的には、このような分析によって示された科学的

な見解において間違いを犯すリスクを防ぐためには、科

学的証拠があるか、研究の質はどうであるか、矛盾する

結果が得られていないか等を確認する必要があるとまと

められた。

2) Use of Evidence-based Approaches in Nutrition 

（栄養学におけるエビデンスに基づくアプローチ）
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Joseph Lau, M.D. (Tufts University, USA) 

Lau教授は、まず、システマティックレビューとメタ

アナリシスがEBMの基本的なツールであると定義され

た。約20年間にEり、これらの方法は、数多くの医学的

課題に応用され、臨床分野にも適用されてきた。現在、

多くの重要なヘルスケア（保健医療／健康管理）の方針

は、科学的根拠に基づいてなされるようになってきてお

り、当初EBMのために開発された方法は、臨床医学を

越えて、栄養学を含む生物医学に広く利用されるように

なったと述べられた。

エビデンスに基づくヘルスケアの前提は、有意に効果

があると結論付けられた科学的データをシステマティッ

クにレビューし、メタアナリシスを行う乙とであると述

べられた。また、科学文献を偏りなく評価することは、

栄養機能表示の許可、生理学的に問題のある患者へのカ

ウンセリング等、公衆衛生の政策を組み立てる上で重要

であると述べられた。しかし、科学的文献は、矛盾する

結果を含んでいることもあり、上記の政策を決定するの

には注意深くレビューを進める必要がある。

システマティック・レビューは、研究課題の設定、適

格な指標の確立、文献検索、研究の評価、まとめとデー

タ解析、結果の解釈等、多くのステップを含む。

American Dietetics Association、FAO、WHO等の機関

は、栄養学の研究を的確にまとめ、栄養指針を組み立て

るために、エビデンス－ベースの方法の利用を実施もし

くは模索している。

最後に教授は、どのような方法論においても、新しい

領域へ応用する際には、適用可能性と限界があることを

認識しなければならないと述べられ、 EBMの方法を栄

養学の分野に順応させるためにはいくつかの課題がある

とも指摘なさった。

3) Evidence-based Approaches to Physical Activity and 

Public Health 

（運動と公衆衛生におけるエビデンスに基づくアプ

ローチ）

Michael Pra仕， M.D.(U.S. Centers for Disease Control 

and Protection, USA) 

Pra仕教授は、講演の中で、定期的な運動が健康に良い

ことは広く知られており、科学的文献においても、何ら

かの運動を実施している人は、心臓病、心筋梗塞、糖尿

病、大腸がん、乳がんの擢居、率が低く、また、運動は、



精神衛生、骨粗懸症、 Qualityof Lifeの向上に効果がある

ことが検証されてきたと述べられた。 1995年から 1996年

にかけて、健康に有益な運動の質と量に関する見解が発

表された。それは、 30分以上の中等度の運動を1週間の

うちほとんど毎日実施するというものである。

過去数十年間に亘り運動の実施率を上げるために、行

動変容と地域介入に焦点を当てた多くの研究が実施され

てきた。

United States Task Force on Community Preventive 

Servicesでは、運動の介入研究に関するすべての英語で

書かれた文献をレビューし、実践的な公衆衛生の指針を

まとめる試みが実施された。その内容とは、コミュニテ

ィー・レベルでのガイドラインを提示するために、教育、

行動変容、環境、政策への介入等、 6,000以上の文献を

スクリーニングし、要約、レビューすることである。そ

の後、 CDCおよび大学の研究者等によりまとめられ、

更にレビューが繰り返された。その中から、優れた研究

デザインにより実施された研究の中から充分なエピデン

スが導き出され、コミュニティー－レベルで実施可能な8

種類の運動の介入例を提案することができた。

1.コミュニティー・レベルでのキャンペーンの実施

2.行動変容が起こるきっかけを増やす

3.学校での体育授業の導入

4.行動変容について個別に対応する

5.社会的な支援の実施

6.運動できる場所へのアクセスを増やす（社会奉仕活

動を視野に入れる）

7.県、区レベルでの実施

8.町内会レベルでの実施

これらの推奨は、現在アメリカでは、国、州、区レベ

ルにおいて、公衆衛生プログラムのベースとなっている。

現在は、中南米諸国において、エビデンスに基づいた

運動プログラムを提供するための研究が進められてい

る。

根拠に基づいた推奨を実践に移すことはとても複雑で

あり、公衆衛生分野に応用する乙とは、新たなチャレン

ジである。システマティック・レピューは、科学を実践

にもっていくために重要な子法である。今後は、先進国

で行われた研究を基に作成された推奨例が、はたして途

上国でも適用可能かということを調査することが、大き

な課題であると述べられた。

(ILSl]apan 高梨久美子）
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(3) Sleep and obesity （睡眠と肥満）

セッションの初めに、座長のDr.Allisonは、睡眠と肥

満をテーマとした研究が1991年以降急速に増加している

ことをSCIAbs仕act、C悶SPsearchのデータを基に示し

た。また、 2005年11月にNIHがMechanismsLinking 

Short Sleep Duration and Risk of Obesity or Overweight 

というタイトルのグラントを設けたことなどから、この

分野が近年アメリカの肥満との関連で注目されているこ

とを示した。

げっ歯類の動物を用いた実験で、は、摂食量を制限する

と睡眠が抑制され、逆に睡眠を強制的に抑制すると体重

減少が起こることが知られている。しかし、ヒトの場合

は、このような単純な反応ではなく、むしろ逆の関係が

ある。

アメリカでは1910年には1日平均睡眠時聞が約9時間

であったのが、 2002年には7時間になり、さらに多くの

人が慢性的に1日平均5-6時間の睡眠しかとっていな

い。当然ながら、労働時間の長さと睡眠時聞は逆相関し

ている。睡眠は脳に影響を及ぼすだけでなく末梢の機能

に大きな影響を与えている。睡眠時間の短縮は肥満や精

尿病の発症と深くかかわっていることが最近の研究によ

り明らかにされている。睡眠と健康の関係は最近様々な

方面から調査研究が行なわれており、疫学調査によると

睡眠時間は7時間未満の範囲でBMIと逆相関の関係にあ

る。すなわち睡眠時聞が短い人はBMIが高い傾向にある。

睡眠が短いことにより肥満、糖尿病、心血管系疾患

(CVD）、全死亡率を悪化させるデータが蓄積されつつあ

る。以上が、 5名の演者の共通の認識であった。

1) Overview of Sleep in Society: How Much, How 

Good, and What It Means 

David Dinges, Ph.D. 

(University of Pennsylvania, USA) 

ペンシルベニア大学の DavidDinges, Ph.D.は

“Overview of Sleep in Society: How Much, How Good, and 

What It Means，，というタイトルの睡眠時聞と肥満、人

間の社会的活動との関連についての概論であった。話は

睡眠の定義から始まった。睡眠はすべての動物において

進化の過程で保持された基本的な生命の営みであり、睡

眠の定義から睡眠学の研究対象が広範な動物に及び、

様々な実験モデルが考えられる。

視交叉上核（Suprachiasmaticnuclei, SCN）がメラト
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ニン、コルチゾール、レプチンなどのサーカディアンリ

ズムの中心であること、インスリン、メラトニン、レプ

チンはいずれも夜に血中濃度が高まり脳の睡眠スイッチ

と関連していることなどを紹介した後、アメリカにおけ

る睡眠をめぐる状況が紹介された。1986年のスペースシ

ャトル、チャレンジャー号の事故も睡眠不足による脳機

能の低下が原因とされている。また、睡眠時間と全死亡

仇Hcause mortality）との関連をみると7時間が最低で、

これより長くても短くても死亡率が上昇することは興味

あるデータであった。また、長期不眠は脳細胞のHSP

（熱誘導タンパク質）の発現を誘導するなどの分子レベ

ルでの研究も行なわれているようだ。

Night Eating Syndrome (NES）とL、う耳慣れない症

状が紹介された。1955年にStunkardらにより定義された

症状で朝は食べられず、夜間目覚めて食べるなどが特徴

で、睡眠と摂食の区別がついていない不眠症・摂食障害

である。一般的に夜遅く食べると肥満になりやすいとい

われているが、このような病的な例の研究は日本ではあ

まり知られていない。日本でも、今後問題となってくる

可能性があると思われた。

2) Sleep and Energy Balance 

Plamen Penev, M.D., Ph.D. 

(The University of Chicago, USA) 

シカゴ大学のPlamenPenev, MD, Ph.D.の講演は、

“Sleep and Energy Balance，，というタイトルで睡眠とエ

ネルギ一代謝に関して、主に彼の研究室で行なわれたヒ

ト試験の結果が紹介された。睡眠時間とエネルギ一代謝

総合討論のために壇上に上がった演者（右から発表JI慎）
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の関係を調べるに当たり、基礎となるデータとして睡眠

時間（7時間未満の部分で）と BMIが逆相関する事を示

したあと、自身の研究室で得られた興味深いデータを示

した。彼らの試験によると、通常7時間睡眠をとってい

る被験者を睡眠時間8.5時間に増やした群と5.5時間に減

らした群の2群にわけ、 2週間にわたり食事調査によるエ

ネルギー摂取量を調べると共に2週間後の各群のエネル

ギー消費量を測定した。エネルギー摂取量と消費量は睡

眠時間の違いによる明確な差はなく、体重も増減まちま

ちであった。エネルギー消費は睡眠時聞が短い群は覚醒

時間が長いため、覚醒時間当たりのエネルギー消費は少

ないことになる。一方、睡眠時聞が短くなることにより

明らかにインスリン感受性が低下していた。この実験で

は、睡眠時間の制限はエネルギーバランスに対しては明

確な影響を与えなかったが、インスリン感受性を悪化さ

せることが明確に示された。

3) Sleep-breathing Disorders and Overweight/Obesity 

Terry Young, Ph.D. (University of Wisconsin) 

ウイスコンシン大学のTerryYoung, Ph. D の講演は

“Sleep-breathing Disorders and Overweight/Obesity”と

いうタイトルであった 。睡眠時無呼吸症候群

(Breathing-disorder of sleep, Sleep apnea）という用語は、

最近、日本でもポピュラーになった。これは、肥満、高

血圧、 CVD、精尿病などの疾病や事故などのリスクとな

る。軽度のsleepapneaの症状を示す人は、女性では成

人（30～ 60歳）の10%、男性では25%にも及ぶとのこと

である。彼女の発表はとのsleepapneaを減らす戦略につ



いてであった。まず、第1にスクリーニングによる発見、

診断、治療が臨床的に重要であり、また、予防にはその

危険因子を減らすことが重要で、ある。危険因子には「年

齢、男性であることjがあるが、コントロールできるも

のとしては「肥満Jがある。この症状を示すものは60～

70%が肥満であり、運動もsleepapneaを防ぐ有効な方法

であることが示された。

4) Sleep Res仕iction,Obesity, Leptin and Ghrelin泊 the

General Population: Linking Sleep Obesity with 

Sleep Debt 

Eve Van Cauter, Ph.D. 

（τbe University of Chicago, USA) 

シカゴ大学のEveVan Cauter, Ph.D.は、“Sleep

Restriction, Obesity, Leptin and Ghrelin in the General 

Population: Linking Sleep Obesity with Sleep Debt，，とL¥ 

うタイトルの講演で、睡眠時聞が食欲や体重、糖尿病の

リスクに与える影響を実験とフィールド研究、疫学研究

により明らかにした。これらいずれの研究においても睡

眠の制限はレプチン・レベルの低下とグレリン・レベルの

上昇を引き起こし、結果として、食欲を克進させ、体重

増と糖尿病のリスクを上昇させることが明確に示され

た。

ノースウエスタン大学（Chicago,IL）のPhyllisZee, 

M.D., Ph.D.はCenterfor Sleep & Circadian Biologyの

Associate Directorで、あり、同時に、 Northwestern

University Institute for Neuroscienceの教授である。彼女

の講演は、“ Reviewof other links between sleep and 

obesity and research directions，，というタイトルで、健

康と睡眠についてサーカディアン－クロックの視点から

みた発表であった。睡眠、自発活動、摂食、代謝速度と

時計遺伝子の変異との関連性についてデータが紹介され

た。時計遺伝子の変異は体重を上昇させ、メタボリッ

ク・シンドロームのリスクを上昇させる。このようない

くつかの時計遺伝子のファミリーを既に同定していると

のことであった。そのうちの1塩基変異の影響を上記の

危険因子との関連で詳しく検討している。

最後に演者全員が壇上に上がり総合討論が行なわれ

た。その中で話題に上ったことは、睡眠不足と食品の選

択への影響、交代勤務者の事故や病気のデータについて、

妊婦の睡眠についてなど。中でも食品と睡眠との関連に

聴衆の興味が示された。薬との組み合わせが今後研究さ
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れる必要があり、健康産業にとって1つのビジネスチャ

ンスになる可能性があるのではとのことであった。

米国においてはこのように睡眠を実験的に制限するこ

との影響が種々調べられているが、わが国においては乙

のような研究は非常に少ないのが現状であり、睡眠に関

するヒトの試験は日本と比べアメリカで進んでいるとい

う印象を受けた。日本人成人の平均睡眠時聞は国民健

康・栄養調査結果によると7時間未満が7割以上である

ことから、日本人においても睡眠不足が健康に及ぼす影

響が気になるところであり、日本人を対象にした詳細な

研究が望まれる。

（花王株式会社松尾登）

(4) Pre-& Probiotics: Help or Hype? （プレバイオティ

クスとプロバイオティクス）

この領域で先行するヨーロッパからの演者2名と、米

国の小児消化器病学会で永らく消化管免疫を研究してき

たAllanWalker教授とが、フレバイオティクスとプロバ

イオティクスの安全性についての課題提供や、サプリメ

ントとしてプロバイオティクス製品を製品化する際の米

国における障害について解説された。

1) Global Perspectives on Prebiotics, Probiotics and 

Synbiotics 

（プロバイオティクス、プレノtイオティクスとシンバ

イオティクスの世界的展望）

Jean-Michel Antoine, M.D., Ph.D. (Group Danone, 

France) 

表題に挙げた3つの言葉の意昧を紹介。特にプロバイ

オティクスと称せられるものには生きた微生物で健康効

能を有することが共通している。健康効能を有していて

も死んだ微生物についてはブpロバイオティクスとは称さ

ない。同様な各種の発酵食品、例えばカマンベールチー

ズを製造するのに用いられた多数の生きた微生物がある

が、現在明確な健康効能がないため、プロバイオティク

スとは言われない。これらの微生物はカルチャー（発酵

物）であり、プロバイオティクスではない。

特別にデザインされた発酵乳製品は、ブρロバイオティ

クスを摂取するのに有効なキャリヤーとなる。それらの

発酵製品は、多数のプロバイオティクスを含むことがで

き、製品へ発酵生成物を残す事ができる。医療分野で、

カプセルに入れたプロバイオティクスもあるが、ここで
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は食品への適用を中心に述べる。

プレバイオティクスは、 1995年GibsonとRober企oid教

授によって、次のように定義された。“ホストの大腸中

に棲息するある種の微生物の成育や活性に、選択的に利

用される非消化性の食品成分を示す。その結果としてホ

ストの健康状態を改善する。”イヌリンやフラクトオリ

ゴ糖は、よく知られたプレバイオティクスで、消化管中

のいわゆる善玉菌と称されるビフィズス菌、乳酸菌に資

化される。プロバイオティクスが消化管菌叢の外図的な

微生物の供給であるのに対して、ブロレバイオティクスは

内因性に棲息する善玉菌の生育を選択的に資化すること

である。最近のデータによると、腸内微生物への働きを

介しての間接的作用から離れて直接消化管機能を活性化

する可能性が示されている。

プレバイオティクスあるいはプロバイオティクスの両

方について考えると、ホストへの作用を維持するために

協同して、食事として食べるある種の薬膳のようなもの

である。整腸作用の概念は、フランスと日本などとは解

離があり、また、消化管の範囲も胃・十二指腸から大腸

に限定するのか、日本のように口腔内微生物菌叢を対象

に口腔ケアーまでプロバイオティクスの効果を議論する

のか、議論が残っている。さらには、ヒトのエネルギ一

代謝に腸内菌叢が関与するとの研究もあり、新しい研究

領域が出てきている。

2) Health Effects of Prebiotics and Synbiotics -What is 

the Evidence? 

（プロバイオティクスとシンバイオティクスの健康

効用）

Ian Rowland, Ph.D., RNu仕

(University of Ulster, UK) 

腸内フローラが抗生物質などで撹乱されると、消化管

を通しての感染症の感受性が高まり、特にClostridium

difficileのような極めて悪質な菌種の増加が生じる。ま

た、炎症性腸疾患と大腸がんなどにおいても腸内菌叢の

関与を示すデータも出てきている。

ブβロバイオティクスとプレバイオティクス、並びにそ

れらの組み合わせ（シンバイオティクス）は、腸内の有

用菌の菌数を増やすごとにより勝内菌叢のバランスを改

善することから発展してきた。ピフィズス菌数に対する

プロバイオティクスの促進効果は、高齢者のようにピフ

ィズス菌数の少ないヒトで顕著であったとする報告があ
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る。下痢に対する効果は、抗生物質誘発性の下痢や感染

症予防にプρロバイオティクスが良好な結果を出している

が、プレバイオティクスでは、まだ充分な結果が出てい

ない。過敏性大腸症候群は腹痛、便秘、下痢、ガス産生

など、広範囲の症候を示す疾患で最近増加してきている。

これらの症候群に対しである種のプロバイオティクス

が症状の改善効果を示す結果が出ているが、今のところ、

プレバイオティクスに関しては何ら有用な効果を示すこ

とができていない。炎症性腸疾患に対して若干の二重検

盲プラセボ研究が行われ、期待の持てる結果が出ている。

Furrieらによる2004年の報告では、フラクトオリゴ糖と

イヌリン（プレバイオティクス）とビフィズス菌のロン

ガムを合わせて投与された潰疹性大腸炎患者で、大腸上

皮細胞の炎症性サイトカインの有意な減少を示してい

た。フラクトオリゴ糖とイヌリンを8～40g／日 8週間投

与したところ約半数では特に改善効果はなかったが高脂

血症患者とタイプHの糖尿病患者でLDLコレステロール

が5～10%低下した。動物実験ではあるが、 Caの吸収に

フラクトオリゴ糖が有効であるとする報告が出ている。

思春期の女性を対象に骨密度に及ぼすフラクトオリゴ楯

とイヌリンの効果の研究が現在進められている。

がんに関しての多数の動物実験が行われ、プレバイオ

ティクス、プロバイオティクス、シンバイオとそれぞれ

抗がん作用の効用が見出されているが、ヒト介入試験は

ほとんどない。最近、 Robterらの2007年の報告によると、

大腸がんとポリーフ。の患者に対するシンパイオティクス

の有効な影響が、 DNAのダメージと細胞増殖を含む大

腸がんのリスクの指標に対して認められている。望まし

くない副作用として、オリゴサッカライドが大腸で発酵

して有機酸やガスを生成し、腹部膨満、放鹿、下痢の誘

発につながる報告がある。いずれにせよ、多くのヒトで

の介入試験により、有望な効果を確認する必要がある。

3) Level of Evidence for Health Effects of Probiotics 

（プロバイオティクスの健康効用のエビデンスの確

実性）

W. Allan Walker, M.D. 

(Harvard Medical School 

and Massachusetts General 

Hospital for Children Boston, USA) 

無菌の子宮内環境から、出生時、消化管と全身性疾患

の擢患を防ぐために、新生児は生体防御系を強化する必



要がある。懐胎期間に発達した腸管防御システムは、異

物の抗原や感染源に対して適切な方法で対応する能力を

備えている。

しかしながら、活発な防御応答の前に、消化管は定着

する微生物にまず晒される。菌の定着は母体の産道を通

過する時点で開始される。母乳や人工乳の与えられる時

が次なる段階である。 2最頃までに、 400種を超える多様

な菌種の大腸内定着が完了する。腸内菌の存在とその定

着とは腸管免疫の形成に必須である。帝王切開による出

産や未熟児で出生した乳児では不完全な菌の定着が生

じ、その結果として、貧弱な消化管の菌叢が永らく続く

ことになる。不適当な菌叢は腸管免疫系の正常発達を阻

害し、壊死性腸炎、感染性下痢症やアトピーの擢患頻度

を高める。これらの疾患の予防のための方法の一つに、

帝王切開で生まれた乳児、および未熟児の全てに対して

標準的に最初の定着の代理の菌叢としてフ。ロノfイオティ

クスの使用が考えられる。

プロバイオティクスは同様に、小児期と子供の時期に

発症する他の消化管疾患の予防と治療に使用されてき

た。未熟児の食物に短期間ピフィズス菌と乳酸菌を加え、

壊死性腸炎の発症を予防する研究が行われてきている。

アレルギ一発症予防に乳酸菌のGG株をアレルギ一発症

素因の高い母親と出生後6か月間の児に連続して投与し、

4年間のフォローアップ期間でのアレルギ一発症を半分

に制御した研究がある。消化管疾患の予防に加え、プロ

バイオティクスは、アレルギー性皮膚炎の改善や腸炎の

鎮静作用もある。フ。ロバイオティクスの適切な使用は、

臨床に用いる菌の特性と投与量に充分配慮する必要があ

る。

4) Are Probiotics and Prebiotics Safe? What do We 

Really Know? 

（フ。ロバイオティクスとプレバイオティクスは安全か）

Patricia L. Hibberd, M.D., Ph.D. 

(Tufts University School of Medicine, USA) 

過去5年間、多数のプロバイオティクス、フ。レバイオ

ティクスを用いたヒト試験が実施されてきているが、サ

プリメントあるいは薬品としての安全性は充分注意を払

われてきたのであろうか？

フ。ロバイオティクスの安全性に関して言えば、菌その

ものの侵襲的感染、過剰な免疫応答、他の腸内細菌への

抗生物質耐性遺伝子の転送や、代謝活性の抑制、それに、

2007年度ILSI本部総会報告

製品へのコンタミの危険などがある。特に、ダイエタリ

ー・サプリメントにする際の製品の標準化は急務である。

実際の副作用の評価は程度の差を明確にする上でも重要

である。不幸にして、多くのヒト試験データは副作用を

全くモニターしていないケースが多い。プロバイオティ

クス菌に関しては、 PCRのような技術を用いて、病巣か

ら単離した菌と侵襲的感染を引き起こした菌が投与した

菌とが同じなのかどうか、同定に使用されるべきであろ

つ。

プレバイオティクスとプロバイオティクスの有効な使

用、安全性を高めるには、これらのダイエタリー・サプ

リメントの消費者に安全性データを正確に認知させるこ

とが必要であろう。

5) Barriers to Commercialization of Pro biotic Products 

（プロバイオティクス製品を上市する際の障害）

Mary Ellen Sanders, Ph.D. 

(Da討y& Food Culture Technologies, USA) 

米国では、プロバイオティクスを含む食品や、ダイエ

タリー・サプリメントとして用いることに対して、法律

上の問題や消費者への伝達方法にまだ問題が残ってい

る。

例えば、

①品質保証期間を通じての保存中の菌の生育、生残性、

活性維持はどうなっているのか。

②反応部位（大腸）までの輸送（デリパリー）、胃、

小腸通過中の安全性など。

③フ。ロバイオティクスの活性成分の定義、薬効の作用

機序、至適投与量、他の菌もしくは生理活性成分と

しての協働作用などを明確にする。

④ヒトの健康効能を評価するためのバイオマーカーが

限定的である。

⑤消費者への信頼性：多くの研究成果が、確かな第三

者を置いて結果の厳密性を担保したような研究事例

でない。

⑥多くの消費者やヘルスケアの専門家が、フ。ロバイオ

ティクスが何であるか知らないし、不正確な情報や

期待をもたらされている。

（明治乳業株式会社桑田有）

ILSI No.89 -117 



くお詫びと訂正＞

イルシー誌88号の51ページ「遺伝子組換え植物の生物多様性影響評価に関する国際ワ

ークショップ報告」記事で、岡三徳氏のご執筆記事掲載が漏れておりましたので、ここに

掲載するとともに不備がありましたことをお詫び、申し上げます。

遺伝子組換え植物の生物多様性影響評価に関

する国際ワークショップ報告

5. 出席者の感想

岡 三徳 氏

組換え生物を対象に環境リスク評価の研究をしている

と、事象を適切に捉え、評価手法を高度化し、再現性の

高いデータを提示することに加えて、社会の理解を得る

アウトリーチ活動がL功、に重要であるかを痛感する。そ

の研究成果の広範な理解への努力はもちろん、時には圃

場試験の実施にさえ多大な事前の努力を払わねばならな

い。組換え作物のより適正なリスク評価のための圃場試

験が、その“事前のリスク評価がない”との矛盾した理

由のために、担当者は困難な対話（リスクコミニケーシ

ョン）を課せられることも多い。私は試験担当者の一人

として、社会の理解を得る適正な環境リスク評価のため

に、カルタヘナ法や組換え作物栽培実験指針を遵守し、

周辺住民の理解を得た一般圃場での長期栽培試験（モニ

タリング）の円滑な実施を望んでいるが、残念ながら現

状はまだその段に達していない。多くの市民、行政、そ

して専門家が参画して、相互の対話や共同作業を通じて

アセスメントを行う「参加型試験研究」の実施を想い巡

らしているが、これが空想に終わってはならないように

思う。
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今回、 ILSI国際ワークショップに出席して、環境リス

ク評価に関するTomNickson氏らの貴重な研究情報に触

れただけではなく、ここに参加された組換え作物の可能

性や課題を真剣に考える多くの方々との対話や共通理解

を深め得たことは、さらに有意義なことであったと考え

ている。農水省も、全国各地で組換え作物についての双

方向型リスクコミニケーションに取り組み始める。今、

こうした真剣なアウトリーチ活動を多くの場で積み重ね

ることが重要である。このためにも、組換え作物の環境

リスク評価とそのコミュニケーションには、①組換え技

術の大きな可能性が正当に評価されていること、②最新

の科学的知見に基づき環境や健康等に与える影響につい

て十分に評価されていること、③消費者の関心や疑問に

対して適切に応える必要があること、の3つの基本原則

に立ち返った確認と対応が、今後ますます重要となって

t Eる。



会報

・会報・

I .特定非営利活動法人国際生命科学研究機構

平成19年度通常総会議事録

1. 日時 平成19年2月14日（水） 10:00～ 11:30 

2.場所 都道府県会館402号室

3.定足数確認と開会宣言

正会員総数82名、出席正会員25名、書面表決正会員27名、合計52名であり、本総会は成立することが報告された。

4.理事長挨拶

木村修一理事長より、 ILSIの特色は国際的なネットワークを通じて得た情報と研究部会の研究・調査を通じて得た

科学的な情報を会員に発信できる乙とにあるが、日本から海外への情報の発信が増えれば国際的な活動の場が広が

るので会員の皆さんと共に努力をしていきたいとの挨拶があった。

5.議長選任

定款に基づき、出席した正会員の日清オイリオグループ（株）の青山敏明氏を議長に選任した。

6.議事録署名人選出

（株）ミッカングループ本社の清水精一氏、アイ・エフ・エフ日本（株）の杉沢義夫氏が選出された。

7.審議の事項と経過の概要及び議決の結果

第1号議案 平成18(2006）年度事業報告書案承認の件

潰野事務局長が第1号議案資料「平成18(2006）年度事業報告書案」に基づき事業報告を行い、承認

された。

第2号議案 平成19(2007）年度事業計画書案承認の件

潰野事務局長が第2号議案資料「平成19(2007）年度事業計画書案」に基づき、組織運営としては新

名称の名の下に日本発を含めた情報発信の充実に力を入れることを強調し、続いて各研究会ごとの事

業計画を説明した。

これに対して、国際的な海外の情報を得て相互にやりとりする環境を充実して欲しいとの要望があり、

その後、議長が採決に入り、同議案は承認された。

第3号議案 平成18(2006）年度決算報告書案承認の件

石原次長が第3号議案資料「平成18年度特定非営利活動に係わる事業会計収支計算書、同貸借対照表、

同財産目録および収益事業損益計算書」に基づき決算報告を行い、石井茂孝監事の監事監査報告の後、

同議案は承認された。

第4号議案 平成19(2007）年度収支予算書案承認の件

8.報告事項

(1）本部総会

石原次長が第4号議案資料「平成19年度収支予算書案Jに基づいて予算案の内容と収支差額の分析の

説明をし、同議案は承認された。

漬野事務局長より、 1/18～ 25にメキシコのカンクンで開催された2007年度の本部総会について、 JapanSessionでの
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肥満タスクフォース、 GRProject、CHPの活動報告をはじめとする報告があった。

(2）第5回「栄養とエイジング」国際会議、サテライトシンポジウム

潰野事務局長より 10月31日、 11月1日に開催予定の同国際会議のプログラムについて説明され、開催に当たって、

参加費以外の経費負担の協力が呼びかけられた。

続いて、峯次長より上記国際会議に引き続いて11月2日に開催予定である「食品成分・素材の安全性の考え方」を

テーマにしたサテライトシンポジウムの内容について報告があった。

9.閉会宣言

潰野事務局長が、これをもって本総会を閉会する旨を宣した。

n.会員の異動（敬称略）

評議員の交代

交代年月日 社 名 新 ｜日

2007.1.6 日清オイリオグループ（掬 理事横須賀事業場兼研究所長 理事商品戦略室室長

青山敏明 大関正直

2007.1.18 （勝カネカ 機能性食品研究グループ 機能性食品事業開発部

田中穂積 北原幹朗

2007.1.22 フ。ロクター・アンド・ エクスターナルリレーションズ エクスターナルリレーションズ

ギャンブル・ジャパン（梼 阪野嘉信 加藤俊則

2007.2.6 キッコーマン（栂 執行役員研究開発本部長 常務執行役員研究本部長

菊地護 石井茂孝

2007.2.15 昧の素ゼネラルフーヅ（掬 理事商品・技術開発研究所長 商品開発研究所長

井村直人 金子正行

2007.2.16 ジボダンジャノfン（栂 プレーパーズ技術本部長 調査研究部研究員

渡辺美智輝 山下修一

2007.2.23 シンジエンタシード側 代表取締役社長 シンジエンタジャノfン（栂

大伴秀郎 代表取締役 マイケル・ケスター

2007.2.27 サントリー（鮒 先進コア技術研究所部長 品質保証本部

樋口直樹 峯孝則

2007.3.5 アサヒビール（梼 R&D本部 商品技術開発本部

池田満雄 山下博

2007.3.14 塩水港精糖（梼 糖質研究所研究室室長 常務取締役

藤田孝輝 白石健二

2007.4.1 カルピス（掬 研究所執行役員 常勤顧問

高野俊明 北団長義

退 ム一品

交代年月日

2007.2.28 ｜…ャ叩
社 ;f;T 

4コ
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m. ILSI Japanの主な動き（2006年10月～2007年2月）

※特記ない場合の会場はILSIJapan会議室

2006年

10月 4日
，， 

10月 5日

10月10日
，， 

，， 

10月12日

10月16日

10月18日

10月19日

10月24日

10月25日

10月30日

10月31日
，， 

,, 

11月 1日

11月 2日
，， 

11月 8日
，， 

11月 9日

,, 

11月14日

11月15日

11月16日

11月22日
，， 

，， 

11月24日

11月30日
，， 

12月 5日
，， 

12月 6日
，， 

12月 7日
，， 

12月 8日
，， 

" 
12月13日

食品微生物研究部会および岡部会カピ分科会

CHP「すみだテイクテンJ講習会（墨田区・みどりコミュニティーセンター）

食品リスク研究部会

Dr. Anderson昼食会

日本の食生活と肥講研究部会／分科会③、肥講タスクフォース

CHP「すみだテイクテンj講習会 （墨田区・業平三丁目集会所）

CHP「すみだテイクテンj講習会 （墨田区・中小企業センター）

サテライトシンポジウム打合せ

アレルギー研究部会

CHP「すみだテイクテンj講習会

情報委員会

執行委員会

食品機能性研究会世話人会

日本の食生活と肥溝研究部会

（墨田区・みどりコミュニティーセンター）

炭水化物研究部会／GRフ。ロジ、エクト連絡会およびダイエット分科会

CHP「すみだテイクテン」講習会 （墨田区・業平三丁目集会所）

CHP「Take10！企業説明会」

食品安全調査研究部会

CHP「すみだテイクテンj講習会 （墨田区・中小企業センター）

CHP「LiSMlO！カウンセラー研修会」

国際協力委員会

栄養研究部会

「栄養学レビュー」編集委員会

CHP「すみだテイクテン」講習会

CHP「すみだテイクテン」講習会

執行委員会

食品微生物研究部会

情報委員会

CHP「LiSMlO！カウンセラー研修会」

（食糧会館）

（墨田区・みどりコミュニティーセンター）

（墨田区・業平三丁目集会所）

CHP「すみだテイクテンJ講習会 （墨田区・中小企業センター）

バイオテクノロジー研究部会／第1固アドバイザリー委員会 （都市センターホテル）

栄養研究部会

CHP「すみだテイクテン」栄養講演会

食品機能性研究会世話人会

CHP「すみだテイクテンJ講習会

国際協力委員会

CHP「すみだテイクテンj講習会

食品汚染撤生物シンポジウム

執行委員会、理事会

食品安全調査研究部会

食品リスク研究部会

（墨田区役所すみだリバーサイドホール）

（墨田区・スポーツプラザ梅若）

（墨田区・家庭tセンター）

（日本橋公会堂）

ILSIJapan食品韓合研究所第2回GRプロジェクト合同会議

食品安全研究会部会長会議

（食品龍合研究所）

会報
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12月14日

" 
12月21日

12月22日

12月26日

12月27日

2007年

サテライトシンポジウム打合せ

CHP「すみだテイクテンJ講習会

CHP「すみだテイクテン」講習会

日本の食生活と肥溝研究部会／分科会

CHP「すみだテイクテンj講習会

情報委員会

2007 ILSI本部総会出席者打合せ

1月 9日 CHP「すみだテイクテン」講習会

1月11日 日本の食生活と肥講研究部会

CHP「すみだテイクテン」講習会

1月18日 CHP「すみだテイクテン」講習会

1月19～ 24日 ILSI本部総会

1月24日 CHP「LiSMIO！カウンセラー研修会J
1月25日 CHP「すみだテイクテンj講習会

1月30日 CHP「すみだテイクテンj講習会

1月26日 栄養研究部会／肥満タスクフォース

1月29日 茶類研究部会

1月30日 国際協力委員会

1月31日 「栄養学レビューJ編集委員会

2月 1日 執行委員会、理事会

CHP「すみだテイクテン」講習会

2月 6日 サテライトシンポジウム打合せ

，， 

2月6～ 15日

2月 7日

食品安全研究会全体会

栄養研究部会

CHP「LiSMIO！第」期第1回カウンセリングj

情報委員会

（墨田区・女性センター）

（墨田区・家庭センター）

（墨田区・スポーツプラザ梅若）

（墨田区・スポーツプラザ梅若）

（墨困区・女性センター）

（墨田区・家庭センター）

(Cancun, Mexico) 

（墨田区・女性センター）

（墨田区・スポーツプラザ梅若）

（墨田区・家庭センター）

（食糧会館）

（（船ニチレイ本社、研究所）

2月 8日 CHP「すみだテイクテンj講習会 （墨田区・女性センター）

2月13日

2月14日

2月15日
，， 

2月22日
，， 

2月23日

2月28日

CHP「すみだテイクテンj講習会 （墨田区・スポーツプラザ梅若）

総会、ライフサイエンス・シンポジウム「肥請に関する現状と科学」 （都道府県会館）

バイオテクノロジー研究部会／第2回アドバイザリー委員会 （アルカディア市ヶ谷）

CHP「すみだテイクテンJ講習会 （墨田区・家庭センター）

食品リスク研究部会

CHP「すみだテイクテン」講習会 （墨田区・女性センター）

炭水化物研究部会／GRプロジェクト連絡会および果糖分科会

国際協力委員会主催「ILSI本部総会出席者座談会j
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IV. ILSIカレンダー

3rd JOCS-ILSI Japan Joint Symposium 2007 

「油脂で創る健康J
トランス酸を取り巻く世界の流れ、日本の動向

2007年6月29日（金）・ 30日（土）

昭和大学上保講堂（東京、品川区旗の台）

主催：日本油化学会・ ILSIJapan

＜プログラム＞

一日目 6月29日（金）

9:55 開会の挨拶

10:0ι11:00 講演（ 1 ) 

「日本の油脂食品とトランス酸の諸問題J

11 :00 -12:00 講演（ 2) 

「トランス酸に関わる業界の考え方と提言J

12:00 -13: 00 昼休み

13:00 -14: 15 特別講演（ 1 ) 

会 報

実行委員長島崎弘幸

座長青山敏明

丸山武紀（（財）日本食品油脂検査協会理事長）

座長島崎弘幸

東海林茂（月島食品工業（株）研究所専任部長）

座長木村修一

「Consumptionof trans fatty acids and human health （仮）」

14:30 -15: 45 特別講演（ 2) 

DariLβh M osattarian, M. D. 

(Assistant Pr ate ssαof Medじineand Epicたmiology,

Harvard M edcal Schad andト-larvardSchool of Public Heath) 

座長伊藤俊洋

「トランス酸に関わる世界の動向、日本の動向」

菅野道虞（九州大学名誉教授）

16:00 -17：お パネル・ディス力ッション 司会時光一郎、駒井秀紀

1日目の講師の先生方をパネラーに討論を行います

18:00-2000 懇親会

二日目 6月30日（土）

1 0:00 -1 2: 00 ポスター・セνション（討論） 座長 米久保明得、高橋美奈子

12:00 -1 3: 00 昼休み

13:00-14:00 教育講演（ 1 ) 座長原節子
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会報

「脂質栄養とスポーツ・運動」

小林修平（人間総合科学大学教摂）

14：・00-15:00 教育講演（ 2) 座長後藤直宏

「食品表示と世界の動向： co庄×関連の話題から」

浜野弘昭（国際生命科学研究機構事務局長）

15:00-16:00 紹介講演 座長松本晃映

「トランス酸分析法の現状と基準油脂分析試験法制定への取組みについて」

白津聖一（JO岱規格試験法委員会・トランス酸小委員会主務 日清オイリオグループ（株））

16:00- 閉会の挨拶 佐藤和恵

第5固「栄養と工イジングj国際会議

ヘルシー工イジングを目指して～ライフステージ別栄養の諸問題

2007年10月31日（水）・ 11月1日（木）

サテライト・シンポジウム「食品成分・素材の安全性の考え方」

2007年11月2日（金）

国際連合大学ウ・タント国際会議場（東京、渋谷区神宮前）

主催： ILSI・ILSIJapan

＜プログラム＞

女10月31日（1日目）

8:30- 受付・登録

9:30 -9:40 開会の挨拶

木村修一（ILSIJapan理事長、昭和女子大学大学院特任教授）

座長木村修一

9:40 -10：・20 基調講演「成人期の肥満と生活習慣病リスク」

渡凄昌（独立行政法人国立健康・栄養研究所理事長）

10:20-11:00 「メタボリνクシンドロームの分子機構と治療戦略J

門脇孝（東京大学大学院医学系研究科教授）

11 :00 -11: 40 「テーラーメイド栄養学」

坂根直樹（独立行政法人国立病院機構京都医療センター臨床研究センター室長）

11:40-12:20 「動脈硬化性疾患の一時予防ーメタボリ νクシンドロームを含めて 」

中村治雄（三越厚生事業団常務理事、防衛医科大学名誉教摂）

12：・20-12:30 質疑応答

12：・30-14:00 昼食＆ポスターセνション
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会報

座長渡蓮昌

14:00 -14:バO 「小児のメタボリνクシンドロームとその診断基準」

大関武彦（浜松医科大学小児科学講座教授）

14：・40・15：お 「歯と身体の健康との関係」

デニス・キニン（米国・ jレイピlレ歯科大学教授）

15:20-15：お 質疑応答

15:30 -15: 50 休憩

15:50” 16:30 「ペプチドによる神経性の摂食調節機構」

中里雅光（宮崎大学医学部教擾）

16:30 -17: 10 「機能性食品とエネルギーの消費」

マルガリー卜・ウェスタータープ（オランダ－マーストリヒ卜大学教授）

17: 10 -1 7: 20 質疑応答

18:00- レセプション

女11用1日（2日目）

8:30- 受付・登録

座長木村修一

9:00 -9:40 基調講演「小児期における生活習慣病予防」

坂本元子（和洋女子大学副学長）

座長板本元子

9:40 -10:20 「妊娠期の低栄養の現状」

瀧本秀美（国立保健医療科学院生涯保健部母子保健室室長）

10:20-1 Q25 質疑応答

10:25 -1 Q40 休憩

10:40 -11:20 「胎生期の栄養環境と成長後における肥満発症」

伊東宏晃（独立行政法人園立病院機構大阪医療センター医員）

11 :20 -12: 00 「胎児期を含めた、生活習慣病に関する栄養プログラミンク」

キャロライン・マクミレン（オース卜ラリア・アデレード大学教横）

12:00 -12: 10 質疑応答

12: 10 -13：：お 昼食＆ポスターセ、ッション

座長 小林修平（人間総合科学大学教摂）

13:30 -14: 10 「高齢者の食事と生活習慣病」

佐々木敏（独立行政法人国立健康・栄養研究所）

14: 10 -14:氾O 「COPDC慢性閉塞性肺疾患）の運動療法と栄養療法」

塩谷隆信（秋田大学医学部教授）

14:50 -1 5: 00 質疑応答

15:00-15:20 休憩

15:20 -16:00 「高齢者の免震能を強化するための栄養学的戦略」

ステファ二一・ブラム（ネスレリサーチセンタ一栄養・健康研究部免疫研究室室長）

16:00 -1 6: 40 「自立高齢者の老化遅延のための食生活」
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熊谷修（人間総合科学大学人間科学部教授）

16:40 -16: 50 閉会の挨拶

シ‘ョン・ラフ（ILSI会長）

サテライトシンポジウム（11月2日（金））

8:30 - 受付・登録

午前の部

9:30 -10:00 

座長西島基弘（実践女子大学）

基調講演「食品の安全と安心のためのリスクアナリシス」

唐木英明（東京大学）

10:00” 1Q30 「食品成分・素材の安全性評価の考え方」

林裕造（日本健康栄養食品協会）

10:30-1Q45 休憩

10:45 -11: 15 「特定保健用食品の安全性評価の考え方」

池上幸江（大妻女子大学）

11:15-11:45 「ビタミン類の摂取上限値の決定に至る根拠」

柴田克己（溜賀県立大学）

11:45-12: 15 「ミネラル類の摂取上限値の決定に至る根拠」

イアン－ムン口（カナダ・ CANTO×）

1 2: 1 5 -1 2: 45 「ポリフェノ－）レ類の一日摂取許容量の考え方」

金沢和樹（神戸大学）

12:45 -13: 50 昼食

午後の部 座長デイピ、ツドベーカー（米国・イリノイ大学）

13:50 -14: 00 「アミノ酸ワークショ、ソプの概要」

デ二ス・ピア一（米国－小児栄養研究センター）

14:00 -14: 30 「栄養素の適正な摂取上限値設定に対する各国行政の考え方」

クリスティン・テイラー（米国・園立医学研究所／米国アカデミー）

14:30-15:00 「栄養素の適正な摂取上限値設定に対する米国サプリメン卜業界の考え方」

ジョン・ハスコνク（米国・栄養評議会）

15:00 -15: 30 「既存データに基づくアミノ酸の摂取上限値の考察」

ポール・ペンチャjレズ（カナダ・トロント大学）

15:30-15:45 休憩

15:45 -16: 25 「アミノ酸過剰のバイオマーカ一候補物質」

坂井良成（味の素（株）ライフサイエンス研究所）

16:25 -1 '7: 25 午後の部の討論

座長 リュνク・シノベーjレ（フランス－パリ第五大学）
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v.発刊のお知§せ

Alicyc/abacillus 

Thermophilic Acidophilic Bacilli 

Editors: Akira Yokota, Tateo Fujii, Keiichi Goto 

Chapter 1: Introduction 

Chapter 2: Historical background related to Alicyclobacillus 

Chapter 3: Characteristics of Alicyclobacillus 

Chapter 4: Parameters for detection of Alicyclobacillus and test methods 

Chapter 5: Differentiation and identification of Alicyclobacillus species 

Chap町 6:Growth pro tle of Alicyclobacillus in fruit juices 

Chapter 7: Distribution and epidemiology 

Chapter 8: Factors of spoilage caused by Alicyclobacillus and prevention measures 

Chapter 9: Agencies, associations, NPOs, institutes and researchers involved wi出

Alicyclobacillus 

＊「好熱性好酸性菌 Alicyclobacillus属細菌一一」を英訳したもの

Akira Yokota 
Tateo Fujii 
Keiichi Goto 
Editors 

会報

好熱性好酸性有胞子細菌のAlicyclobacillusは、低いpHおよび40℃程度の比較的高温でよく生育する細菌である。

Alicyclobacillusの幾つかの種は酸性飲料の腐敗に関与し、薬品臭を発生することが知られている。しかしながら、ガ

スの発生や製品の外見の変化があるわけで、はなく、腐敗したか否かは開封されたときに初めて分かる。幸いにしてヒ

卜に対する病原性はないが、明確な制御法が未だ構築されていないため、消費者だけでなく 、生産者にとって非常に

厄介な細菌である。

このような背景を真撃に受け止め、 ILSIJapanは、先に出版された日本語版に可能な限りさらに最新の情報を盛り

込み、学術の分野だけでなく、幅広く産業界で利用できるよう、本書を出版した。

定価： 15,750円（税込）（本体15,000円＋税関円）

購入先：

シュプリンガー・ ジャ；＼ン(http://www.springer.jp)

〒102-0073 東京都千代田区九段北1-11-11 第2フナトビル6F

Tel: 03-6831”7005 Fax: 03-6831-7006 E-mail: orders@springer.j 

Please order to : Springer Dis仕ibutionCenter GmbH 

Haberstr. 7 69126 Heidelberg Germany 

Fax: + 49 (O) 6221・345-4229 E-mail: SDC-bookorder@springer.com 
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会報

~養学レビュー／マラポーシンポジウム
母体の栄養と児の生涯にわたる健康

栄養学レビ‘ユー編集雲員会編

まえがきーマラボー2005：栄養と人体発達

栄養供給が着床と胎盤発達に及ぼす影響

妊娠と栄養のアウトカム

脳の発達と老化における栄養：必須指肪酸の役割

乳幼児期の鉄欠乏と長期にわたる神経および行動への影響

初期栄養と心血管系の長期的健康

胎児成長の制御と栄養

遺伝子と栄養の相互作用と進化

21世紀の新しい成長の基準 ：規範モデル

栄養と発生生物学一公衆衛生への示唆

討論ーマラボー2005：栄養と人体発達

要約一マラボー2005：栄養と人体発達
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..えが＠ーマラJtt-2{田翁唖と人償提遺

・ ＊・供JI!.. ・＂＇と a白血完遣に及＂＂膨’ E

・ 健鼠と袋．＠アワト＂＂

. ...晃温と老化区..，る栄’B
必a眠障銑．の復調

・ 乳幼児問。晶欠豆と畏期間たる樽媛
および行．への膨．

． 初期衆聾と心血管系＠集期的．． 

＊ “Nutrition Reviews" May, 2006の別冊を翻訳したもの ILSI JAPAN 
Eま建廟祉

． 飴1尼威侵の．． と＊・

．遺伝子と宋隻の繍草作用と道化・2】世飽，，，訴しい威長＠基調区議’Eモデル

． 栄盛と祭主笠・学ー世息衝笠への示唆

・討 8・マラ... ー倒お銀量とA修実温

. .約一マラポー国後賓と岬闘

定価： 2,100円（税込）（本体： 2,000円＋税5%)

ILSI Japanの会員は、 2割ヲ｜（税込1,680円）十送料290円でお求めいただけますので、ご希望の方は、 ILSIJapan会員

専用の申込み用紙にて、出版元（建吊社 TEL: 03-3944-2611）に直接ご注文下さい。

お支払いは、送本時に同封されます郵便振替用紙にてお願いいたします。

栄養学レビ‘ユー（NutritionReviews日本語版）

第15巻第1号（2006/AUTUMN) 

総 説：妊娠と胎児に及ぼす亜鉛欠乏の影響

家庭での食物利用能の評価

持久的運動競技者の抗酸化物質必要量一一ーその健康上の意義

報 告．コーヒ一一一よいのか、悪いのか、それともただの一服か コーヒーが肝酵素群に及ぼす効果に対する

批判的レビュー

腸内微生物叢 エネルギー調節因子

カロリー制限は寿命を延長するーーその分子メカニズム

食品からのセレンの生物利用率

科学と政策：食事摂取基準一一食物繊維の表示と消費の関係：国際生命科学協会北アメリカ支部食物繊維研究集会

(2004年6月1-2日）

日本の動向：大豆イソフラボンのヒトにおける機能性と安全性

定価 ：2,205円 （税込）（本体： 2,100円送料： 210円／冊）

出版元（建吊杜 TEL: 03-3944-2611）に直接ご注文下さい。（会員：毎号配布）

128一一ILSINo.89 



栄養学レビ‘ユー（NutritionReviews日本語版）

第15巷第2号（2007/WINTER) 

会報

総 説パ功ミなる場合に個人が“集団の一員に対する個人”となるのか一一一食餌摂取基準の応用におけるひと

つの問題

食事指肪による血襲指質応答での性差

スプレッド中のトランス脂肪の除去一一科学がどのように業界を支援していったか

報 告：周産期のコリンは脳の構造と機能に影響を与える

妊娠可能年齢の女性における魚に関する勧告および水銀曝露の認識

飽和脂肪の裏にあるもの一一冠動脈疾患への食事脂肪酸組成（プロフィル）の重要性

栄養補給共同試験一一栄養補給法と急性脳卒中の結果

日本の動向：人口減少社会の到来

定価： 2,205円（税込）（本体： 2,100円送料： 210円／冊）

出版元（建高社 TEL:03・3944・2611）に直接ご注文下さい。（会員：毎号配布）

羽. ILSI Japan出版物

ILSIJapan出版物は、ホームページからも購入お申し込みいただけます。

下記以前の号についてはILSIJap姐ホームページをご覧下さい。

(htゆ：I/www.ilsijapan.org/ils首apan.htm)

わ定期刊行物

［イルシー］

創立25周年特集

・創立25周年に寄せて

• ILSI Europe Congratulates ILSI Japan 
• ILSI Japan調査・研究活動の主な成果

〉栄養・ニュートリゲノミクス

〉バイオテクノロジー研究部会の18年

－→育報の収集から普及そして情報の創製へ一一

〉「食晶安全研究部会」立ち上げから2005年度までの活動

・25年の歩み 一一ILSIJapanの主な活動一一
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会報

－創立25周年に寄せて

・独法化で進化する国立健廟・栄養研究所

－新たな食品安全行政における食晶衛生監視員の業務

－成人病（生活習慣病）胎児期発症（起原）説と栄養学の新たな展開

・遺伝子組換え植物の生物多様性評価に関する国際ワークショップ報告

・FAQ/WHO合同食晶規格計画

第29回コーデックス委員会（総会）報告

．ワークショップ報告

食品アミノ酸の適正摂取の評価に関する第5固ワークショップ

・第5固「栄養と工イジングJ国際会議のお知らせ

・臨床栄養の話題

・食晶安全に対する国立医薬晶食晶衛生研究所食晶部の取り組み

．晴乳動物におけるカロテノイドの代謝

・ドコサヘキサ工ン酸によるアルツハイマー型認知症への予防・改善効果

• Functional Food from Traditional Experience to Modern Production 
．国際シンポジウム

一一環境因子、特に遺伝毒性発がん物質の闇値：安全と安心の接点をめざして

・FAQ/WHO合同食品規格計画第34回コーデックス食品表示部会

・FAQ/WHO合同食品規格計画第38回コーデックス食品添加物・汚染物質部会（CCFAC）会合報告

．フラッシュ・リポート

「ILSIAsian Branches MeetingJ参加報告

The l st International Symposium on Maternal and Infant Nutritionについて

［栄養学レビ、ユー（NutritionReviews日本語版）】

総 説： いかなる場合に個人が“集団の一員に対する個人”となるのかー一一食餌摂取基準の応用におけるひと

つの問題

食事由肪による血痕脂質応答での性差

スプレッド中のトランス脂肪の除去一一科学がどのように業界を支援していったか

報 告： 周産期のコリンは脳の構造と機能に影響を与える

妊娠可能年齢の女性における魚に関する勧告および水銀曝露の認識

飽和脂町の裏にあるもの一一冠動脈疾患への食事脂肪酸組成（プロフィル）の重要性

栄養補給共同試験一一栄養補給法と急性脳卒中の結果

日本の動向： 人口減少社会の到来

総 説： 妊娠と胎児に及ぼすE鉛欠乏の影響

家庭での食物利用能の評価
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会報

持久的運動競技者の抗酸化物質必要量一ーその健康上の意義

報 告： コーヒー一一よいのか、悪いのか、それともただの一服かコーヒーが肝酵素群に及ぼす効果に対する

批判的レビ、ユー

腸内微生物叢ーーエネルギー調節因子

カロリー制限は寿命を延長するーーその分子メカニズム

食品か5のセレンの生物利用率

科学と政策： 食事摂取基準一一食物繊維の表示と消費の関係：国際生命科学協会北アメリ力支部食物繊維研究集会

(2004年6月1～2日）

日本の動向： 大豆イソフラポンのヒトにおける機能性と安全性

わ栄養・工イジンタ・運動
誌名等 発行年月 備考

国際会議講演録 栄養と工イジング（第 1回「栄養とエイジング」国際会議講演録） 1993.11. 建吊社

国際会議講演録 高齢化と栄養（第2回「栄養と工イジング」国際会議講演録） 1996. 4. 建吊社

国際会議講演録 長寿と食生活（第3回「栄養と工イジングj国際会議講演録） 2000. 5. 建吊杜

国際会議講演録 ヘルスプロモーションの科学（第4回「栄養と工イジングJ国際会議講演録） 2005. 4. 建吊社

栄養学レヒ、ユー特別号 ケロッグ栄養学シンポジウム「微量栄養素」一現代生活における役割ー 1996. 4. 建吊社

栄養学レヒ、ユー特別号 「運動と栄養」一健康増進と競技力向上のために一 1997. 2. 建吊社

栄養学レビ‘ュー特別号 ネスレ栄養学会議「ライフステージと栄養」 1997.10. 建吊社

栄養学レビュー特別号 水分補給一代謝と調節一 2006. 4. 建自社

栄養学レビ‘ュー特別号 母体の栄養と児の生涯にわたる健康 2007. 3. 建用社

ワーキング・グループ報告 日本人の栄養 1991. 1. 

ILSI Japan Report Series 食品の抗酸化機能とバイオマーカー 2002. 9. 

その他 最新栄養学（第5版～第 8版） （“Present Knowledge in Nutrition”邦訳） 建島社

そのf也 世界の食事指針の動向 1997. 4. 建吊社

その他 高齢者とビタミン（講演録翻訳） 2000. 6. 

わ機能性食品
誌名等 発行年月 備考

研究部会報告書 日本における機能性食品の現状と課題 1998. 7. 

研究部会報告書 機能性食品の健康表示一科学的根拠と制度に関する提言一 1999.12. 

研究部会報告書 上記芙訳“HealthClaim on Functional Foods” 2000. 8. 

ILSI Japan Report Series 日本における機能性食品科学 2001. 8. 

ILSI Japan Report Series 機能性食品科学とヘルスクレーム 2004. 1. 

わ油脂の栄養
誌名等 発行年月 備考

研究部会報告書 パーム油の栄養と健康（「ILSI・イルシー」別冊 I) 1994.12. 

研究部会報告書 魚介類脂質の栄養と慢康 (llLSI・イルシ－J別冊11) 1995. 6. 

研究部会報告書 畜産脂質の栄養と健康（「ILSI・イルシ－J別冊IV) 1995.12. 

研究部会報告書 魚の油ーその栄養と健康一 1997. 9. 
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わバイオテクノロジー
誌名等 発行年月 備考

国際会議講演録
バイオ食品一社会的受容に向けて

（バイオテクノロジ一応用食品国際シンポジウム講演録）
1994. 4. 建吊社

研究部会報告書 バイオ食品の社会的受容の達成を目指して 1995. 6. 

研究部会報告書 遺伝子組換え食品Q&A 1999. 7. 

ILSI Japan Report Series 生きた微生物を含む食品への遺伝子組換え技術の応用を巡って 2001. 4. 

その他 バイオテクノ口ジーと食品（IFBC報告書翻訳） 1991.12. 建吊社

その他 FAO/WHOレポート「バイオ食品の安全性」（第 1回専門家会議翻訳） 1992. 5. 建吊社

その他
食品に用いられる生きた遺伝子組換え微生物の安全性評価

（ワークショップのコンセンサス・ガイドライン翻訳）
2000.11 

わ糖類
誌名等 発行年月 備考

国際会議講演録
国際シンポジウム糖質と健康

建串社
(ILSI Japan20周年記念国際シンポジウム講演録・日本語版）

2003.12. 

国際会議講演録
Nutrition Reviews -International Symposium on Glycemic Carbohydrate and 

Health (ILSI Japan20周年記念国際シンポジウム講演録・英語版）
2003. 5. 

ILSI Japan Report Series 食品の血糖応答性簡易評価法（GR法）の開発に関する基礎調査報告書 2005. 3. 

ILSI ヨー口ッI~モノダラフシリーズ 炭水化物：栄養と健康 2004.11. 

ILSI砂穂モノグラフシリーズ 糖と栄養・健康一新しい知見の評価（翻訳） 1998. 3. 

ILSI砂糖壬ノグラフシリーズ 甘昧一生物学的、行動学的、社会的観点（翻訳） 1998. 3. 

ILSI砂糖モノグラフシリーズ う触予防戦略（翻訳） 1998. 3. 

ILSI砂穂壬ノグラフシリーズ 栄養疫学一可能性と限界（翻訳） 1998. 3. 

その他
糖類の栄養・健康上の諸問題

(Am. J. C/in. Nutr., Vol. 62. No. 1 (S), 1995翻訳）
1999. 3. 

。安全性
誌名等 発行年月 備考

国際会議講演録 安全性評価国際シンポジウム 1984.11. 

研究委員会報告書
加工食品の保存性と日付表示一加工食品を上手においしく食べる話一

（「ILSI・イルシー」別冊Ill)
1995. 5. 

研究部会報告書 食物アレルギーと不耐症 2006. 6. 

食品に関わるカビ臭（TCA）その原因と対策

ILSI Japan RepoはSeries A Musty Odor (TCA) of Foodstuff: The Cause and Countermeasure 2004.10. 

（日本語・英語合冊）

ILSIヨーロッパモノグラ7シリーズ ADI、許容一日摂取量（翻訳） 2002.12. 

ILSIヨーロッパモノダラ7シリーズ 食物アレルギー 2004.11. 

その他 ビタミンおよびミネラル類のリスクアセスメン卜（翻訳） 2001. 5. 

食品中のアクリルアミドの健康への影響（翻訳）

そのイ也 (2002年6月25～27日 FAO/WHO合同専門家会合報告書 2003. 5. 

Health Implication of Acrylamide in Food翻訳）

その他 好熱性好酸性菌－Alicyc/obacil/us属細菌一 2004.12. 

I Alicyclobacillus （英語） 2007. 己とととゴ

わその他
誌名等 発行年月｜ 備考

その他 アルコールと健康（翻訳） 2001. 8. 
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四．新着図書・資料のご案内

ILSI本部・各支部ならびに関連団体が最近発行した書籍および資料（事務局にて保管）をご紹介します。

食物繊維

Dietary Fibre 

ILSI Europe Concise Monograph 

本モノグラフは、 1996年にILSIEuropeから出版された同タイトルのモノグラフの更新版である。食物繊維の科学

が近年急激な進展をみせているのを受けての出版である。内容は、定義、分析法、生理作用、国別摂取量、推奨摂取

量、有害事象等から構成されている。

遺伝毒性発がん物置のリスク評価への取り組み：批判的評価

Approaches to the Risk Assessment of Genotoxic Carcinogens in Food: A Critical Appraisal 

ILSIEurope論文

本論文は、 J.0’Brienらによって、 ILSIEurope悶skAssessment of Genotoxic Carcinogens in Food Task Forceの責

任下で作成された。 Foodand Chemical Toxicology (2006 ; 44/10 : 1613-1635）に掲載されたものである。

低濃度の食品由来DNA反応性遺伝毒性発がん物質によって発現評価の困難度および上記化合物の評価における科

学構造的評価方法の取り組みの提案がなされている。種々の観点からの取り組み（ALARA＜達成可能な最少量＞、

TI℃＜毒性学的懸念の闘値＞、バイオアッセイ・データの低濃度曝露、曝露時間）によってMOE（曝露マージン）を

決定することが最も適切な取り組みであると結論づけている。

遺伝毒性および発がん性の両方を有する物質のリスク評価

Risk Assessment of Substances That Are Both Genotoxic and Carcinogenic -Report of an International Conference 

organized by EFSA and WHO with support of ILSI Europe 

ILSI Europe共催、 EFSA,WHO国際会議報告

2005年11月に開催されたEFSAおよびWHOによる遺伝毒性および発がん性の両方を有する物質のリスク評価に関

する新しい取り組み方法についての国際会議にILSIEuropeが協力した。その国際会議によって得られた成果がFood

and Chemical Toxicology (2006 ; 44/10 : 1636～1650）に掲載された。本書はその別刷。

人首共通感染性がある病原菌としてのカンピロパクター：食晶の生産lζおIオる観点かS

Campylobacters as Zoonotic Pathogens : A Food Production Perspective 

ILSIEurope報告書

Tom Humphreyらによって、 ILSIEurope Emerging Microbiological Issue Task Forceの責任下でh作成された報告書。

西ヨーロッバ地域における人蓄共通感染性病原菌としてのカンピロパクターによる感染症は人口の1%を占めてい

る。そのなかでも食品由来の感染源種としてCampylobacter(C.)jejuniおよびC.Coliの2種類の菌による感染症が最も

深刻な問題である。このような関係から、上記2種のカンピロパクター菌の食品生産現場での状況および最終製品へ

の残存による影響度に関して調査研究した結果の報告である。
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Co Enzyme QlOや栄養に関する研究の書き下し原稿のほか、本号にひきつづき「ILSIJapan食品リスク講演会」

の内容を掲載。さらに第5回「栄養とエイジング」国際会議ならびに同サテライト・シンポジウムの聞きどころ

をご紹介する予定です。

編集後記

記録的な暖冬で、昨年、猛威を振るったインフルエンザも今年は鴫りを潜めている。ノロウイルス騒ぎも一段落

し、牡掘の生産者も少しは明るい陽射しが見えてきたであろうか（遅きに失したと思われる）。福寿草の開花が

例年より 10日も早いという報道があったが、気候の異常によって野菜・果物中の栄養成分の含有量も通常とは異

なっているかもしれない。

最近ある研究会で拝聴したが、五訂食品成分表の葉酸値が、分析法の問題で実際よりかなり低めにでているとの

ことである。大きな問題であり、速やかに確認するべきではないだろうか。

本年度から、名称、が日本国際生命科学協会から国際生命科学研究機構に変更された。設立25周年が経過し、新た

な一歩が踏み出される。食の栄養・安全に関する科学に基づいた調査・研究活動および情報に関して、一層の普

及活動が期待される。イルシー誌もその一翼を担うように会員・非会員にとって魅力ある機関誌となるべく努力

することを肝に命じている今日この頃である。

（朔）
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